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序最近における都市．ととに大都市地域への人口流入の動きは厳しい。 ζの
動きにつれて大都市地域における人口配置は．質的にも量的にも大き〈組み
かえられつつある。 ζのため既成市街地内部において. 1つの地区に異質の
ものが入り込み．その侵入の過程が進んでゆくにつれて．やがて新しい地区
が形成されるという一連の変化過程が進行することになる。
その侵入と継承という一連の変化過程は、いろいろな条件変化にともなっ
て極めて任意的な形で進行してゆくのが一般的な傾向である。たとえば‘幹
線街路の拡幅整備などにともなって既成の住宅地内部に業務機能が侵入した
り．あるいは郊外地の拡散的外延化の進行と並行して都心周辺の 1戸惑住宅
地内部乙中高層のアパートカ噂ちはじめたという動きが目立ちはじめてきた。
ζれらの動きは．何等かの計画に基づいて展開しているものではなb、。それ
だけにこれらの侵入の進行にともなって．さまざまなかっとうが生じてくる
が．同時にその変化過程のもつ意味を察した人々の転出がはじまり、侵入の
進行が一段と激しくなり、新旧の集団が入れ替ってゆくととになる。 ζの一
連の変化過程が進転してゆ〈につれて．当然のととながら地区内部における
都市施設に対する需要も変化してゆくが．それ，f乙即応した供給は円滑には展
開し得ない。したがって．いくつかのかっとうを繰り返しながら新しい地区
へと継承されたとしても．その新しい地区内部には．環境盤備上の立場から
みた欠陥がともなう結果となりがちである。
一方で．技術革新の急搬な進展にともなって．産業構造が大きく組み替え
られ、人々の就業構造も変化し．雇用者比率は急速に増加傾向をたどりはじ
めた。全国の雇用者比率は‘昭和30年の 45. 8%から 40年の 60. 79らへ
と大きく伸びているが．大都市地績にあっては 75%をこえている。
との雇用者比率。増加にともなqて、市民の生活様式や消費の形態が大き
〈変化してくる。旧来の自営業主膚が家族労働に基盤をおいてきたことから
就業の場と生活の場との分離は容易に進まなかったが．雇用者層にあっては．
その分離がむしろ前提条件となり、労働時間と余暇時間も明確忽区別され．
その家族は就業の場から離れて．それぞれの条件に合せて生活の場を求める
ようになる。
こうした動きは．専用住宅戸数の増加傾向にも反映しているものといえよ
う。全国市部乙おける専用住宅戸数は．昭和38年の1,1 0 4万戸が43年
には1,4 8 6万戸に増加しているのに対し．店舗その他の併用住宅（農林漁
業併用住宅を除く｝は閉じ期に 19 1万戸から 20 0万戸に増加しているに
過ぎなh つまりこの5年聞における増加戸数が噂用住宅が38 0万戸をこ
えるのに対して．併用住宅は10万戸にみたないのである。それは住宅地の
需要増加に結びつくものであり．郊外住宅地の外延的拡散と都心周辺部には
じまる住宅地の高密度化につながるものといえよう。
また一方で．家族制度の崩壊にともなって、世帯分離が急速に進み．直系’・
家族の居住関係が大きく組み替えられつつある。 5世帯が居住する世帯数の
比率は．昭和30年の26. 8%から 40年の 22. 3 ~もへ減少したのに対し、
夫婦のみ．および夫婦と子供よりなる 5世帯数の比率は．閉じ 10年聞に
4 9,9 %から55. 3 9らへと増加している。さらに単独世帯が同じ期聞に3.4 
9らから7.8 %に増加している。その上．単独世帯と夫婦世帯には老令化の傾
向がうかがえるのである。
このような直系家族の居住関係の変化は．都市住民の家族内の人間関係や
家族聞の相互関偽乙もいろいろな影響を及ぼしているものと考えなければな
らない。これに生活様式の変化や生活水準の向上なども加わって．市民生活
の近隣関係や時間的空聞句活動のパターシにも変化が現われ．都市施設に対
するニードも変容しつつある。
ことに家族制度の崩壊にともなって、家族のもっていたいろいろな機能が
襲失しているととから新しい施設に対するニードが生まれているととに注目
しなければならない。なかでも保護機能の褒失の影響は大きい。乳幼児や老
入、あるいは病人に対する各種施設のニードが極めて高いのもその影響とい
えよう。都市施設に対するニードは、家族制度の存在を前提としていた時代
とは、質的にも量的にも極めて大きく変容しているものと考えなければなら
ない。
このように、現代の都市内部においては．地犠構造面にも、社会構造商に
も．かなり大きな変化が進行しつつあるが．とれらの変化。相E聞には必ず
しも適切な調整が働いているものとは考えられないし．そうした変化に即応
した形で都市施設の盤備や生活環境の整備が進められているともみられない。
その結果、市民生活には．いろいろな面において矛盾が生じているととであ
ろう。これらの矛盾を追究しながら、市民生活の変化に対応させて進めてゆ
くべき生活環境や施設の整備計画上の問題とその問題解決のための方策を採
るとともに．地域社会における共通の目標設定やその目標達成のための計画
策定にいたる人間行動の構成要素とその動的機構を検討することが必要とな
る。
そこでまず．との研究においては、地域構造と社会構造との変化過程につ
いて、事例的に実態調査を進めながら．とれらふたつの梅造変化相Eの関係
を分析し．継承されてゆく新しい地域を生活環境整備という立場から再構成
させてゆくための計画上の問題点を追究しようとするものである。
Iにおいては．総論として住宅地における生活環境整備計画を確立するた
めの基縫的な検討を行なっむ ζの総論に対する素材となった各種。基礎調
査のなかから．既成住宅地の変化過穫に関する調査、陳情請願を通してみた
住民の環境盤備要求に関する調査．および相隣環境としての戸外空間の構成
に関する調査の5つの研究報告をEi乙事例調査研究として集録しむ
なお．計画手法の試論ともいうべき具伽守手法については．現在検討を進
めている段階であり、別の機会を倹ちたb、．
各章の執筆は• IをIl名古エ門と高見沢邦郎が討論したあと高見沢が分担
し.ll-1を高見沢邦郎、 n-2を竹内陸男.n-3を中林一樹がそれぞれ
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I .居住地環境整備計画の理論化
川名吉エ円
高見沢邦郎
本報告は都市のなかでも最も大きな面積を占め、人間生活上も最も重要な
場である住宅地をとりあげて．その環境整備計画を擁立するための基礎的な
検討を行ったものである。
住宅地という場合、既にある程度の歴史をもっ既成住宅地と．現在開発さ
れつつある新開発住宅地にわけられる。居住地環境整備計画もその手法にお
いてこの両者でかなりの違いがある。新開発の場合は開発計画の段階で良好
な居住地環境を獲得するための手だてが打たれることになるが、既成住宅地
の場合では既にでき上り、一般に刻々と悪化してゆく居住環境を保全し．さ
らに積極的に改善する手法の検討が主なものとなる。本報告ではこの既成住
宅地の計画理論をとり扱？ 'Ito 
第 1章ではこれ迄の計画手法を批判的に検討するなかから居住地環境整備
計画の必要性を実証し．その構成内容、都市計画における位置づけを論じた
b、。
第2章では計画理論確立のために必要とされる基礎的事項．即場十画需要
測定のための調査研究のあり方、計画の手法のあり方について検討を行い．
あわせて現在の調査研究、計画手法の状況についての考察を行いたb、。
I -1 居住地環境整備計画の必要性と位置づけ
産業革命以後．住宅の劣化や居住地環境の悪化に対する手法として発達の
大きな手がかりをもったヨーロッパ．アメリカの都市計画と異り．明治期の
市区改正．大正期の都市計画法といずれゐ基本に東京をはじめとする大都市
の形態整備をすえてきた我が国の都市計画においては、居住地環境整備の思
想は極めて薄かった。本節では我が国の都市計画の諸制度が居住地環境整備
という課題に対してどのような位置づけを与えてきたのかを検討することか
ら．主題たる居住地環境盤備計画を新たにとり上げる必要性を明らかにする
とともに、その計画がどのような手法としての性格をもてばよいの治刊乙つい
ての考察を行いたいと考える。
「都市計画Jという場合、狭義には都市計画法や建築基準法等の法制によ
って組立てられている概念であろうし．より広義には都市の基本計画（総合
計画．マスターブラシ等．種々の呼称があろうが｝という、必ずしも法的根
拠は与えられてい念いが（地方自治法．都市計画法で「市町村の建設に関する
基本構想Jは規定されている｝現実に数多く作成されているととるの計画概
念であろう。しかしいずれの場合も居住地環境整備という課題に対して、十
分に効果のある手法とはいえない。とこではます喰義の．法定都市計画にお
ける居住地環境笹備計画の扱われ方を検討し、次に狭義の都市計画‘即ち基
本計画における扱われ方を検討することによq て、現在の計画手法によって
は居住地環境整備計薗が不十分にならざるを得ないととを明らかにし．逆に
そのことから我々の意図している居住地環境整備計画の必要性と位置づけを
見出してゆきたい。
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I -1 -1 都市計画の諸制度と居住地環境整備計画
都市計画法制の改正
我が国の都市計画は 19 1 9年（大正8年｝制定の都市計画法を中心とし
てこれまで50年間体系化されてきた。大正8年法の第 1：条には．
本法ニ於テ都市計画ト称スJレハ交通．衛生、保安．防空．経済等ニ関ν
永久ニ公共、安寧ヲ維持ν文ハ福利ヲ増進スノレ為ノ重要施設ノ計画ニν
テ・H ・H ・－・（「防空Jは戦時中の追加｝
とあるごとく．住民の身近かな生活環境とは直接の関係のない諸計画を規定
するものとして法律が存在した。事実．都市計画の内容としても居住地にか
かわる施設で実際に計画決定まで行われたものといえば、わずかに公園．一
団地の住宅経営など 2,3にとどまるのみといってもよい。都市計画による地
域地区制は大正8年の市街地建築物法．昭和 25年の建築基準法で規定され
ており、これらは順次内容の改定が行われたが居住地環境の保全という観点、
からは十分なものとはいえなかった。
このような過去50年の法的な都市計画体系は最近数年聞に大きく変った。
都市計画法は 19 6 8年（昭和43年）に全面改定きれ．建築基準法の地域
地区制にかかわる部分は. 1 9 7 0年（昭和45年）内容変更された。従っ
てここでは改正後の両法を中J削乙みてゆくこととする。
都市施肢の整備
居住地環境整備の観点から都市計画法制とかかわる第ーの部分は住民の身
近かな生活環境施設．即ち小中学校．保育所．公園といった施設の笹備の問
題であろう。
都市計画法第11：条には．都市計画区域内l'L（必要があれば区域外において
も）次の各号の施設を「都市施設jとして都市計画に定めるものとしている。
道路．都市高速鉄道．駐車場．自動車ターミナルその他の交通施設
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二公園、緑地．広場．墓園その他の公共空地
三 水道、電気供給施設、ガス供給施設、下水道．汚物処理場、ごみ焼却
場その他の供給施設叉は処理施設
四河川、運河その他の水路
五学校、図書館‘研究施設その他の教育文化施設
六病院、保育所その他の医療施設叉は社会福祉施設
七市場．と畜場叉は火葬場
八一団地の住宅施設
九一団地の官公庁施設
十流通業務団地
十ー その他政令で定める施設
ここにあげられているものは生産基盤施設と呼ぶべきものが多いが．道路．
公園、供給処理施設、教育文化施設、医療社会福祉施設といった生活環境に
かかわる施設もいくつかある。しかしながらこれまでの例でみると、実際に
都市施設として計画決定されるのは．幹線道路．公園程度であって．住民生
活に身近かで必須の小中学校．保育所．幼稚園、小さな遊び場‘老人施設と
いったものが都市計画として決定されたことは．少くとも既成市街地におい
ては聞かない。 （都市計画法第 13条（都市計画標準｝の5には．住居地域
については義務教育施設をも定めるとととなっているが．今のところ決定ま
で至った例は聞かない｝
確カ託、こういったこまごまとした施設を都市計画決定することは行政事
務量ばかり増してあまり実際的でないかもしれない。しかし法律上明記され
ているにもかかわらず実際には運用されていないという ζとは、これら居住
地環境整備計画上重要な施設が、 「法的な都市計画」にはのってこないこと
であり．結局．都市計画法にいう「都市計画」は住民の身近かな環境づくり
ではなく、都市全体または広域的な関係のなかでの基幹的構造をつくりあげ
ることを目標にしているということができる。しかも単に居住地環境整備計
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画が都市計画にのってこないだけでなく．広域的計画からのプレークダウン
としての都市計画は、国レベルの開発計画の影響を受けやすく．その場合つ
くられた都市計画そのものが居住地環境整備という下からの要求と対立しが
ちであることにも留意しなければいけない。従って各々の生活環境施設整備
は．学校は教育基本法という具合に名所管省庁の法律に基いてのみ進められ．
都市計画としての総合性なしに進行することになってしまう。
規制的側面
都市計画法との関連でみるべき居住環境整備計画の内容の第2には． 「規
制的J側面がある。居住地環境の保全．計画的整備のために居住者の建築行
為等を制限する手法で、都市計画においては主として地域地区制度によって
行われている。都市計画法第8条～第 10条、建築基準法第48～第68条
がそれで．いずれも昭和43年の新都市計画法制定．昭和45年の建築基準
法改定によって内容の変更をみた。それによって従来より改善された部分も
あるが．まだ解決されていない問題も多い。ここで新しい地域地区制の全面
的検討を行うことはできないが．居住地環境整備とかかわる二．三の点をあ
げてみたい。
従来の制度では基本用途地域は4種で．環境保全i乙必要な専用用途制（特
定の種類の建物しか許きない）は副次的にしか採用されていなかった。新制
度では専用用途地域が住居について 2種類．工業について 1種類認められ．
基本的用途地域としての位置を占めるようになった。これによって 2種類の
住居専用地域（第1種住居専用地域、第2種住居専用地域｝では用途面から
の環境保全効果は大き川
しかし逆に専用地域制の強化はそれ以外の用途地域、とりわけ指定面積が
大きく住宅数も多b、住居地域、準工業地域での環境保全はなおざりにされて
しまう。歴史的にみて準工業地域は未指定地域（一部工場以外何を建てても
よい）の系譜をひくものであるが．住居地域さえもがこの性格をもち．いわ
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ば環境保全に対する放任地蛾となってしまった感がある。
用途面とともに形態面｛高きや面積の規制）でも問題がある。第1穣住居
専用地繊の一部を除いては非常に高い容積率が定められ．しかも高きの限度
は一般にとり払われ．北側斜線の制限も十分なものとは言い難い。
さらに．今回の改定においても全くふれられていない問題は住宅の種類と
住宅の密度に関する創j限である。これらがないため．木造アパ－ ~.鉄筋ア
ノミートはととろ構わず建てられ．敷地はどこまでも細分化きれ、個々の住宅
は狭く．全体としては周辺公共施設とのパラシスを崩す高密度住宅地がひろ
がってゆく。
このように「規制的側面Jによる居住地環境保全の制度も残念ながら満足
なものには程遠い。
開発・再開発と居住地環境聾備
都市計画の法制度に基〈環境整備手法の第5として、地区を面的に開発ま
たは再開発する手法があげられている。それは都市計画法第12条に示され
た．土地区画整理事業、新住宅市街地開発事業、工業団地造成事業、都市再
開発事業の 4種の市街地開発事業および都市計画法には直接規定されていな
いが住宅地区改良法に基〈住宅地区改良事業も含めて合計5種の手法が規定
されている。さらに前述の都市施設のうち一団地の住宅地の住宅施設、一団
地の官公庁施設．流通業務団地も考えれば面的開発、再開発事業は総計8種
となる。いうまでもなく、工業団地造成事業．一団地の官公庁施設．流通業
務団地は生活環境整備に無関係であるので．これらを差し引いた5種の手法
について居住地環境整備とのかかわりあいを検討する必要がある。
土地区画整理事業は新市街地の開発i乙使う場合と．既成市街地の再開発に
使う場合のふたつにわけて考えることができる。前者については本報告が既
成住宅地の環境整備を主題としているととから言及せず．後者についてのみ
考えてみたい。
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再開発としての土地区画整理、いわゆる都市改造区画整理は関東大震災後
の帝都復興計画に発生をみ、戦災復興計画でさらに発展したことからわかる
上うに．簡単にいえば道路用地を主とする公共用地を無償で生み出すための
手法であっむこのことは我が国の都市形態の未成熟さからいえばやむを得
ない面もあ司たととは事実である。しかし都市改造土地区画整理事業が駅前
広場や幹線道路用地の獲得にのみとだわっている限りは、既成住宅地の環境
整備需要に応うべくもなく．逆t乙．事業の強行が環境破壊につながるという
論きえ正当性をもっ。もちろん．居住地環境の改善のためにはある程度の道
路をパターシとして．量として確保し、公共用地、空地を確保することは必
要であるから区画笹理手法そのものの存在は否定さるべきでないが、計画内
容の大巾な転換がなければ居住地環境整備事業として有効なものとはなり得
まい。
新住宅市街地開発事業は新しい住宅地開発を．一団地の住宅施設も主とし
て新しい住宅地開発を．用地の全面買収方式によって行うわけであるから既
成住宅地の整備事業としては使い得なb、。
都市再開発事業は既成市街地に適用されるが．原則的には採算主義による
建物の高層化をねらいとした事業であるから．商業地の全面的建て替えによ
る整備事業に使われ．ととで検討している居住地環境整備手法とはなり得な
いと考えるべきだろう。
住宅地区改良事業もいわゆるスラム地区の全面改造をねらいとしており、
現行の採点評価方式をみる限り‘一般的居住地の改善整備には適用が不可能
である。
新しい計画理輸の必要性
狭義の都市計画（現行都市計画法および関連法に基く都市計画｝制度にお
いて．居住地環境整備が可能かどうかについての概略をみてきた。制度上考
えられる手段をもう一度要約すれば．
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(1）都市施設として各種生活環境施設計画を決定し事業化する。
（治 地域地区制によって環境の保全をはかる。
(3) 面的開発．再開発事業によって地区整備をはかる。
ζの5者であった。しかしながら、（1）については．住民にとって身近かな生
活環境施設の多くは「都市計画」の範囲に入っていない。（2）については、現
行の規制内容では住環境の保全i乙不十分な点が多く．とりわけアパートの規
制．地区における戸数密度の規制（最小限宅地の規制、宅地あたり戸数の規
制｝という概念が欠けており、（劫については、都心の、商業的利用を目指し
た再開発、未市街地の新な開発に対する事業手法とはなり得ても．既成住宅
地の整備事業としては使い得ない。このような諸点カ守旨摘された。
結局．現行の都市計画法制度が既成住宅地の環境整備計画に果し得る役割
は極めてわずかであるとみて差しっかえない。こういった現行都市計画制度
の、居住地環境整備への不十分きの故にこそ‘居住地環境整備計画理論体系
化の必要性が強調されるわけである。
I-1-2 都市の基本計画と居住地環境聾備計画
前節で述べた、都市計画法その他で規定された「都市計画」に対して、よ
り広い概念としての都市計画があり．それは基本計画．総合計画、マスター
プラシ．ヨシプリへ＇：／vプブラシといった種々の名称で呼ばれている。基本
計画はいまだ我が国においての歴史が浅く．その内容も厳密に規定されてい
るわけではないが．一般tこ経済計画、社会計画．生活環境施設を含む諸施設
計画、交通計画、土地利用計画といった内容よりなる広範囲の計画手法と理
解されている。従って前述の、法制度上規定されている都市計画も．ある意
味ではこの基本計画実施の一手段として理解することができる。
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基本計画の発展
我が国における基本計画の歴史はそう古いものではない。というよりごく
新しいものであるといった方がよb、第2次大戦前には．都市計画法に基く
都市計画は存在したが．総合的な立場からの広い内容をもっ計画はなかった。
戦後 19 5 0年（昭和25年｝に国土総合開発法が制定されたが．との法律
において市町村νベルの計画は何等考慮に入れられていなb、従って制度と
して市町村計画が認められだしたのは 19 5 3年（昭和 28年〉の町村合併
促進法（3ヶ年の時限立法）による新町村建設計画．同法の失効直前.1 9 5 
6年（昭和 31年）に制定された新町村建設促進法に基く、新市町村建設計
画にはじまるといってよb、。両法のねらいは行政的．財政的破綻にあえいで
いた自治体を合併という強硬手段によって再建しようというところにあるわ
けで．つくられた建設計画も総合的な基本計画という観点からすれば不十分
なところが多い。しかし． 「自治体運営の計画化」への一定の刺激剤として
の役割を果したととは事実である。
これら自治行政合理化の要請からくる計画への志向と別に、より広範な都
市化傾向の分析に基礎を置く．総合的計画作成の動きが同じころ．主として
フィジカJレプラシナーの側から生れてきた。とのような立場からの計画の積
み上げのなかで土地利用計画．交通計画の手法が発展し．現在の計画技術が
蓄積されてきた。その鳴矢となったのは昭和2a年代後半の東京市政調査会
による豊中市総合調査．昭和30年代初頭の日本都市学会による高知市総合
調査であり．その後も富山市．山形市といった地方中心都市の基本計画のな
かで技術的発展が遂げられた。
1 9 6 a年（昭和35年｝には新市町村建設計画が後期の計画にとりかか
ることもなく廃止されむこ如乙よって制度的には市町村計画の根拠が失わ
れたわけであるが、このころ．所得倍増計画を背景とする経済の高度成長政
策が中央政府によって強力に推し進められ、経済開発を主限とする計画づく
りがブームとなっむとの傾向は 19 6 5年（昭和40年）を過ぎるまで続
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き．現在再び列島改造計画に便乗して頭をもたげかけてさえいる。
以上の．行財政の墜備．総合計画への指向．経済開発への指向という5つ
の考え方がこれまでの基本計画づくりを支えてきた。昭和40年代に入ると、
高度成長政策が当然にもつデ4メリ y トは放置されたままいわゆる「都市問
題Jの激化の時代に突入し．それに伴って．住民の居住環境への．地方自治
行政への関心が深まq てきた。とのような状況を背景にようやく経済計画に
偏きない総合計画策定の気運カト般化した。また19 6 9年（昭和44年）
には地方自治法が改定され．地方自治体における「基本構想Jの作成が法的
に認められるようにもなった。現在では地方自治体において基本計画に類す
る計画。作成が広くおζなわれている。 19 7 0年（昭和45年｝の調査に
よれば．回答を寄せた 38 2市のうち82%の市において基本計画を策定済
または策定中という ζとである。 〈総合計画セシターの調査による｝
このような盛況であるにもかかわらず．つくられたプラシの大半は自治体
行政に殆ど何の役割も果していないという批判も多b、。プラシづくりは本来
自治体運営の手段であるべき筈なのにその作成自体が目的化され．報告書と
しての体裁をなすと共に役割は終えりとされてしまっているわけである。
とういった状況を生み出している原因は様々であるう。ブラシ作成の意味、
目的を考えるととな〈．いわば装飾品をもとめるようなセシスで作成を求め
る自治体理事者の無定見もその一因であろう。またブラシのかたちに捉われ．
プラシの実現性に関しての配慮がうすいブラシナーの態度にも一因があろう。
しかしとこでマスターブラシ論を展開することは本報告の本旨ではなb、。と
こでは現在の基本計画が居住地環境整備の手法として有効なものとなってい
ないことを指摘し、そのことから改めて整備計画カ球日何なるものとして存在
すればよいのかを検討するとととしたb、
基本計圃批判
居住地環境盤備の観点からみた基本計画批判の第1点は．その組立につい
てである。基本計画においては都市の全体像をまず作りあげ．それを順次個
々の地区におろすという．プレークダウシ方式をとっている。その結果、地
区としての居住地の環境問題は部分的．従属的扱いを受けることとなる。都
市全体をとらえる段階では．開発地域と非開発地域を区分する土地利用、セ
シター．サプセシタ一、工業用地．流通用地といった生産系並びに中心機能
にかかわる土地利用の計画．そして幹線道路網．幹線供給処理施設体系．と
いった基幹施設の計画が主としてとり扱われる。このような全体構成の結果
として各地区が位置づけられたのちはじめて住宅地の問題がとり上げられる。
しかしこの場合の住宅地は、計画幹線道路で区切「られJ全市の人口配分計
画のなかで人口密度を規定「され」たものとしての存在を強いられるわけで、
個々の住宅地から生れてくる環境整備の需要といった地区的問題は捨象きれ
がちである。
プレークダウン方式に続いて第2＇乙問題とされる点、は、基本計画でとり上
げられる「地区Jの性格についてである。基本計画における地区計画は一般
に都心、副都心‘流通団地．工業団地といった生産系の開発．再開発にかか
わる特定地区についてなされる。確かにこれら地区は都市の発展パターシに
おいて戦略的位置を占めるし、実際の事業に結びつきやすい。しかしながら
「地区」という場合これら生産系のものをさし．一般的住宅地が対象になり
にくいわけであり．そのことはこれまでの基本計画作成の技術において．一
般住宅地区の整備需要を計画需要として捉えていなかったととの表出でもあ
る。
第3＇こはたとえ住宅地の環境整備計画がテーマとしてとり上げられた場合
であっても．地区単位のとり方．整備の内容について不満足な点が多いこと
である。計画にあたって住宅地を単位に分割すること自体は不合理なことで
はない。しかし住民の行動のうち特定の地区単位（たとえば小学校通学区｝
に拘束されるのはごく一部なのであることも忘れてはならなb、。これ迄の計
画をみると設定された計画単位のなかに全ての行動をおし込むような．現実
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性のない近隣住区カ雫十画されている場合がある。そしてその現実性のない住
区設定ゆえに全体の住区整備計画までもが頓空のものとなってしまっている。
整備内容についての問題点は、盤備対象として小中学校、保育所、公園と
いった既知の．行政体系にのった「建築的施設」のみが中心となっているこ
とである。改めて指摘するまでもなく、居住地の環境はとれら「建築的施設J
のみによって構成されるわけではなb、居住者にとってみずからの環境とは、
フィジカルな観点からだけでも個々の住宅の広さ．狭さ、設備の良し悪し、
日当りといった住まいそのものから始って．隣り近所に高層建築が建って迷
惑をうけたりするととがないか、交通量の大きい道路ができて事故の心配や
騒音の悩みが生れたりしないか．子供の通学．主婦の買い物、働き手の通勤
が安全に便利に行えるか、そして各種の公共的施設が十分に準備されている
かといった．自己の住宅から地区の施設に到る広がりの中で多種多様に理解
されている。このような環演、厳密にいえば居住地の物的環境の全体像を描
き．その需要に対応するような整備計画はこれ迄の基本計画に欠如している。
第4（乙は、基本計画はそこに居住する住民にアピールする計画として存在
しなかったことである。それは上述のように住民生活に身近かな環境の問題
が取り上げられず、またたとえ取り上げられたとしても環境にどのような問
題があり．どのように計画の中で改善されてゆくのかという過程が示きれな
かったことに半分の原因がある。残りの半分の原因は計画の策定、実施とい
うプロセスに住民の意志の反映、参加が実質的に保証されておらず、ともす
れば住民不在のうちに基本計画がつくられて行ったことにある。
第 51乙は．描かれた計画の実現牲が乏しいということである。不十分なが
らも、マスターブラシに各種の建築的施設の整備計画が示された場合であっ
ても、その計画が実施事業に結びついたという例はあまり聞かなb、まして
や計画の実施状況をチェックして．もとの計画を修正してゆくといったフィ
ードパックはまずされたことがない。多くのブラシは作成をもって役割を終
了している。このような状況に陥っている原因を計画技術の問題として捉え
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るならば．いわゆる財政計画と基本計画を結合きせる手法の不足ということ
になろう。計画策定の機構として捉えるならば、計画者（これには自治体以
外からの技術的助害者も．一括受託者も、計画担当課も含まれるが｝自治体
の行政機構を把鍵し．機構の中で使い得るプラシとする努力を怠っているか
らに他ならない。
以上．居住地環境墜備計画の観点からみての‘基本計画批判を行ってきた。
もう一度要約すれば．
1. 都市全体像の計画が先行し、そのプレークダウシの結果としてのみ地
区が位置づけられてきた。従って個々の地区それぞれの整備需要から出
発するという姿勢に乏し b、
2. 地区といっても都心地区．流通地区といった生産系の特定地区のみが
取り上げられ．一般的な住宅地の問題はとり扱われることが少なかった。
3. 住宅地の環境整備がとり扱われたとしても．機械的な近隣住区単位の
設定に基く建築的施設の整備が中心となり．居住者の環境を実態に則し．
全体として把握する観点に欠けていた。
4. その結果として．計画は住民の関心を呼ぶものとはならなかっむ
（たとえ関心を呼んでも．それは「反対Jとしての関心であり．環境整
備に積極的な参加をする立場からの関心ではなかった）さらに住民の計
画策定への参加がはかられなかったととも．関心の低調さを招いむ
5. つくられた計画は実現性に乏しかった。
といった点、である。
居住地環境整備計画の位置づけ
このようにみてくれば当然に．居住地環境整備計画は上述の基本計画。欠
点を埋めるものとして存在すべきであることが明らかになる。即ち．
計画目的 居住地の．劣悪化してゆく生活環境を保全し．さらには積極
的に向上きせてゆくための整備計画である。
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計画対象 住宅まわりの問題から始q て各種公共施設に到るまでの．住
民にとって身近に意識されている環境の全体を扱う．具体的には．
住宅まわりの環境・H・H・.・H・－保健性、安全性
供給処理系統の整備 ..........…保健性、利便性
日常施設の配置 …..・H・－・・・・ 利便性．経済性
施設利用。交通条件 ……・・・・・・ 利便性．安全性
計画手続 住民意志の反映、関接的直接的住民怠加が必要とされる。
計画の実現性 実現される計画であるとと。少くとも．計爾がどの程度
実現され環境がどの程度改善されたかる随時チ＂＇~クでき．その評価を
次の計画実施にフ 4ードパックし得るとと。
これらのととが要求されてくる。
最後に残る問題は．居住地環境墜備計画と．都市全体としての基本計画と
の相互関係である。前述のように．これ迄は居住地環境聾備計画が何等かの
かたちで基本計画の一部として取り上げられた場合においても．都市全体の
諸計画がプνー クダウシされた結果として．都市の全体計画に従属するもの
として個々の居住地は扱われてきた。都市全体の利害と個々の住宅地の利害
が完全に一致するものならそれで構わないが．利害の相反することがかなり
多b、。たとえば都市全体の立ち場からみれば住宅の中高層化をはかるべきと
いう土地利用が指摘される地区があるとしても．その地区の現在の住宅状況
からすると居住者の多くは低層住宅地としての環境保全を望むという場合が
あろう。また幹線道路が住宅地を分断するような計画は各地で住民の強い反
対にあい．事業は進捗していなb、このように一般的には、都市全体の利害
と居住地区個々の利害は対立するものだとさえいえる．
その場舎、基本計画と居住地墜備計画の関係をどう位置づけたらよいのだ
ろうか。従来のプレークダクシ的．従属的関係では全体の利害が居住地の利
害に常に優先してしまう。
従属的方法をとらないとすれば考えられる第 1の方法は並行作業ー調整
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型手法であり．第2の方法は独立作業ー積み上げ型手法である。調整型は
基本計画と居住地環境整備計画をそれぞれの計画作業に従って進め‘相互の
対立を常に調整しながら、最終的には都市の全体計画と居住地の部分計画と
してまとめこの両者をもって「基本計画jというかたちをとる方法である。
積め上げ型は居住地環境整備計爾を独立した作業として行い．個々の居住地
計画の集積をもって全体計画ないしは基本計画とする方法である。
調整型、積み上げ型それぞれに長短がある。調整型の場合．うまくゆけば
金体計画と部分計画の整合がとれ．両方の計画が満足のゆくものとなり理想
的であるが、現実には、合理的根拠Iζ基いて全体と部分の調整をとることは
大変に難しい。積み上げ型の場合、居住地の整備需要は適確に把握され計画
化されたとしても．部分の集積のみで全体が成立するとは考えられない。
さらに．全体計画と居住地計画の目標年次の違いがある。全体計画は比較
的長期閣の方向を示すのに対し‘居住地計画はすぐ明日からでもとりかかれ
る計画として存在しなくてはならない。
このように考えてくると並行ー調整型、独立ー積み上げ型いずれもそ
の極端なかたちにおいては現実的でなし、実際にとり得る全体計画と居住地
計画の関係はこの両者を両極端として．その都市の状況を勘案したなかで決
ってこよう。しかしいずれにしてもこれ迄のような一方的プレークダヲ Y方
式ではあり得ず．都市の基本計画という概念のなかで全体計画と居住地計画
がどのような位置関係にあるかということは厳密に規定されていなければな
らない。
まとめ
以上. I -1ー 1においては狭義の都市計画、即ち都市計画法を中心とし
て規定きれてくる都市計画をもってしては．十分な居住地環境整備がなされ
得ないことを論証し、それ故にこそ新に居住地環境整備計画手法を検討する
必要がある ζとを提示した。 I-1ー2においては広義の都市計画、即ち都
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市の基本計画を批判的に検討することから居住地環境聾備計画のおよその位
置づけを行つむ
-1 7-
I -2 計画理論化のための調査研究とその現状
前節では居住地環境整備計画の必要性とその位置づけを概観したわけだが．
いまだ新しい計画概念といえる整備計画を理論的Kつ〈りあげるためには多
くの調査研究が必要とされるととはいうまでも念い。その多〈の調査研究を
短かい期聞にひとりの研究者が．あるいは単一の研究組織がやり遂げるとと
は不可能である。また個々の調査研究は様々念必妻性．動機から行われるわ
けで．必ずしも居住地環境盤備計画を念頭に置いて左されるわけでは念い。
とのよう念状況を前提とする念らば．実際の個別的研究の実施と並行して居
住地環境整備計画の理論化のためK必要とされる調査研究へのパースベクテ
ィプを常Kもっている必要がある。
本節では以上のよう念意味あいから．居住地環境盤備計画をつ＜ !1上げる
ためK必要とされる調査研究の体系化作業を目指している。あわせて最近の
建築系都帯十画研究者の諸研究をその体系の念かで若干検討してみた。とれ
らの作業を通じて今後の調査研究の方向性Kついて幾分かの示唆を得ょうと
するものである。
「計画Jという行為は．ど〈大づかみに表現すれば、計画需要の発見と測
定→計画化→計画実施という進行形態をとり．さらK計画実施の効果測
定を通じて新しい計画需要．残された計画需要の発見を行うという循環Kよ
って次のサイクルに移行するとみるととができる。
居住地環境笹備計画をとり扱うときにも同様念理解の仕方をすれば．まず
必要念のは環境整備の需要を発見し測定するととであり．次K必要念のは測
宅された需要を実現可能念ものとする計画の手法を倹討するととである。
従ってととでは．との両者についての調査研究の枠組みを提示し、現段階
にかける研究の状況を考察したい。
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1-2-1 E盤側需要測定のための調査研究
盤側聞要の構成内容
居住地環境整備の需要を論ずるとき．ふたつの観点がある。ひとつは需要
の構成内容Kついての分類整理であP、ひとつは調査の手法tてついての分類
整煙である。ととでは順を追qて、まず盤傭需要の構成内容Kついて考えて
みた。
墜備需要の内容Kついては．次の 5者K分類整理するのが妥当であろう．
(1) 施設環境K関する墜備需要
(2) 行動環境に関する整備需要
(3）棺隣環境K関する整備需要
次Kその各々Kついて厩略の説明を加える。
施股環境
施設環境とは．都市住民が高い密度で居住するとき、個々の世帯そして世
得の容れ物としての住戸の中では不可能念生活行為を共同化し、社会化して
ゆき．公的念施設として成立させた環境のととである。たとえば以前は各戸
の庭で燃やし．埋ずめていたゴミ類も．一方で量的念増大と不燃物の出現の
よう念質的念変化から、他方で庭の狭小化念いしは集合住宅の場合のよう念
庭の喪失によって公共処理の要請と念！：＞ .自治体Kよる処揖場建設．収集サ
ーピスへの要請と念る。をたたとえば以前は家庭内で行われていた乳幼児の
世話も一方で母親の住戸外での就労から．一方で核家族化の進展K伴う祖父・
祖母といった保護代行者の不在から．保育所！＇（$＇－~て．幼稚園vc$＇－いて社会
的K世話の念される必要が大き〈念ってゆ〈。
さらK施設環境Kは保育所といった建築的施設Kとどまらず．供給処理K
伴うパイピングのよう念ネ y トワーク的念もの．さらKは施設を中心として
組まれる移動図書館活動．あるいは保健婦の巡回活動．ホームヘルパーの派
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遣というサーピス活動までをも含むと考えるべきである。
結局施設環場への需要は．世帯構造の変化．居住形式の変化．消費生活水
準の変化といった様左要因から高まり．主として自治体に対する諸施設の整
備要求として発展してくるものである。
行動環境
次K「行動環境Jを定義すれば．個々の住宅から出て外で営まれる種々の
日常的行動を安全vc.便利vc.快適K保証する環境というととができる。住
民はそれぞれの社会的属性K応じて嫌々念行動をとる。子供たちは学校へ行
き．帰!J.そしてまた友達の家へ‘公園へと遊びK行〈。主婦は商店街へ買
物K行き帰る。働き手は最寄の交通機関の駅へと毎朝出かける。とのよう念、
またとれ以外の住宅地VCPける日常的諸行動が行われる空間の環境状態を
「行動環境」と呼ぶのである。
そのための空聞は一般K道路として確保されているわけだから．本来~ら
敢えて整備する必要も念いのであるが．自動車が街のあらゆる道路K侵入し
てきた結果．改めて大き念整備需要として認識する必要が生れてきている。
即ち．ひとつKは居住地への自動車の侵入によって生命が、健康が脅かされ
ているととへの対処として、安全念道路．安全念街区の整備が必要と念って
きている。またひとつKは．道路の意味の再検討を通じて、近隣のスペース
として新た念行動環境を獲得するととが必要と念ってきている。つまり本来．
というより古来．道路は歩行のための通路であるとともK子供たちにとって
は遊び場であり．大人たちKとっては立ち話をし念がらの交歓の場であった
ととを想い起し．そのような道路の意味を自動車から再び取り戻すととが大
き左整備需要となっているととK注目し念ければ念ら念い。
相隣環境
「相隣環境Jは．いわば隣り近所という（もちろん．居住形式Kよって隣
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b近所の範囲は大き〈異－＂ .一戸建住宅地念ら 5世帯か 10世智だろうが．
集合住宅地衣ら 2～5棟でも 10 0世帯をとえてしまうといった具合l'L.一
律K量的規定をするととはでき念いが）居住者Kとってはど〈狭h範囲とし
て意識される空閣の環境のととである。とのよう左環境整備の意味は相Eの
住宅の．主として建築行為をヨYトロールしてb互いにエューサンスを与え
念いようにするという保健性の側面と、隣り近所の景観を統ーした夕、共同
の駐車スペースや．ど〈近所の子供たちの遊べるスペースを共同で生み出す
といった安全性．快適性の側面がある。
とのように相隣環境はど〈狭い空閣の問題とも理解されるが‘それは居住
者にとってであって‘計画者の個帥ミらみれば都市の諸機能、とりわけ住機能
を土地Kどう立地させるかという問題念のであ！＞.ある意味ではどのよ多念
住宅をどとKつぐるかといった住宅供給計画とも、そしてゾーエング．土地
利用計画とも深〈かかわる広い範囲の問題として理解されるのである。
以上、「施設環境J「行動環境J「相隣環境jの3者を環境構成要素とし
て定義したが、とめ3者の関係をLモデル的K示せば次のようK念る。
ー｝ー～
r 一一～
,,- 施設利用
一ー
行動濃境
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需要の測定方法
次に居住地環境整備需要の測定方法一つかまえ方ーについて述べた均
整備需要を発見し．それを計画という行為Kのぜ得るよう加工するととが計
画者の役割というととに念る。整備需要はある場合Kは住民の直接の要求と
して顕在化してくるとしても．多〈の場合潜在的念もの、無意識的なもので
あb、それを発見するととがまず必要と念る。たとえ顕在化しているとして
もそれをその安まのかたちで計画化するととが必ずしも計画の実現K結びつ
〈わけではない。計画者は様々念方法で整備需要の諸部分を発見し．蓄積し．
総合化し．環境整備計画のととばとして表現し念ければなら念い。それ故、
部分化した整備需要発見のための数多〈の調査研究方法を積み上げてゆくと
とiJ泌、要と念る。しかもそれらの方法は．個々には異ったアプローチをとb
~がらも、全体としては一つの方向K収束するよう念枠組のもとK集約化さ
れてbらねば念らず、総合性のない部分の羅列であっては念らない。
一般K整備需要は「現象としての出現Jまたは「意識としての出現」とい
うかたちで現れてくる。 「現象」とは住民が居住地で日常的K営んでいる生
活の諸形態のととをいい、 「意識Jとは住民みずから持つ環境整備の要求の
ととをいう。従って調査研究も「現象の解析JRPち住民が日常的K営んでい
る生活の諸形態．諸行動を計画者が統計資料を使って、あるいは観察的K抱
握する方法と． 「意識の解析j即ち住民が自覚的Kもつ整備要求を計画者が
計画のととばとして抱握する方法に分けられる。
「現象解析」も「意識解析jも．さらK問委的方法と直接的方法のふたつ
に類別される。
「現象解析Jの間接的方法とは．既存の統計．あるいはその再編Kよって
環境整備需要をとられる方法であり．直接的方法とは、計画者が自己の企画
Kよって新た念観察を行い需要を発見する方法である。 「意識解析」の間接
的方法とは．住民の聞で既K起きている環境改善の諸運動をトレースする念
かから需要をみつけ出す方法であり、直接的方法とは計画者が自己の企画K
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基いて住民K整備への要求意識を聞い．その解答の中から需要を計画化して
ゆ〈方法である。
調査研究マトリタス
以上の調査方法の分類を、前述の環境構成要素の分類と組合せると、次の
ような「調査のためのマトリクス」が構成される。
調一査ー～の～方～法～環一境～構～成要一素 （待相隣環境 （吟行動環境 (c）施設環境
(I）間接的方法 I-a 1-b 1-c 
現象の解析
(2）直接的方法 2-a 2-b 2-c 
(3）間接的方法 3-a 3-b 3-c 
意識の解析
(4）直接的方法 4-a 4-b 4-c 
即ち‘ 1-aから 4-c k到る 12の項目の調査研究Kよって環境整備需
要の全体像が浮び上って〈るわけである。もちろんとれら 12の調査研究の
すペてをやら念ければ、あるいは同じウェイトでやらなければ整備需要の全
体がわから念hわけでは念いし. I 2の調査方法相E間K優劣関係があるわ
けでは念〈．また 1回の調査でい〈つかの項目を一緒K扱ってしまったとと
も多い。しかしととKあげた調査マトリクスを通じて居住地環境整備のため
の需要を測定するととができ、あるいはとれ迄になされた調査研究の位置づ
けを行うととができるものと考える。
2 5頁の表に示すのは、との「居住地環境整備計画の整備需要測定のため
の調査研究マトリクスJの内容をやや例示的Kみたものである。
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整備需要測定のための調査例
三三三一、
(1)間接的方法
現象の解析」一一一一
(a）相隣環境
1-a 
－住宅統計調査．土地建物課税台帳等の資料
Kよる地区の種類別住宅立地状況
－国勢調査等Kよる地区の人口、世帯構造、
とういった既存統計を通じて地区の住宅集団．
人口集団の構成を把握し問題点をみつけ出す。
（ゆ行動環境
1-b 
－通学区．通学路の調査
－交通安全施設設置状況の調査
－地区内＼＇（$~ける発生交通事故問題
とれら官庁資料を通じて地区行動環境の整備
状況、問題点をとらえる。
ω直接的方法
2-a 
・マンγョン立地、建設経過調査
・マンション．不適格建築による被害調査
．住宅集団＼＇（$~ける共同スペース調査
とういった新た念調査を通じて地区の住宅集
団．人口集団がかかえている相隣聞の問題を
みつけ出す。
2-b 
－通勤、通学．買彰経路調査
・地区内発生、通過自動車量調査
・道路＼＇（ jo~ける子供の遊び調査
ζれらの調査を通じて、道路を中心とした行
動環境の使われ方．問題点を検討する。
(c）施設環境
1-c 
－施設必要量算定のための人口・世帯K関す
る調査
－公共施設整備状況の調査
これら官庁資料の分析を通じて施設整備の状
況、問題点をとらえる。
2-c 
・建築的施設の使われ方調査
．生活圏域の構成調査
．生活時聞の構成調査
とれらの調査を通じて、建築的施設がどのよ
う念階層．ひろがりの住民Kよって使われて
いるか等を明らかにしてゆく。
意識の解析
(3）間接的方法
3-a 
－住民運動（マンション反対等）の臨画トレース
．建設協定締結の運動
3-b 
－交通規制要求の運動
・歩行者道路の自主管理
－相隣間トラプルの実際 ！ ・学校開発の要求運動
相隣環境の破壊に対して住民がどのよう念行｜行動環境の保全整備のために展開されている
動をとったか、等のトレースを通じて環境保｜住民の諸運動の念かから計画のための需要を
金．整備の需要を導きだす。 ｜みつける。
3-c 
－施設建設要求運動
・住民による施設自主管理
－陳情請願等の行政への働きかけ
建築的諸施設．諸サービスの獲得運動の経過
の念かから、施設環境整備の需要を検討する。
(4）直接的方法 ???
?????????
?
???
?
?
? ??『? 4-b 
－地区内道路交通規制への意識
・幹線道路Kよる迷惑意識の調査
－住宅集団l'Ci'ける共同スペースの要望 ｜ ・行動経路の意識調査
住民自身の保有する土地・住宅を今後どうす｜符動環境の保全に対する．積極的整備に対す
るか．あるいは建築行為の規制等をどう考える ｜ る住民の意志、要求を調査して計画のための
かといった住民みずからの意志を問う。 ！ 需要を検討する。
4-c 
・施設要求への意識調査
．行政参加への意識調査
・諸サーピスへの不満調査
建築的諸施設、諸サーピスへの不満．要求等
の意識を調査するととから、地区の整備需要
をさぐる。
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調査研究の事例検討
さて次tr.とのよう念整備需要測定のための調査研究が建築、都市計画の
分野で最近どのように進められているのかについて若干の考察を行いたい。
（なか．調査研究マトリクスK従った．昭和41年～昭和47年の調査研究
報告一覧は本章末K怠考資料としてかかげた。ととでの考察はその一覧に基
いている｝ひとととでいえば．との分野K$－ける調査研究はまだ十分念もの
では念い。それは前節でふれたどと〈．都市の基本計画づ＜ .!7の歴史が浅〈．
しかも居住地環境整備計画へのと !J＜みが特K遅れているととの反映でもあ
る。
過去数年の調査研究報告をみて第ーに指摘されるととは．施設環境．それ
も現象的tてとらえた方法Kょった個々の建築的施設の使われ方調査が金調査
報告の過半を占めるほど多いととである。とbあげられている施設は教育施
設、社会福祉施設に中心があ!J.それら施設利用者の属性、利用圏域、利用
の内容等を明らかにするとともtr.特K計画開発住宅地K$－ける施設需要量
を推計する調査研究である。多〈の研究が念されつつあるとはいうものの．
主としての建築計画の立場からのものであるため．とタあげられる施設K片
寄タがあるとと．計画開発住宅地のよう念新開発には適用し得ても．既成住
宅地の整備理論としては十分で念いとと．既Kでき上った施設を対象とした
調査のため．その施設を要求する住民の意識、住民の行動の部分（3-c. 
4-c k該当する） tc1ーでは到ってbらず．結果として．住民の要求と自治
体運営者の意志との間で念される．具体的念計画、建設過程への考察が乏し
いといった欠点も指摘される。もっともとれらの点も．いわば都市計画の分
野K残された研究課題であると理解すべきであろうし、事実とれらをうめる
研究も念され始めている。
第2tr.行動環境Kついては.2 -b.つまb計画者Kよる住民の行動観
察という直接的現象解析手法をもってする調査研究が最近急速K行われるよ
うK念った。具体的Kは住民の日常的生活経路の調査や地区内の自動車交通
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の分析を通じて．道路空間をもう一度安全企ものU亡、そして一歩進んで子供
の遊びゃ主婦の貨物．立ち話のできる積極的左交流のための空間へと捉え直
そうとする方向である。とれら研究は従前の都市計画（！（:l>'IAて不足していた
もので．今後とも重要な研究テーマであろう。今のととろ 2-bが中心であ
るが．行政側カ呼すった施策（たとえば安全施設や交通規制｝とその効果の検
討（ 1 -b k位置づけられる）といゥた観点からの研究や．普及率も高〈．
便利さという点では高い評価を与えざるを得念い自家用車の保有．使用を規
制するととK住民がどのよう念対応をするか（3-b. 4-b(t(該当する）
といった調査も必要であろう。
第 3（！（.相隣環境Kついては建築量の変化や居住者層の変化を通じて相隣
環境の変化．問題点をとらえようとする研究がいくつか行われている。また、
住宅まわbという狭い範囲の空間をとらえ．その使われ方．ルール等を観察
的K分析した研究も行われている。さらtては．最近K辛子けるマンション等の
建設に伴う局地的念住環境破壊の実態を住民運動の展開の念かから検討しよ
うという 3-ak該当ナる研究も報告されている。とのようKい〈つかの研
究が積み重ねられてはいるが．相隣環境というテーマは前述のように．居住
者の立場からみればど〈狭い空間Kついてのものであるが、計画者の側から
みれば都市域の土地S利用．住宅供給の問題Kもかかわる広がPを持つという
二面性の故（！（.調査研究の方法、計画理論への整理が行動環境．施設環境に
較べて難しい。調査を計画理論にどう昇華させてゆくのかの検討を重視した
研究態度が必要であろう。
調査研究方法の検討
以上．施設環境．行動環境、相隣環境という環境種別に従って最近の調査
研究事例をみてきたが．次K調査研究の方法という横軸K沿っての検討を行
ってみたレミ。
第 1（！（.現象解析的手法（ 1及び2）はとれ迄の調査研究の多〈が依って
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きた方法で．今後も重要性には変わりは念いが．統計資料の増大とともに分
析手法は精織化されているとはいえ必ずしも環境4整備需要の発見がし易くな
ったわけではな〈．逆に多くの情報の中K需要が埋ずもれてしまっている傾
向さえみられるととに注意すべきである。
第2(IL.意識の解析を間接的方法で、即ち住民の種々の運動実態を通して
把握する方法は最近緒についたばかりでいまだ十分念方法論が得られている
わけでも、満足のゆ〈結果が得られているわけでも念い。住民の運動K深〈
かかわbをもったとき．研究者は単K観察者として存在するばかbではあb
得ず、当然fてその運動を支援する立場を要求される。しかもとれら住民の運
動は突発的に起き．かっ結論が出るまでKは長期間を要するととが多い。従
って調査研究の準備をするととも、短期K成果を得るととも難かしい。しか
し居住地環境笹備計画の理論化Kとっては欠〈べからざる基本的アプローチ
であり、研究者は住民の問題提起を計画理論へと発展させる努力を要請され
る。
第五K意識の解析を直接的方法．即ち住民の要求を計画者が聞き、計画需
要へと整理する方法はプリミティプには長ら〈行われてきた。しかしとれ迄
の「今欲しい施設は何ですかりといった単純念聞き方では計画理論として
の用K耐え得る結果は得られ念い。念ぜ左ら、住民の側には意識調査K先立
つての環境整備問題K関する情報が十分K与えられて辛子らず．その結果とし
て住民各々の‘環境整備問題に対する恩考が不足しているからである。との
よう左欠点を埋ずめるためKは、住民運動のよう念環境問題K対して突出し
た部分をつかをえ、その運動の経過の念かから整備需要を発見してゆ〈前述
の方法Kよるのが早道かもしれ念い。をた単純念設問によってでは左〈、因
子分析等の計量的手法を利用して住民意識の構造を量化し分析してゆ〈方法
も試みられつつある。いずれにしても計画理論としで使い得る調査研究方法
論の獲得は今後K残されている。
以上、最近の調査研究事例をもとK研究の位置づけと評価を「居住地環境
整備計画」との関連の念かで検討してきたが．参考迄に謁査研究のリストを
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前述の調査研究マトリクスK従って整理して卦〈。対象と念る調査研究は本
来念ら数多〈の分野のものがあろうが．今回は報告までの時間的制約のため、
建築学会大会学術講演梗概集昭和41年～昭和47年（各年1冊発行）を主
として‘同期聞の建築学会論文報告集（月刊）．都市計画学会大会学術講演
会論文集（各年 1冊発刊）都市計画学会機関誌「都市計画j(季刊｝に限らざ
るを得なかった。いずれ折をみて他の文献、調査報告等にも範囲を広げたい
と考えている。
もちろん、ととに掲げる調査研究報告は必ずしも居住地環境整備を意図し
て書かれたものとは限らない。従って各研究者の意図とは異る位置づけが与
えられているととも多いと恩われる。以下の分類はあ〈まで「居住地環境整
備計画JKいかK使い得るかという観点から左されたものであるととをb断
りして会〈。
A.栢隣環境K関する調査研究
関接的手法Kよる現象解析
安藤元夫他 市街地l'L:j;~ける建築えてかえK関する 建学講43 
研究ー京都市の場合一
熊谷重徳他 総合計画立案方式の一試案一地区類型 今 4 3 
1. 2-
住田昌二他 民間借家密集地区（豊中市庄内｝の居 4砂 4 4 
住者の研究1～3
( 1の手法だけで念（ 2～4の手法も
使っている｝
三宅醇他 民間2室木造アパートの動向（東京都 • 4 5 
の場合）
片方信也 既成市街地!'LPける建築空間ストック • 4 7 
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の変動に関する研究
住田昌二 不良住宅地区の型1.2 建学講46 
藤田 昌 神戸市街地近郊霊水区におサナる人口動 ~ 4 6 
態と住宅事情について
安田孝 土縄掃I用情成解析による再開発地区区 ~ 4 7 
分について
八木沢壮一他建築の建設申請量からみた既成市街地 4砂 4 7 
の変化Kついて
鮫島和夫他 低質木造住宅情集市街地l'Li.'ける居住 ~ 4 7 
地事情悪化のメカ＝ズム
富田和行 市街地l'Li.'ける生活環境計画 ~ 4 7 
2. 直接的手法Kよる現象解析
貴志義昭 大阪周辺部住区調査その5 建学講41 
寺西興一他 工往混合市街地l'Li.'ける居住事情と改 。 4 4 
善経歴
三村浩史 混合市街地l'Li.'ける土地利用の再編成 + 4 4 
の問題
岡部明子他 市街地住宅l'Li.'ける日照条件の研究1.2 4砂 4 5 
柳沢忠他 高蔵寺＝ュータウン生活総合調査 4’ 4 5 
（行動環境．施設環境についてもとタ
扱っている｝
三宅 醇 住宅地の形成更新過程 4砂 4 6 
高見沢邦郎 既成住宅地の変化過程十てついて 。 4 6 
中林一樹 都市住居!'Li>'ける戸外生活空間の利用 今 4 7 
実態とその問題点
笠木弘二他 生活集積としての都市研究1～5 + 4 7 
君嶋武胤他 民間中高層住宅建設と市街地再編 4砂 4 7 
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3. 間掛守手法Kよる意識解析
広原盛明他 神戸丸山地区κbけるまちづ〈タ運動 建学講45 
のクーススタディ
上林研二他 環境改善K対する都市住民の連帯を阻 4・4 6 
害する要因の研究 1～4
（行動環境．施設環境についてもとタ
扱っている｝
中島照八郎他神戸丸山地区!'Ci>'ける「まちづ〈り運 ~ 4 6 
動」の調査研究の総括と今後の研究課
題 同 上
4. 直接的手法Kよる意識解析
梶秀樹他 住民意識よりみた生活環境条件の指標化建学講41 
今 生活環境の構造（行動環境．施設環境 4砂 4 2 
tてついてもとち扱っている）
嶋田勝次他 都市の生活環境に関する基礎調査1叫 + 4 2 
（同 上｝
~ 神戸市街地!'Ci>＇ける住民の地区全般環 ~ 4 3 
境意識の傾向
三国政勝 定住意識をめぐっての基礎的考察 。4 3 
菊地敬夫他 居住域の空間計画K関して 今 44 
稲毛政信他 工住混合市街地！＇（ i>'ける公害と住民意 + 4 4 
議
嶋田勝次他 神戸市街地近郊にかける住民の環境意 。4 5 
議 1～3（行動環境．施設環境Kつい
てもとり扱っている）
片方信也 文化住宅．木造アパート経営者の経営 + 4 6 
意識に関する研究1.2 
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青柳徳俊他 地区再開発意向調査に関する考察 建学講46 
（行動環境、施設環境Kついてもとり
扱っている｝
梶浦恒男他 不良住宅地区居住者の住宅．生活現境 ’b 4 6 
意識Kついて
高橋恒他 コ者品＝ティの構造l'L関する研究その1
4’ 4 6 
中村勝子他 都市環境と住民意識 都学講46 
（行動環境．施設環境についてもとタ
扱っている｝
峯成子 民間共同住宅経営者と建替の問題Kつ 建学講47 
いて
梶秀樹 住民意識よりみた生活環境墜備の方法 都計67号
tてついて（行動環境、施設環境につい
てもとP扱っている｝
B，行動環境K関する調査研究
（との主題Kついては．全てが直接的手法Kよる環境の解析（2の手法｝
で念されている｝
鈴木成文他 生活領域の形成K関する研究1～5 建学講42 
飯田精太他 市街地再開発の生活大法論的考察1～5 4・4 4 
総本恭治他 住宅団地l'Li>'ける戸外生活と外部空間 4砂 4 4 
の情成について
田中武四郎他既開発地Ki>'ける交通量の実態 4砂 4 4 
三村清史他 街路の性格と歩行者災害1.2 + 4 5 
春井秀雄他 歩行者流動調査の課題と方法1.2 + 4 5 
泉歌介他 歩行者専用道としての歩行網の設定 4・4 5 
+ 地区特性K応じた歩行者専用道路の計画 a・4 6 
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仲宗根恒他 都市VC$－ける道路空間の考察一子供の 建学講46 
遊び場としての利用実態一
毛利正光他 安全性を考慮した地区内街路網につい 都計66号
て
泉欧介他 パーソントリ 7プパターンより構成す 都学講46 
る市街地の歩行者道路網Kついて
高見倣志他 市街地オープンスペース施設系計画K 建学講47 
関する研究
米村茂範他 一定地域の居住者の外出ルートK関す 。 4 7 
る調査報告
小場瀬令二 道空聞の研究 。4 7 
大場光博他 街路利用K関する建設計画的研究 ~ 4 7 
c.施設環境に関する調査研究
間接的手法による現象解析
柏原士郎他 地域施設のSpacing K聞する研究1.2 建学講46 
森 薫他 神戸市VC$－ける学校開放の現状と問題 今 4 6 
点、
小川信子他 児童館一施設の建設過程について ~ 4 7 
2. 直接的手法Kよる現象解析
鈴木和江他 児童環境及び遊び場 種学講 41 
加藤弘子他 幼児施設の通園圏変動 ゐ 4 2 
田辺一之他 地域児童厚生施設の利用者構成と利用 . 4 2 
圏
小川信子他 都市Uてなける子供の遊び場1.2 ,. 43 
小林正樹他 東京都区部1'($－ける敬老館等tてついて ,. 4 3 
多胡進他 小学生．中学生の余暇活動と青少年関 ,. 4 3 
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係施設の計画
渡辺昭彦他 都区部青年館の利用率と利用内容 建学講43 
柏原士郎他 共同施設の位置決定法 .+ 4 3 
木下茂徳他 老人福祉センターの建築計画K関する 4砂 4 3 
研究
三原生子他 乳幼児施設の地域計画的研究1～5 .+ 4 3 
伊藤みつえ他児童館の利用状況と利用幽 d’ 4 3 
多胡進他 都市の小学生の放課後tc::l.'ける各種公 。4 4 
共施設の利用状況と青少年関係施設の
計画
坂田勝広他 都市の中学生の放課後Kかける各種公 4’ 4 4 
共施設の利用状況と青少年関係施設の
計画
荒木弘他 都市の高校生の放課後tc::l.'ける各種公 4砂 4 4 
共施設の利用状況と青少年関係施設の
計画
渡辺昭彦他 青年層社会教育・福祉・体育施設の研 .+ 4. 45 
究1～6
同 都区部青年館の利用距離と利用者分布 4・4 4 
小川信子他 都市tc:l:.'ける子供の遊び場1.2 .+ 4 4 
三国政勝他 中学生膚tc:l:.'ける地域施設指向をめぐ 。4 4 
って
若木滋他 公民館の建築計画に関する研究1～5 ゐ 45 
青木正夫他 小学絞の校区及び校地の選定条件K関 4砂 45 
する研究
小泉正対日他生活闇域の構成Kついて（中学高校生 。4 5 
層の場合｝
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藤谷幸弘 公共図書館K関する研究その7 建学講45 
岡田光正他 市民会館の利用状況に関する計画学的 ’b 4 5 
研究その 1
石川幸夫 住民対象施設計画ケーススタディ 都学講45
渡木武他 地域社会教育関連施設の利用K関する 建学講47 
研究
鎌田啓志他 住民調査からみた都市公共施設の利用 ~ 4 7 
Kついての分析
高橋恒他 地域l'C$＞ける社会的生活行動Kついて ~ 4 7 
榎本雅洋 公共図書館(ILi-ける館外貸出Kついて 。4 7 
大崎豊太郎他地域的念集団活動 ,. 4 7 
広原盛明他 神戸市l'Ci-ける子供の遊び場と学校公 ,. 4 7 
国の利用実態K関する研究 1～3
川口宗敏 施設問距離の実態調査 ,. 4 7 
佐藤圭二他 老人施設からみた施設計画の単位 ., 4 7 
斉藤諭他 一定地域の居住者の余暇活動Kついて ,. 4 7 
の調査報告
村田邦栄他 都市の住宅地(ILl;~けるレクリェーショ ,. 4 7 
ン活動の研究
寛和夫他 乳幼児施設の地域計画K関する研究 1～5 今 4 7 
長倉庫彦他 幼稚園の通園距離K関する 2～3の考 今 4 7 
察
柳沢忠他 自動車Kよる行政サーピス ,. 4 7 
3. 間接的手法Kよる意識解析
鳴海邦碩 都市近隣空間改善運動ーちびっと広場 建学講43 
施設運動Kついてー
市原俊彦他 住民自身が設立しサーピスを行ってい ,. 4 7 
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る施設 る施設
4. 直接的手法Kよる意識解析
藤井正典他 神戸市街地l'C$－ける公園の分布状況と 種学講44 
住民の「子供の遊び場」意識
奥田一夫他 神戸市街地l"C$－ける小学校の通学距離 + 4 4 
K対する住民の意識傾向
村上和彦他 住民意識tてよる生活潔境施設の需要と φ4 6 
供給の関係Kついて
以上の他K
1. 居住地域環境整備計画の方法論．調査手法、調査実例を全般的に扱q た
ものとして
貴志義昭他 住区環境指標の実測例 建学論42 
佐藤紀夫他 生活環境調査 ゐ 4 2 
嶋田勝次他 市街地再構成計画及び調査のための地 + 4 4 
区区分に闘する検討
赤崎弘平 住区盤備計画確立のための新しい試み 都学講
46. 4 7 
1. 2 
2. 施設盤備の費用分析を扱唱えものとして（次章の「計画手法JK関する
基礎研究である｝
高見沢邦郎 自治体Kかける生活環境墜備費用の分 建学論44 
析
康坦他 公共社会教育．福祉施設の設置状況と + 4 6 
受益K関する一考察1.2 
佐久間茂夫他公共施設投資配分K関ナる研究 + 4 6 
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I-2-2 計画手法に関する欄サ
前節で述べたよう念諸調査Kよってたとえ不＋分ではあっても盤備需要が
捉えられたと仮定したとき．次K必要K念るのはそれを「計画Jとして定着
させ．実施同i継ぐという「計画需要の発見と測定→計画化→計画実施」
のプロセスの第2項K関する検討である。
との段階．即ち「計画手法jk関しては個別的念調査研究は殆ど念い。そ
れは計画手法の検討が調査研究としてよタも、実際K計画を策定するという
実践的側面をもっためで．そうなると前述のようKとれ迄居住地環境整備計
画と呼ぴ得る計画例が少いととは、計画手法の検討Kとって素材が殆ど念い
というとと K~ る。
本節ではとのよう念事情からわずか念計画例を引き念がら計画手法の検討
という大き念課題K立ち向わざるを得ず、とても十分な考察を行うととは不
司能であるが、計画手法としての1まとめは他日を期して、現状での若干の盤
理を行って会きたい。
整備計画手法の分類
居住地整備K限らず、計画行為は自治体が投資をして積極的整備を行うよ
う念事業的手法と．住民各人、各世帯の諸行為を規制して混乱状態を未然κ
防〈・規制的手法とK大きく分けられる。そしてとの中聞には住民個々の意見
を調整し．共同行為として編成してゆ〈誘導的手法もある。
とのよう左計画手法を居住地環境整備についてあてはめてみれば．前節で
分類した環境のうち「施設環境Jは主として自治体の投資Kよって墜備され
てゆ〈「事業的手法J~よるととが多し「行動環境J の整備は規制的側面．
誘導的側面Kよるととが多〈．「相隣環境Jの整備は主として「規制的手法J
Kよるととが多い。従ってととでは居住地環境整備計画を
(1) 施設環境整備のための事業的手法
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(2）行動環境整備のための再構成手法
(3）相隣環境盤備のための規制的手法
との3者K分けて検討するととKする。
昔十圃単位について
各々の計画手法を検討する前K、拘置した事項として計画単位の問題Kつ
いて幾分かふれてbきたい。
居住地をるるまとま bで．たとえば一定の人口集団としてとらえる思想は
多くの都市計画のなかで展開されてきた。しかし計画技術K最も大きな影響
を与えたのはペリーの提唱した一連の近隣住区単位の思想であろう。ペリー
の近隣住区単位の考え方Kは歩行距離圏のなかに一応の施設を設置するとと．
幹線自動車交通から居住地を防御するとと．居住地のなかで住民の交流を可
能にするよう配慮を行うととといった‘計画の哲学とも呼ぶべき諸原則が発
見される。従って今後の居住地環境整備計画K~いてもその有効性Kは疑い
は念い。但し近隣住区単位をあまタK教知怖理解いたとえば小学校通学
区をもって住宅地の行動闘を限定した1.その単位の念かでいわゆるコミュ
＝ティが完結したbという使い方をするととは正し〈ない。念ぜ念ら小学校
通学区自体が極めて人為的左諸要素Kよって決定されていて住民の行動がそ
の範囲K完結するよう念ととは考えられ老いし．現在の都市構造の念かで住
民の諸活動はその活動機能Kよってもっと狭〈．あるいはもっと広〈多種多
様だからである。ともすればとれ迄の計画例tc:~いて小学校通学区のよう念
単位を機械的K都市域にあてはめ．各々の居住地区の特性を無視した計画が
念され．そのととが計画の実現性を弱めていたととは前章で指摘したとうタ
である。
とのようK考えて〈ると居住地をある（ 1種類とは隈らないが）単位で分
割して考えるととは．計画の過程で居住地の構成を理解するための道具とし
て使う場合はかまわないし‘単位的思考の念かで居住地計画の諸原則を確認
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してゆ〈ととはかまわ念いが．あまりKリヅ 7ト念計画条件としてそれK拘
束されるととは誤タであるといえよう。従って計画する環境の構成内容に応
じて．居住地の特性に応じて随時変タうる．あるいは多〈の種類のあるもの
として計画単位を理解すべきであろう。
鏑融環境整備のための事業的手法
きて、居住地環境整備の計画手法検討というテーマK戻るが．第1は施設
環境整備のための事業的手法Kついてであった。それはとタもなbさず．測
定された整備需要をいかに実現してゆ〈かというプログラムの問題である。
とのプログラムの欠如が過去の基本計画の欠点でもあったわけで．居住地の
計画tcj?いてもい〈ら積極的K施設整備需要が測定されようともその実現を
保証するプログラムを欠いては意味を念さ1,(h。盤備プログラムはいわば自
治体の財政プログラムである。従って地方財政がもっている欠陥．と bわけ
施設建設投資K対する中央の縦割機構的制約と財蜘包拘束．財政の単年度主
＼義といった問題に常Kぶつからざるを得ないととを理解しでかくべきである。
数ク年tてわたる財政計画K関しては東京都中期計画の手法K一定の評価が
. 匂民、
与えられる。をち計画は 19 6 9年K第1回の策定が念され．以後毎年改定
が加え？られるというローリングγステムがとられている。計画は都財政の建
設投資の殆んどtてついて．長期的かつ最低の目標値（いわゆるγピルミェマ
ル）をたて．とと 5ヶ年でその目標値Kどう接近してゆ〈かを示したもので
ある。
との計画の念かに施設環境整備K関係するい〈つかの原則が見出される。
その第 1は．ジピルミ＝マルという整備目標値を設定したととである。第2
はそのシピルミ＝マルが行政の縦割.!Jl'Lよる分割を避けて、子供のためt'C.
老人のためにといった居住者の理解している環境意識K従唱ているととであ
る。その第5は.3年聞の財政計画Kのせ、あ〈までも実現を前提とした計
画K念っているととである。第4は．毎年改定というローリ Yグγステムに
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よって．どとまでの実現が可能と念 qたのかのチエ 7クをしているととであ
る。とれら諸原則は今後の計画手法Kとっても欠〈ととのでき念いものであ
ろう。
東京都中期計画の手法は定着し、他の自治体K与えた影管も大きかqたが、
地区環境盤備計画とのかかわりあいからみると必ずしも十分念ものとはいえ
念い。それは主として． 「叡jという上位レベルの行政施策は「地区Jとい
うミクロ念νベルの諸整備需要K対応しきれ念いという．ある程度やむを得
ぬ事情Kよるものだろうが．中期計画l'C$＞いては．住民の意識できる範囲の
地区．自分の行動範囲の住宅地の念かK具体的に何がいつ建設され．それが
その居住地のかかえている問題解決にどうつ念がるかといった具体的表現は
全くされていない。その結果、中期計画は住民Kとって依然として縁遠い存
在と~bがちである。従って中期計画は方法論として大変重要であるとして
も‘居住地の施設環境整備計画KあたってはさらK発展させた手法を開発し
念ければ念ら念い。
施設環境整備計画のもうひとつの例としてアメリカのキャピタル・プログ
ラムがあげられる。もちろんアメリカと日本では地方自治体の行財政制度を
はじめ多〈の前提条件が異るととはいうまでも念いが．その考え方Kは怠考
になる点が多い。
キャピタル・プログラム（CapitalProgram：公共事業プログラム｝
は、基本計画で示された諸施設計画の実現をはかるためKつ〈られる計画書
で．ある期聞の．ある地域への公共の、フィジカル念墜備スクジュールを．
自治体財政を考慮しつつ優先順位をつけて検討するという方法をとる。計画
は5～10年（一般には6年｝に辛子ける整備プログラムを示ナキャピタル・
インプループメント・プログラム（CaplもalImprovemenもProgram: 
公共整備事業プログラム｝と、それの初年度K当るキャピタル・インプルー
プメント・パジ；%.':Iト（CapitalImprovement Budgeも：公共笹備
事業予算） tとよ qて構成され、各々は毎年の改定によ司て延長されてゆ〈。
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との限hK:1."-いてはかたちとして東京都中期計画K類似しているが．キャ
ピタル・プログラム方式の特長として．各々の施設の内容、位置等を住民
（利用者｝と役所の担当部局（設置者｝で議論する手続が踏まれ、住民の意
識に身近か念存在となるよ・う念配慮のあるととがまずあげられる。また毎年
度のキャピタル・プログラム（キャピタル・インブループメシト・プログラ
ムとキャピタJレ・インプループメント・パグ z ット〉の再検討を通じてその
都市の変化．発展方向．問題点．将来ニード等が繰り返し論ぜられ．基本計
画の理解．確認．見直しK役立っているととがあげられる。前者は施設計画
が具体的K地区空間上で展開され．住民の要求との対応のなかでつ〈られて
ゆくという点で、後者は都市の基本計画とキャピタル・プログラムの位置関
係を明確化し．密接化しているという点で東京都中期計画のいくつかの欠点
を免がれている。実例としてフィアデルフィア．シカゴ等が著名であ夕、住
民の理解と共感を得られやすいような具体的表現をもって作成されている。
以上ふたつの計画手法の例を引用しながら施設現境整備計画の手法Kつい
て論じてきた。結局住民の身近か念施設への需要と、自治体の財政計画をど
うつ念いでゆ〈かという問題として検討されるべき問題念のである。
行動環境の再構成手法
行動環境という概念．即ち環境は単K建築的施設Kよってのみつ〈られて
いるのでは念〈．住宅を出て行動する空間一一道．パス停．商店街．遊び場
…－…一ーの安全さ．快適さによってもつくられているのだというととは、
あまり Kあたタまえ過ぎて敢えてその整備という観点、から促えられるK到ら
左かった。しかし最近の、自動車の住宅地へのすさまじい侵入は歩行のため
の．立ち話のための．遊びのための道路機能を住民から事い．事故の危険．
騒音．排気ガスの充満という耐え難い状況を生みだし．ょうやく道路を中心
とした行動環境の整備一再構成－ (ILついての検討を活発化させ始めた。
歩行者のための空間の確保Kついては、昭和45年の改定で初めて歩行者、
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自転車専用道の規定が道路構造令K盛b込まれたどと〈．行政的Kは大変K
遅れている。従q てととでいう行動環境の再構成手法についてもみるべき具
体例Kは乏しいが．計画手法としての検討が全〈念されてい念いというわけ
でも念い。
手法は2つK分けて理解される。ひとつは自動車からの危倹ー交通事故
等ーをいかにして防ぐかという消極的しかし緊急を要する手法で、もうひ
とつは行動環境を住民どうしのコミュニケーションの場としてどう整備して
ゆ〈かという積極的、総合的念手法である。
前者の例として．スクールゾーンの設定、通学路の一定時間自動車通行禁
止、通勤買物路の一定時間自動車通行禁止といった一部地域の歩行、自動車
走行を規制して安全をはかる手法がまず行われた。また歩道（側歩道｝．ガ
ードレール、横断歩道橋、信号等の交通安全施設の盤備というかたちで歩行
の安全を確保する手法も広〈行われている。とのような点的、線的安全対策
から、次の段階として面的K安全対策を進めようとするいわゆる安全街区の
手法も若干とられつつある。
後者の、積極的走行動環境の整備については計画例、実施例ともさらに少
い。考え方の基本として必要とされるのは、特K子供たちゃ老人たちのため
K児童遊園．児童公園、学校．幼稚園．保育所、図書館分館．老人公園とい
った建築的施設を一連のつ念がbのある施設「系J （ネットワーク｝として
理解するととだろう。建築的施設が「点」 （ポイ Y ト｝として理解されてい
る限タでは．住宅地は「住宅Jと「施設Jvc分離されてしまれそうでは念
〈て、各々の住宅を出てから各施設への結びつきが網の自のようにつ念がっ
ている環境を考えてゆかねば念ら~~。とのととは子供たちにとって、学校
K行〈とと、学校の帰hk公園で遊ぶとと、図書館K寄るとと、そして道を
歩くとと金て効漣続した行動であ.b.その全ての場所！＇（$＞いて仲間たちと遊
び．動きまわるととのできる環境が必要だというととである。そしてまたと
のような子供の行動ネ yトワークに老人の行動ネ yトワークが、主婦の行動
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ネットワークが重ねられるととによって．住宅地の空聞が構成されてゆ〈わ
けである。
とのよう念行動空閣の整備のためには．網の自としての歩行ネットワーク
具体的Kは歩行者専用路の確保が必要である。前述のように．歩行者専用路
はあ通事故からの安全のためにも必要であるが．との段階では一歩進めて．
歩行者路は子供たちが遊び．主婦たちのコミュニクーションが果される場と
しての積極性をもっ。現在の通学通勤道路．買物道路はど〈限られた時間帯
に多くの人聞を．安全かつ能率的K通行させるととを目的としているわけだ
が．との積極的左段階では移動のためと同時に遊びゃ立ち話のための場とし
てとらえ直されるわけである。
とういった歩行者道路を新しい開発住宅地K整備するととは設計次第でか
t.c bの可能性をもつが、既成の住宅地に整備するのが難かしいととは事実で
ある。新たにとのための道路をつ〈るととは．下水路や小河川K蓋をして利
用するといった一部の場合を除いて殆ど不可能である。と~ると多〈の場合．
既存の道路を利用し．一部を歩行者ネットとして整備する以外K方法は念い。
既存の、日常的アクセス道路を歩行者専用K切h替える（それも通勤通学の
どと〈一定時聞の交通どめでなく．逆Kど〈一定時間自動車の通交を許すよ
う念｝ととが容易でないのは事実であるが、通過交通量．発生交通量の綿密
念調査等の準備はいうまでも念〈、地区住民、特K自分の家の前の道路を指
定される住民の歩行者道路への積極的支持が得られる左らば実現も不可能で
はまい。歩行者道路の意義を「理解する」だけで念〈．その実現を要求する
ととろまで到ら念ければ整備は難かしい。しかし．そのよう念状況はただ待
っていて生れるわけでは念〈．行政側の住民への働きかけが必要とされよう。
歩行者ネットワークのある程度の準備とともに．そのネットワークをより
有効念ものとするためには．既成の公園の観念に捉われ念い遊び場．た＂！ .!J 
場の整備が必要とされる。個々の面積はたとえ 10 0平方米K満た治程小さ
くとも．施設はたとえペンチひとつでも、数多〈用意されるととによって歩
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行者路の「ふ〈らみJが確保され．子供の遊びK.主婦や老人の立ち話の場
に利用されよう。既成住宅地l'C~IAて都市施設としての公園用地取得は殆ど
不可能κ近い。その結果が都市公園の計画決定のみ行われ．実際の事業は全
〈進ま念いという状況を生んでいる。とれに対して公園の概念を変え、ー宅
地ぶん程度でも歩行路Kまつわる遊び場、たまb場として整備する方向念ら
ば既成の建て込んだ住宅地にがいても用地はみつかろう。ただ問題は、用地
がみつかっても、市町村にとって取得費用が出しに〈いという点だろう。公
園とも特定の施設用地ともつか念いとのよう念土地K対しては圏、県の支出
金は念いし．交付金の対象とも念ら老いため、全〈の自主財源で整備と管理
をやらざるを得念い。とれ迄もい〈つかの自治体で．ととにあげた広場に近
いものを．「チピッ子広場」と称しているが．全面的に自主財源に頼らざる
を得念いため数は少〈、場合Kよっては空地保有の地主に国定資産税減免を
見返タとして提供を受けているというのが実情である。また．とういqたス
ペースを「公園」として規定するので念〈．歩行者専用道路の一部として認
定するととも考えられてよい。
行動環境を積極的に整備する手法の第5は．歩行者道路Kよって、あるい
はそとまででき念かったとしても意識のうえでネァトワークとして理解され
る施設網の利用をさらK進めるため、各々の施設の単一的性格によb多目的
念．複合した施設としての性格をもたせるととである。たとえば保育所と、
老人集会施設としての「老人の家Jを別々に設けるのでなし一緒K設置す
るととである。それによって老人たちは子供たちの生活をみるととができ、
地域への帰属意識を取タ戻すととができるし．子供たちにとっては核的家族
の増加で失われがち念老人との結びつきを得るととができる。また図書館の
分館と地区の集会所が一緒にあった~.そとへ行けば住民票の交付も得られ
るといった複合的サーピスは住民の立場からいえば大変Kあbがたい。
しかしとの場合の最大の問題点はやはタ行政の縦割的構成にある。保育所
と老人の家（いずれも福祉関係ー厚生省）の組合せ念らうま〈ゆくが．図書
-45-
館と児童館（教育委員会一文部省と福祉関係ー厚生省｝の組合せは実現
が難かしい。
以上行動環境の整備手法というKは不十分であるが‘ その前提として
の考え方の整理を行ってきた。盤備には消極的な整備即ち自動車交通に伴う
事故．騒音．排気ガスといった面からの防御と．積極的整備とがあった。積
樹句整備Kは第1K歩行者路の整備．第2Kそれにまつわるかたちでの広場
の確保．そして第3Kはポイント的．建築的施設の複合的．多目的整備によ
ってネットワークとしての性格を強張するととがあっb とれらの整備の必
要性κもかかわらず．主として行政機構の不備からそう急速左進展が望め念
いのは残念念ととである。それはいわば．とれら行動環境の問題が．最近の
環境状況の変化の念かで生れ．育ってきた新しい整備需要であるからで．整
備の実現のためには．計画手法のつめとともに、住民の支持を．さらKは盤
備要求を盛h上げるような行政側からの働きかけが是非とも必要である。
相燐環境の規伽助手法
住民の立場からみた栴隣環境を要約すれば自己の住宅まわりのど〈狭い範
囲の環境のととで．それが日照‘通風といった住宅の要求する保健的条件を
満足させ．自動車の駐停車．幼児の遊びといった行動的条件を満足させる必
要があった。計画者の立場から相隣環境をみれば．住民の立場の主うに自己
の住宅の存在範囲のみにとどまらず、相隣環境の連続が街並．いわば住宅地
としての土地利用を構成するものとして理解された。
従って相隣環境の計画手法は主として建設行為．土地利用行為を規制する
ととに念る。もちろん計画住宅地の場合は緑道．クルドサック、駐車場のと
夕方念どの設計段階で良好念相隣環境をつくり出すととができるし、とりわ
け集合住宅地の場合は住棟自体もひとつの計画意図に従って設計されるのだ
からとの傾向は強ν、しかし既成住宅地の場合は多くの土地．住宅権利者の
個人的意図の集積Kよって相隣環境がつ〈られてゆくわけであるから．個々
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の意志を共同の利害のために規制するという計画手法をまず考え念〈ては念
ら:f.clA。
規制的手法の第 1の手段はゾー＝ング（地域地区制｝である。我が国のゾ
ー＝ングは永らく、都市全体の土地利用計画を実現する一手段と考えられて
きた。そしてゾーエングをめぐる問題提起も主として土地刷用、とりわけ用
途の純化．形態規制の緩和による土地利用の高度化をめぐって念されてきた。
しかし最近の居住環境の全般的悪化は、相隣環境保全のための手段を求め、
その結果としてゾー＝ングの意味づけがとれまでとはやや異qた、あるいは
ニ義的にみられていた意味づけを重視する取タ扱いを受けるととと念った。
しかもその動きは計画者の側からというよ夕、環境悪化K悩む住民の側から
のものであった。ゾー＝ングの発生を辿れば、ドイツの場合アメリカの場合‘
いずれも住宅地の相隣環境保全というととが大き念要因と念って生れてきて
いる。我が国の場合は永ら〈都市の土地利用計画実現の手段として理解され
てきた．しかし改めてゾーエングを住宅地の相隣環境保全整備の道具として
捉え念bナ気運が出てきたととは喜ばしい。
相憐環境整備の観点からみた現行ゾー＝ング批判は前章で若干ふれた。そ
れをもう一度要約すれば．
・専用地域以外の地域で用途混合が認められ住宅地の環境保全が不十分
．日照確保のための北側傾斜線制限や絶対高の制限が不十分
・建ぺい率．容積廓制限が緩い
・一戸建住宅．アパートといった住宅の種別を規制するととができ念い
・最小住宅地の規定．一宅地内の住宅戸数を制限する規定が念いため地区
の居住密度を計画化でき念い。
といった点であった。
とれらの欠点を念〈するためには建築基準法の全面的改正というととに念
るが．つい最近改正されたばか b であ~.少〈とも当面は不可能であろう。
現在考えられる手法は自治体の条件Kよってとれら欠点を補q てゆ〈ととで
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ある。たとえば東京都の場企．建築基準法に基〈高度地区で住宅地の絶対高．
北側斜線制限を強化し、公害防止条例で工場からの騒音．振動等を用途地域
種別と組合せて規制している。また安全条例でアパートの備えるべき避難通
路等K関する制限が行っている。条例による規制は．国の法律との抵融を避
けねば念らず、法作成技術上の検討が必要とされるが今後も相隣環境保全の
手段としても重視すべきと考えられる。
木造や鉄筋の共同住宅建設によって空地は念〈念!J.局地的人口密度は急
上昇し．施設需要量は急増する。とれK対して開発要綱というかたちで公共
施設整備費用の分担金を課している自治体がみられるように在ったが．さら
に一歩進めて、大規模なアパートの場合は共同施設用地（そのアパートbよ
び周辺住民のための遊び場、集会施設といった）の提供を義務づけるととを
考えてもよい。大規横念住宅地再開発は単K既成住宅地の人口収容力を増す
だけであれば自治体にとって関連公共施設の整備費用という負担を残すとと
に念る。本来はその再開発が住宅地再構成の核としての役割を果すようで念
ければ意味がうすい筈である。事実、住宅公団のいわゆる面開発も、当初の
詰め込み主義から．周辺に迷惑をかけ念い（たとえば一定の日照時聞を保証
ナる｝だけで念〈、その住宅地の再構成K役立つよう念公共施設をとり入れ．
ある部分は地区住民に開放する方向が検討され始めている。とのよう念、住
宅地再開発行為を誘導し地区の再構成に役立たせる手法令検討する必要が大
きい。
また建築基準法に基〈建築条例によって．地区の相隣環境を保全する方法
もある。ただ協定の内容（建築物の用途、形態を規制するととは可能だが共
同スペースを整備するためには殆ど使え念い｝協定の成立（権利者全員の賛
成を要し、新開発住宅地はともかく．権利関係の入り組んだ既成住宅地では
協定成立の司能性が少い｝協定の効力｛協定の遵守に対して自治体は殆ど関
与し念い｝等には現行衛肢では問題が多い。とれらKついては今後の検討が
必要であろうが．それも現実K自治体が住民を説得し．誘導してゆ〈過程の
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念かから念されるべきであろう。
おわりに
以上、柱隣環境を規術的手法によって墜備する方法Kついて述べてきた。
いまだ研究蓄積も少〈．甚だ不十分念考察と念ってしを q たが、ある意味で
は都市計画分野でも最近ょうやく緒についた研究課題というべきであ!J.多
くは今後の調査研究に倹た念ければなら念い。
とれをもって本報告を終るとととナるが．もう一度全体を振bかえってみ
ょう。
第1章第1節では都市計画法等によって規定されている都市計画を居住地
環境整備の観点から見直すととによって新しい計画論の必要念ととを明らか
にした。第2節では都市の基本計画を検討するととによって前節で必要性を
論じた居住地環境整備計画の内容構成、位置づけ等を明らかKした。
第2章では計画の流れを． 「計画のための需要測定」→「計画作成jとし
てとらえ．第 1節でまず需要測定を行うために環境をどう分類し、どのよう
念調査方法をとったらよいかを検討した。その結果「施設環境j 「行動環境j
「相隣環境J1:環境は分類され．それぞれを現象解析手法．意識解析手訟で
とらえてゆ〈ぺきとと治宅是示された。次いでとのよう念見地から長近の研究
例を分類整理し．今後の調査研究課題を発見すぺ〈検討を行qた。第2節で
は「計画化」のための手法の検討を行＂＂＇・施設環境の事業的盤備．行動環境
の再構成的聾備．相隣環境の規制的墜備という 5者について現状の分析、今
後の課題を述べた。
どの部分Kついても検討の不寸分念点、論旨の不明確念点が多〈研究の不
足を恥じいる次第だが‘敢えて報告としてまとめ．ょうや〈緒についた居住
地環境整備計画のひとつの素材として提供し、批判を仰ぎたい。
また今回の報告は既成住宅地の‘しかもフィジカルプラニングの問題のみ
を扱っている．新開発住宅地の問題についてはいずれ別K研究を進めたいと
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考えている。住宅地の社会的計画．一般にY恒タャルプラニング念いしコミ
ュニティディベロプメントと呼ばれる部門Kついては工学系統の研究者のみ
で扱うととは不珂能であり．関連社会科学諸分野の意見、批判を仰ぎたい。
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E事例調査研究
D - 1. 既成住宅地の変化過程に関する嗣査研究
高見沢邦郎
rr-1ー 1 はじめに
都市域(IC$－ける人口と産業の集中は都市の各地域を大き〈変化させ、新た
念開発行為を生みだしている。その一方の極としてはよ都心部1'($－いてみら
れると ζろの．土地利用変換要求をインパクトとして現象化するf再開発J：が
あげられ．他方の極としては．周辺部への住宅需要をインパクトとして現象
化する「新開発Jがあげられる。
との両極の中間K位置し．開発されてから長期間たってはいるが都心部の
よう念商業．業務的土地柄拘I用への転換要求は起ってい左いととろの、いわゆ
る「既成住宅地j(IC$－いても、両極ほどの激しさはもちろん左いが．何等か
の変化過程が進行しつつあるとみ念ければ念ら念い。とれら既成住宅地の形
成過程をど〈概略的にみれば．東京~CJ•·ける産業資本の形成期でらった明治
末から大正にかけて産業資本労働者、とタわけ都心部に集積をはじめた諸企
業のホワイトカラ一層の住宅地としての市街化が進み、さらK関東大震災後
の東京の郊外化が一層制古車をかけた地績であるといえる。そして二次大戦
後の東京の拡大によって空隙はほぼ埋めつ〈され．戦後も早い時期K今日の
よう念一応の完成をみた住宅地である。
とれら既成住宅地はとのよう念形成の過程で、主として一戸建住宅によっ
て市街化されてきた。それだけに．日照、緑、静穏さといった環境条件は比
較的良好で．かつまた住民もその環境をとそ求めて居住してきたわけである。
ととろが最近の．とタわけ昭和30年代の高度成長政策は東京への人口、産
業集中を何等のコントロール念しに進め、とれら既成住宅地へさまざまの外
圧を加えてきている。それは住宅機能から業務・商業機能への土地利用の質
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的転換要求と念って現れ、また．一戸建住宅から共同住宅への．居住人口震
の増大という土地利用の量的変換要求と念。て現れ．さらKは自動車交通量
の増大による居住地の環境悪化と念って現れている。良好念居住環境K重き
を置いた単一の価値感から、それを圧迫し念がらの．土地利用の質的．量的
「高度化jという外から要請されるととろの多元的な価値感が既成住宅地K
集中した結果．様々な矛盾と混乱が発生している。最近!'Cf.'いて往環境を守
るととを目的としたいわゆる住民運動が．目黒．世田谷．杉並．武蔵野とい
った既成住宅地で頻発しているととも、良好走住環境という単一の価値感K
重きを置〈居住者の意志と、外から加わる多元的念価値感K重きを置く変化
要求との衝突から生れる矛盾と混乱の当然の表出として理解するととが珂能
であろう。
きて．とのよう念変化過程κある既成住宅地を対象として、本調査報告は
主として土地利用の量的側面．即ち住宅の種類、量の変化実態を捉えるとと．
及び居住人口の変化の実態をとらえるととを目的とするものである。そして．
とういった変化の実態を基礎的データーとして．変化のパターンはどのよう
に分類整理されるか．変化の結果がどのように居住環境を悪化さぜているか
を考察し．さらには積極的K良好念居住環境をつ〈り出すためKどのよう念
計画的手法が必要とされるのか．ーいわば居住地の環境整備計画手法ー
を検討しようとするものである。もとよ.!J.居住地環境盤備計画理論は今回
の調査研究からのみ得られるわけでは念いが、本調査研究はそれを得るため
のひとつの重要念アプローチとして位置づけられるべきである。
念事...本報告の一部は「既成住宅地の形成と変化K関する研究j (1 9 7 
1年 2月 都市研究報告11 東京都立大学都市研究委員会）として報告済
である。
-52-
H-1-2 調査の方法
( 1）地区の遷定
既成住宅地という概念を厳密化してのち．調査地区を選定するととは．今
回の調査がミクロな地区内部の変化実態を捉えるととをねらいとしてb!J • 
東京K$－ける既成住宅地の形成ないし分布状況を捉えるととを目標にしてい
るわけでは左いので．必ずしも必要とされ念い。ととでは．建築床面積のう
ち住宅用床面積の占める割合を指標として、との比率が 80%をとえている
目黒区、世田谷区から調査地区を選ぶとととした。 （因K.2 3区内で住宅
用床面積比率が80%以上と念っているのは．目黒区．世田谷区をはじめと
して渋谷区．中野区．杉並区．練馬区の6区である｝
目黒区．世田谷区内からの地区選定に当っては、国勢調査、住宅統計調査
等の官庁統計を参考にしつつ‘最終的には現地を踏査し．一戸建住宅を中心
Kして既に完成された住宅地ではあるが、木造共同住宅（いわゆる木賃アパ
ー川、中高層共同住宅（マンション等｝との混合が進行しつつあるととろ
を選定した。 （もっともとの傾向は既成住宅地K$－いて一般的にみられると
とも事実である。｝
また宅地規模．開発タイプ（耕地整理等の行われた計画的開発住宅地であ
るか． 私道開発による自然発生的住宅地であるか｝のパラエティが得られ
るととにも留意しb
選定する地区の規模については．日常的左近隣範囲であタ‘ある程度同質
の住宅地としてのまとまりのある範囲であるととが．環境問題．さらには計
画手法を検討するのに必要とされるので. 3ヘクタール念いし5ヘクタール
程度（モデル的Kは20 0メートル四方。 23区内の一般的居住密度でいえ
ば 50 0入念いし.1.000人の居住人口をもっ｝を一応の目安として．道
路で区切られるプロックであるととを基準とした。
以上のようを条件によって選定されたのは．包黒区内で中目黒1丁目．上
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目黒2丁目．縁ヶli:2丁目．八雲4丁目．世田谷区内で奥沢8丁目．経営2
丁目、代田 4丁目K属する合計7つのプロァクである。 （以下．丁目を省い
て．たとえば八雲4丁目は「八雲Jと称する｝
各調査地区の両区内K:t≫ける位置会よび各調査地区の道路パターンは図ー
1 .図ー2K示ナ通bである。
調査地区の概要を示せば．
( i) 中目黒
約5.7ヘクタール。昭和45年K会ける建築棟数16 7棟。昭和
4 6年になける居住人口 1,6 8 4人。目黒川左岸の傾斜地で．上方か
らは斜面を利用した宅地規模の末きい高級住宅地として、下側は零細
住宅地として開発された。いずれも私道開発である。晶丘斜面上K中
高層共同住宅の建設が著るしい。
(ji) 上目黒
約3.6ヘクタール。昭和45年1'($＂－ける建築練数 17 2棟。東横線
中目黒駅と祐天寺駅の中間地点、で、私道開発による一般的住宅也宅
地規模としては中．小．零細念ものが混在している。最近木造共同住
宅の建設が多い。
(j) 緑ク丘
約五 1ヘクタール。昭和45年1'($－ける建築棟数 15 7戸。東横線
自由ク丘駅K近〈．耕地整理Kよる開発である。小規模宅地の多い一
般住宅地で．最近木造共同住宅の建設が多い。
M 八雲
約五 1ヘクタール。昭和45年K$－ける建築棟数94戸．居住人口
5 3 1人。東横線都立大学駅から上った丘陵地上のほぼ平湿地で、耕
地盤理によって開発された。中規模宅地の多い一般住宅地であるが．
開発当初はともかく、現在の住宅地事情からみればか念bの高級住宅
地というべきであろうし．今回の7地区のうちでも最も「高級」念も
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可のに位置づけられる。
(v）奥沢
約4.0ヘクタール。昭和46 年K~ける建築棟数 1 3 8戸。田園都
市線九品仏駅K近い平坦地で．耕地整理による開発。中規模宅地から
念る均質の一般的住宅地。
M 経堂
約3.6ヘクタール。昭和46 年K~ける建築棟数 1 4 0練．居住人
口83 6人。小田急線経堂駅に近い平坦地で．中小．零細宅地が混在
した、私道開発による一般的住宅地である。
(Vj~ 代田
約2.9ヘクタール。昭和46 年K~ける建築棟数 1 0 4棟。井の頭
線東経原駅に近いほほ平担在地形で．中規模宅地よb1.cる比較的均質
在住宅地。私道開発Kよる。
とれらの地区の面積、建築密度．人口密度等は表ー 1のどと〈である。
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図－ 1 調査地区の位置
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表－ 1
中目黒 上目黒 緑ク丘 八雲
地区面積 (ba) 5.7 * 3.6 3.1 3.1 
建築練~S45or46
〈練｝ 1 67 172 157 94 
棟数密JS45or46
｛棟｝ 34 47 50 29 
開発手法 私道開発 私道開発 耕地盤理 耕地整理
大・中・小・零 中・小・零細 小・零細宅 中規模宅地
宅地規模 細宅地の混在 宅地の混在 地で均質 で均質
奥沢 経堂 代田
4.0 3.6 
, 
2.9 
I 3 8 1 40 I 0 4 
35 39 36 
緋地盤理 私道開発 私道開発
中規模宅地 中・小・零細 中規模宅地
で均質 宅地の混在 で均質
＊調査の時点が目黒区では昭和45年．世田谷区では46年と異っている。
帥 5.7 haと他よタ大きいのは．斜面緑地をか念bの面積含むためである。
＊＊＊人目指標は昭和46年度の住民登録人口による。
(2）調査の方法
まず．各地区tc~ける最近の建築物の変化Kついては．住宅タイプとして
一戸建住宅〈注1.) .木造共同住宅（注2.).中高層共同住宅〈注3.).に
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分類し、とれら住宅の新築と建て替え建て加え（注4）を主として想定した。
個々の建築物の変化とともに宅地区画（注5）の分割．統合の傾向を調査
した。
資料としては昭和37年5月撮映の空中写真（ 1/5,000）と昭和44年
1 0月撮映の空中写真（約1/ 3,000）をもとK両年度の地図（1 /2,000) 
をつo.両者の比較によってとの閣の変化の大要を把握した。次K各地区
の現況調査を昭和45年12月（白黒区内4地区｝‘昭和46年 12月〈世
田谷区内3地区）に行い．宅地区画と建物の変化の実況を調査し、昭和44 
年10月撮映の空中写真よタ作製した地図の修正を行った。
従って．昭和37年5月から昭和45年 12月までの8年？ク月間（目黒
区内の 4地区｝昭和46年 12月までの？年Pク月間（世田谷区内の5地区）
Kかける諸変化を測定したととK;iる。
とのようK.土地、建物に関して今回とった方法は現地踏査による観翻句
資料の収集を中心にしている。との他t亡、課税台帳や建築確認台帳といった
官庁資料をもとにするととが考えられ．よ b一般K用いられてきた方法であ
るが、それら統計資料は今回の調査地区のような小単位で集計するには多く
の労力を要し．をた資料の性質からして個々の地区で発生している環境墜備
上の諸問題を把握するのに必ずしも適当では念い。
次に各地区Kかける人口、世帯の変化については．住民票の閲覧Kよる．
住民登録人口の把撮という方法をとった。今回の調査のように任意K地区選
定．しかも町丁目以外の小地区を選定した場合、人口、世帯の測定Kは困難
が多い。人口関係の資料としてはとの他K国勢調査の調査区集計または個票
を利用するととが考えられるが．国勢調査は指定統計という性質上個票段階
までの公聞はされ念いし.5年毎の調査というととから短期間の人口．世帯
の変動をつかむととは難しい。もちろん．住民登録人口K:j:y.いては．未登録
の人口（特に単身者κ多いと考えられる｝が補足できず．ある移度の誤差
（注6）は免れ得念いととは事実でるるが、過去の人口移動は容易K辿れる
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ととは有利念条件である。
建物．宅地区画の変化については先にあげた7地区全部で調査をしたが．
人口、世帯の変化については主として作業量とのかねあいから、宅地の細分
化と建物の中高層化が著るしい「中目黒:J.か念タ宅地規模が大きいやや高
級念一戸建住宅地の典型とみられる「八雲」様々念住宅タイプが混在してい
る一般的住宅地としての「経堂Jの5地区に調査対象を限った。また、地区
Kよって保存してある除票（注 7) の年度が臭るため、中目黒は昭和42年
1 0月から 46年？月までの4年間．八雲は昭和40年10月から 45年？
日までの5年間．経堂は昭和42年11月から 46年10月までの4年間k
bける変動と．相互K幾分かのずれのある結果と念ってしまった。
とのよう念い〈つかの制約条件はあったが、後述のように、とれら 5地区
の調査を通じて人口変化の状況は級ね明らかに念ったと考える。
注1. 一戸の住宅で2世帯がそれぞれの入口と庭を有するこ戸長犀．念h
しセミデ 4タyチハウスは一戸建住宅K含んだ。
注2. いわゆる木賃アパート．長患がとれにあたる。
注3. マンν，;y.コーポ等の名称で呼ばれる鉄筋．鉄骨鉄筋アパートで
~.IJ. 賃貸のもの分離のもの両方を含む。
注4. 建て加えとは、宅地区画の分割を行うととな〈、ひとづの敷地内K
住戸等を建てる行為である。
注5. ととでいう宅地区画は、堺、垣根等で区画された．建築物の占める
敷地のととである。従って登記上の筆と異タ所有関係は含ま念いが、
そとK住む世待が私的に利用できる範囲であb、地区環境D状況を知
るためには適当なものといえる。
注6. たとえば．世田谷区全体Kついてみると昭和45年10月1日の国
勢調査人口が 787,338人、同時期の住民登録人口が 753,745
人と念 q てか.IJ.後者の方が前者の 4 %ほど少い。
注Z 除票は世帯全部がその区役所出頭所の管内から転居（転出）した時
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住民登録簿からはずされ．転出先を記入されたうえ除票簿K時期別に
保存されている。一般に4～5年閲覧用として保存されたうえ．本庁
K送付される。従って4～5年以前の除票を得るととは不可能ではな
いが労力が大きい。支えとれら地区では昭和40年前後K町名地番の
改定が行われたため．除票の旧住所と現在の住所との照会が必要と念
!> .ほとんど不可能に近い作業と左る。念主ヘ出張所管内での転居は
除票扱いされず．前住地の欄Kそのむね記される。 〈今回は小地区の
ためとういった例は皆無に近〈、世帯の移動には数え念かった）また、
世帯の一部の移動も除票として扱われず．転出先のみが記載される。
U-1-3 調査結果
(1）変化の概況
昭和37年から昭和45年（目黒区内4地区｝昭和37年から昭和46年
（世田谷区内5地区｝の約10年聞に辛子ける住宅．宅地区画の変化の概況を
みてみたい。図－ 3の1～nc示すのは各地区l'C$＞ける変化状況を図面化し
たものである。また主要項目についての変化状況は表ー 2tc示すとう bであ
る。
両年度の建築棟数を〈らべると表－ 2 a欄のどと〈各地区K共通して増加
傾向がみられる。増加率としては中目黒の約30%増を筆頭κ八雲約 20%、
代田約 15%、上目黒約10%、奥沢約10 %.緑ク丘約59らと続いている。
宅地区画の地加数は表ー 2b欄K示してあるが、昭和37年の区画数で除
した増加率としては中目黒が約 3oroと大き念値を示している他は15%以
下で．縁ク丘は増加率零｛即ち宅地区画の分割は行われ念かった｝わ示して
いる。
との期聞にその宅地区画l'C$-IAて何等かの変化（新築、建て替え．建て加
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え．更地化．宅地区画の分割統合｝が起きた数は表ー 2c欄K示すと辛子りで
ある。全宅地区画のうち変化を受けたものの比率は奥沢の約45%を筆頭K
上目黒の約40%、緑ヶEの約35 9ら．経堂の約35%、代田の約30%、
八雲の約30%、中目黒の約30 %と続いている。
とのよう K、大規模宅地の多い（部分的に同零細宅地が多いが.1, 0 0 0 
平方米をとえる宅地もかj:b ある）中目黒K~いて宅地区画の細分化．建築
練数の増加がみられ、反対に小．零細宅地K均質化している（一般に 15 0 
平方米～ 20 0平方米.5 0坪～ 60坪が多い。表ー 2d欄参照｝緑ケ丘k
bいて宅地区画の増加（細分化｝が全〈みられず、建築練数の増加も殆んど
t.rいととが特徴的である。
宅地区画の増加と建築棟数の増加が中目黒と緑ケ丘を両端にか~bの分散
を示しているのに対して、何等かの変化をうけた宅地区画の比率はいずれの
地区でも 30%を越す高率を示している。とのととは一見静態的念既成住宅
地といえども建て替えや建て加えを中心とした更新の過程にあるととを語る
ものである。
次ic.居住人口の最近4～5年間の変化をみたのが表－ 3である。
各地区とも人口．世帯数のいずれもが増加をみせている。中目黒は 46 8 
世帯1,0 9 2人から 70 7世帯1,6 8 9人へと世帯で約50 %.八雲は 19 
2世帯46 4人から 20 4世得53 1人へと世帯で約5%、人口で約 159ら．
経堂は24 2世帯73 9人から 32 6世帯83 6人へと世帯で約35%‘人
口で約 13 9らといった増加が示されている。
とのよう念増加傾向は建築棟数の増加の反映でもあるが．各地区Kみられ
る差異は世得構成などより詳細な分析の必要性を示唆するものと患われる。
をた、一般的に東京区部の人口増加は収容力の限界に達し．頭打ち念いし
減少傾向にあるといわれる。事実国勢調査Kよれば、昭和40年から45年
にかけての5年聞に、目黒区人口は1.2%の減．世田谷区人口は6.0%の増
ととの傾向が証明されている。区人口の減少念いし頭打ちにもかかわらず．
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調査3地区で人口増加がみとめられたととは．マクロKは区部人口収容余力
が念いとしても‘ミクロKは既成住宅地が依然として人口を吸収し続けてい
るととを示すものである。
人口増加の結果人口密度も増加し、昭和45. 4 6年ではヘクタール当b
中目黒 29 6人．八雲 17 1人．経堂23 2人という値が示されている。
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図－ 3-1 （ーl 中目黒1丁目昭和37年
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図－ 3 5ー（1）緑ク丘2丁目昭和 37年
? ? ，附和87年8月～昭和45年 12月K変化（新集．建てかん
瞳て加え‘更地1:.宅地区画。介劃統合）りあ勺た宅地区画
図－ 3-3 (21 緑ケ丘2τ 目昭和45年
Cl F云建住宅 l3中高層共同住宅
刷例年3月～昭和制年 I2月K新築図木造共同住宅 口その他
建てかえ．建 CY加えのあったもつのうち 医m一般住宅兼用の木造共ltJ住宅
じ＞Z
100 M 
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図－ 3-4 -(1）八重a丁目昭和31年
_J L一 一一」し一一 _ _;し
ム旦L 昭和87年8月～岨和も5年 12月K変化（新築．建てかゐ建て加え・更地j~ 宅地区画白骨密同時合）白，，勺た宅地区画
「「一一一一一一一
。
昭和37年8月～昭和45年 12月忙新築
建てかえ．建て加え白あったもののうち
50 
Q 一戸建住宅
図木造共同住宅
周一般住宅兼用の木造共同住宅
100 M 
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E2I 中高層共同住宅
0 その他
、‘一一一ー
ム
図3-5ー (I) 奥沢8丁目昭和37年
_tBI_昭和37 '1'3 l～昭和46年 I2月時化怖いえ，建て
加え，更地化，宅地区画自分割統合） <Dot>？た宅地区画
凶五一う '21 礎沢8丁目 昭和46年
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Eヨ中高層共同住宅
Eヨその他
図3-6 (1）経量2丁目昭和37年
~昭和3 7 <IF3 Jj～昭和川12月間（糊・檀て叫建τ
加え，更地化，宅地区面白＃割統合）由るョた宅地区画
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函3-7 (1）代田4丁目昭和37年
~ Jたもののうち
-70ー
Eヨ中晶唖共r•i住毛
図その他
表－ 2 宅地区画．建物の変化概況
中目黒 上目黒 緑ク丘 八雲 奥沢 経堂 代 回
'1）建築棟数鯛
(S37) 1 32 154 150 79 127 1 2 2 91 
棟
（ロ｝ GS45orS46) 1 6 7 172 157 94 13 B 14 0 104 
付建の増築加棟数 棟 39 1 8 7 15 11 1 8 13 
問、M伽増10加at率湖 30 1 2 5 1 9 9 1 5 1 5 
的敷地数（区画｝
(S37) 11 9 1 41 149 73 11 B 1 06 79 
（区画｝ 1 53 160 148 82 1 25 120 84 
b 
｛吋 (S45orS46) 
付敷増地加の（区画｝
加率 34 1 9 
。 ？ 7 1 4 5 
円ー1十判0イ除増100加併率） 29 14 。 1 2 6 13 6 
変化をう｛区画｝ 35 58 54・ 2 1 51 39 25 けた敷地数
c 
同上の S37 栴） 29 4 1 36 29 45 3.5. 30 敷地数K対
する比率
表－ 3 人口．世帯の変化概況
中目黒 八雲 経堂
s 4 0 (4 2）人口（人｝ 1,0 9 2 464 739 
a 
S45 (46）人口（人｝ 1, 6 8 4 5 31 8 36 
s 40 (4 2）世帯（世帯） 468 192 2 42 
b 
S45 (46）世得（世帯｝ 707 204 32 6 
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(2）盛物変化のタイプ
( j）一戸建住宅
過去約 10年間K建設された建物の構成比を地区別に示したのが図－ 4で
ある。との図から明らか念ように建築棟数としては一戸建住宅が最も多い。
7地区のうち一戸建住宅の比率が最小である緑ケ丘KiY-いても 56 %と半数
をとえてbタ．中目黒．八雲．奥沢では70%以上と念っている。 （表－4
の欄参照）
一戸建住宅の建設は．既Kピルトアップされた地区KiY-ける建て替えであ
る念らば．住宅地の環境Kさほどの影響を与え念いよう K思える。しかし．
一戸建住宅が従前の宅地区画にそのまま建て替えられる念らそうもいえるが．
宅地が分割されて建てられる場合Kは建築密度．居住世帯密度が上昇するわ
けで、住宅地の環境を変化させる要因と十分念り得る。
住宅が建てられる場合を．
①一戸蓉住宅が従前の宅地区画を変更せずK建て替えられる、即ち床面積の
増減はあってもさほどの環境変化は念いもの。
E培地分割によってー宅地が数宅地に割れ‘それぞれに一戸建住宅が建った
場合。
⑤従前の宅地区画、建築はそのままK.同一宅地KさらK住宅が建て加えら
れる場企。
との5者にわけて住宅の建てられ方をみると表－4b欄のどとく念ってい
る。①の場合は環境Kさほどの変化を与えないのに対し．＠．③の場合は環
境を大きく変える。①と②＋③を対比してみると．地区Kよって状況が異っ
ている。中目黒では後者が前者の 7倍をとえ．八雲でも 2倍をとえている。
上目黒．経堂ではほぼ同数、奥沢、代田では後者が前者の約2分の1.緑ク
丘では後者は殆んど念い。従って、奥沢．代田．緑ケ丘の5地区では一戸建
住宅建設による影響は少いと考えられるが．それ以外の4地区ではか念bの
影響を受けているとみるべきである。
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宅地区画の分割については後述するが．八雲．奥沢に多くみられる．同一
とのよう念伊jは．核家宅地内に建て加えるタイプK注目ナる必要があろう。
族化の進行とともに世帯分離した親族世帯の住宅として建てられる場合とし
"t.多くみられると縫察される。また．同～宅地区画内にさらにもう 1棟を建
築するととを珂能にする諸条件（宅地区画の規模．宅地と道路の関係．住宅
適地としての環境水準．居住世帯の年令階層．収入階層等｝が八雲と奥沢K
主砕いて揃っているためであろう。
中高層その他
共同住宅 a
一一夫寸
:% 
9ι_jD 
過去約10年聞の建て替え。住宅種別構成比図－4
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表－ 4 一戸建住宅の建設状況
中目黒 上目黒 緑ケ丘 八雲 奥沢 経堂 代田
主主てられた
“ト戸建住割輔 50 44 29 1 8 46 40 26 
の総数
建てられた
料金棟数 （。） 68 72 5 2 25 55 5 1 39 
一戸建の率
や守 (r~ '74 61 56 72 84 78 35 
LィMロ1×100
従前の敷地に
建てられた棟閥 6 20 26 5 30 15 1 8 
数
敷地分割の結
果建てられた綿 41 22 。 7 9 10 
棟数
同一敷地に建た（槻
て加えられ 3 2 3 6 7 5 
棟数
仰木造共同住宅
木造共同住宅の新築．建て替え．建て加えは変化のあった総棟数に対して
緑ヶ正で38 %.代田35 9ら．経堂33%‘上目黒33 %.八雲 16 %.中
目黒7%と念って$＞!J.緑ク正．上目黒、代田．経堂の 4地区で30%をと
える比率を示している。 （表－ Sa欄参照｝
棟数についてみれば．各地区とも一戸建住宅のそれに及ば左いわけである
が. 1練あた！＞ 5～6戸からなっているので．住宅戸数としては大き念比寧
を占めている。 C表－Sb欄参照｝
建てられ方としては、
①従前の住宅をそのままに．同一宅地区画内に別棟でたてる場合
②住宅の一部を増改築したP、新たに建てたアパートの一部（その多〈は
1階部分）を普通の住宅として使用する場合
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⑤その宅地区画にアパートのみ建てる場合
との5者に分けられる。表－ 5 c欄に示すどと〈．地区によって若干の差
異はあるが．約半数が＠の一般住宅兼用裂である。とういったかたちのアパ
ート建設が一般住宅地に多〈念っているととは注目に値しよう。
木造共同住宅についてみられるもうひとつの傾向は.2室以上型（注け
のものが多いととである。木造共同住宅の数が少い八雲は別として．他の6
地区では2室以上型が棟数の Btlf前後を占めている。 1室型の場合は単身居
住者も多いが.2室以上型の場合は2人以上の世帯．それも子供のいる世得
の比率が高まるものと想定されよう。その場舎には地区の居住環境への要求
がとれまでとは異ったものと念るととが予想される。
注1. 居室1室のみ．または居室内に炊事排水設備等あるものを 1室型．
居室がふたつ以上または居室とは称せ左いがグイ＝ングキ7チンが別
κある場合を2室以上型と呼ぶ。とういった分類の町否については異
論があろうし．今回の調査が主として外部からの観察であ－＂・調査も
れが考えられるととについては考慮の必要がある。
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表－ 5
中目黒 上目黒 緑ケ丘 八雲 奥沢 経堂 代田
建てられた
μ）木造共同出捕 5 24 20 4 7 1 7 1 3 宅棟数
建てられた
a 州全棟数 ｛吋 68 72 52 23 55 51 39 
木造共同住（%） 付宅の比率 7 33 38 1 6 1 3 33 35 LイLイロ！）X100 
建てられた
1 $ （＝.）木造共同住炉） 30 1 26 120 22 11 3 74 宅戸数
b 1棟あた
的b平均戸戸／練 6.0 5.0 6.0 6.3 3.2 6.7 5.7 数伺／イイ）
同一敷地にれ建た欄
て加えら
棟数
。 4 2 2 4 。 5 
一般住宅と兼
c 用のもの 。） 2 9 1 0 2 3 7 
d 
共同住宅のみ
で敷地を占有（.，.） 3 1 1 8 。 。 1 0 7 
するもの
T】ー一ー目』ー 一一一一一
1室型の陳謝欄 3 2 2 3 
ー 『ー一一 「一 一 一ー一一一
2室以上型（。）
の棟数 4 1 e 1 7 2 5 1 4 
＊調査もれが 1練あるため．合計数が上欄のLイ）よりひとつ少い
(jj~ 中高層共同住宅
1 0階建以上の大規模念ものから. 3階建程度の小規模念ものまで．マン
ション．コーポ等さまざま念名利？で呼ばれる中高層共同住宅の建設が目黒．
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世田谷区内~i."-いてもとと数年著るしい。
調査地区にかいては．表ー bk示すどと〈中目黒に8棟．上目黒陀 1i棟，
緑ケ丘Uて 5 棟．奥沢~2 練の建設がみられる。とれをさらに 6 階建以上のも
の.5階建以上のものにわけると（注1）、上目黒．緑ヶ正．奥沢はいずれ
もが後者の小規模アパートであるのに対して．中目黒では8棟中6棟までが
6階建以上の大規模アパートに念ってhる。
中目黒陀大規模左ものが集中しているのは．他地区にくらべて高さ制限．
容積率等の法的規制が緩いとと．大規模宅地を入手しやすかったとと念どが
基本的要素と念っている。
宅地区画についてみると．建設に当って数宅地を統合したものは 14例中
5例であ!J.今回の調査地区Kついてみる限Dでは．宅地区画の変更なしに．
最初沙諸ら中高層住宅が建ち得る区画に建設された例が多い。
中高層共同住宅による戸数増加は．小規模念場合では 1棟あたタせいぜい
2 0数戸であるのに対し．大規模念場合では平均66戸．最大のものは 208
声に達してb!J .当然に地区の居住裕度を急激K増加させている。
表－ 6
中目黒 上目黒 緑ク丘 八雲 奥沢 経堂 代田
6階建以上のもの棟数鯛 6 一 一 一 一 一
4砂 戸数（司 39 4 一 一
5階建以下のもの棟数欄 2 3 一 2 一
’b 戸数（司 24 24 22 24 一 一
(5）宅地区画の分割と統合
とれまでにもみてきたように．宅地区画の分割、統合によって新しい建築
行為が行われる例がいくつかあるが．その傾向にも地区によって差異がある。
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分割の行われた宅地区画数は緑ケ丘でひとつも左〈．代田では2例と少い
のを除いては、各地区とも 10 {91］前後の値が示されている。
中目黒区では？宅地区画が45 K.上目黒では 12区画が33 K.八雲で
は8区画が 17 K.奥沢では8区画が 1n亡、経堂では8区爾が22K分割
された。従って 1宅地区画あたりでみると．八雲、奥沢が 17 /8宇 2.1 •
上目黒33/ 1 2宇 2.6.経堂 22 /8宇 2.8であるのに対して中目黒では
4 5 / 9 = 5. 0と著るしい細分化がみられる。 （表－ 7a欄｝
分割されるタイプには基本的にふたつある。事例として多いのは 1宅地区
画が2～3K分割される場合である。 （表ー 7b欄）八雲．奥沢ではすべて
とのタイプで、図－ 5のAK示すように50 0平方米程度の宅地区画が2～
5分割されて‘それぞれに一戸建住宅が建てられている。
もうーとつの分割のタイプは極端な細分化である。図－ 5のBK示した中
目黒の例では． 1区画が 12区画K分割され．建売住宅が軒を接して建設さ
れた。また上目黒にみられた例としては．図－ 7のcK示すどとく．一平建
住宅の区画が6分割されその一部が木造共同宅化したため．それ迄の 1戸が
2 4戸に増加している。以上のよう念極端念細分化は中目黒でP例のうち約
半数の4例．上目黒で 12例のうち2例にみられた。
後者のタイプの細分化が居住環境の悪化を進めるととはいうまでも念いが．
前者の場合でも今後もとの傾向が続〈念らば居住環境への影響は避けられ念
レ、。
以上の宅地区画の分割に対して、宅地区画の統合は中目黒員で2区画が1区
画になったもの 2例．上目黒で5区画が1区画に念ったもの 1{91Jをみるだけ
であった。前述のように．そのいずれもが統合後は中高層共同住宅の敷地と
して使用されている。
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図5 宅地区画の分割例
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表－ 7
中目黒上目黒緑ケ丘八雲奥沢経堂代同
区画）
3 vc分
劃されたもの（区画｝
1敷地が4以上に分
害jされたもの（。）
統合前の敷地数
（区画｝
統合後の
(4）人口、世帯の変化
(j) 世帯構成の変化
9 1 2 
45 33 
5.0 2.6 
4 1 0 
5 2 
4 3 
2 
8 8 8 3 
1 7 1 7 22 8 
2.1 2.1 2.8 
8 7 7 2 
。。
一
一
7地区のうち人口調査を行った中目黒．八雲．経堂の5地区Ki?いて．い
ずれも居住人口、居住世搭数の増加がみられたととは前述のとbbである。
単念る量的左増加だけで念〈．世帯の内容も変化しているととが推測される
ため．住民票をもとに昭和 42年と 46年（中目黒bよび経堂｝．昭和40 
年と 45年（八雲）と、それぞれ2断面での人口．世帯情成の分析を行う。
世帯の分類Kついては謁査の目的と使用する資料によって種々の方法が考
えられる。ととでは世帯の種類と地域への定着度の関係を主として追いたい
という目的と．使用した住民票という資料上の制約から次の8種類の世帯分
類を行っている。
1 単身世帯（記号） s 1人で世帯を念す
（以下2～7は親族世帯のうち）
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2 夫婦のみ世智 Co 夫婦のみで世需を念す。
3 単純世帯 。夫婦＋子供（夫または妻の兄弟がいる場合も含
む｝
4 直系世帯 Cg 夫婦＋子供＋夫または妻．またはその両方の片
親。 （その他の親族のいる場合も含む｝
5 複合世帯 cc 2世帯の夫婦よb念る世得（その他の親族のい
る場合も含む。もちろん．若い世代の夫婦の子供も含む｝
6 欠損世帯 B 中心となる世代の夫婦の、夫または妻の欠けて
いる世帯（その他の親族のいる場合も含む｝
7 その他の親族世帯M 2～6K該当し念い親族。 （たとえば．兄弟よ
タ念る世帯｝
8 非親族世得 N 非親族よタ念る世帯
（担し、 2～7の親辰也帯Ki>-いて．家計をーにする同居人．使
用人等は人数の如何にかかわらずその世帯の構成員とみなす｝
（とのような世帯分類Ki>-いては．国勢調査にbける準世帯のよう念項目を
置いていまいので、同居人．使用人でも．極端念場舎には親族の一員であっ
ても家計を別にしてb.!J .住民登録に一人世帯として届ければ．独立した単
身世帯として扱われるととK念る点を注意すべきである。｝
さて．以上のような世帯分類に従q て地区別に世帯数bよぴ世帯構成比を
示したのが．表－ 8の1～3:1>-よぴ図－ 6である。
まず指摘されるととは、いすサlの地区でも親族世帯が多数を占めてはいる
が．親族世得の多くは単純世帯．夫婦のみ世得であって．直系世帯．複合世
帯は極めて少いととである。因K核家族的世帯（夫婦のみ世帯＋単純世待）
と直系的世帯（直系世帯＋複合世得）だけをとP出して構成比をみると．中
目黒の昭和42年が前者の95%に対して後者の 5%.昭和46年が97 ＇？ら
対3＇？ら．八雲の昭和40年が86%対14%、昭和45年が91 %対？？ら．
経堂の昭和42年が81 %対19 %.昭和46年が86%対 14%と走って．
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一般的世帯のうち、祖父や祖母と呼ばれる構成員のいる世帯は 10 %前後に
すぎ念〈念っている。
次K指摘されるととは‘単身世得つま b単身で生計を営む人口の多いとと
である。世帯構成比でみると．中目黒の昭和42年．八雲の昭和40年は
4 0%をとす世帯が単身より念っている。もっとも中目黒．八雲ではその後
構成比が低下し．約35 9らまで落ちてきている。とれに対して経堂では当初
2 1 %と．中目黒．八雲の半分であったが最近の値では構成比が上昇し、結
果的に中目黒．八雲に近い 33 9もと念った。
また単身世帯人口の総人口K対する比率としても最近の値では．中目黒
1 4 %.八雲13 9も．経堂13 %とほぼ同率と念っている。
とのよう私単身世帯の総世得数に対する比率が約 1/3.単身世帯人口
の総人口K対する比率が約1/7～1/8という豆地区のみの健をもって既
成住宅地の一般解とするととは例証の少念さ．住民登録K:J>~ける単身層の登
録もれ等から無理があるにしても、既成住宅地を考えるうえでの一応の目安
とするととは町能であろう。
図－ 6 世帯情成の変化 単純世帯＋直系世帯
単身世帯 夫婦、のみ世帯＋複合世帯 そ，の他
昭和42年 1
1.中目黒
4 6年i
4 0年｜
2.八雲
4 5年 1
4 2年 1
3.経堂 ー
4 6年i
li＼＼~~n ~ I I 
／ 
亡三｜ l I ~ 
§ 三匡霊
一＼＼
Eヨ
0 10 :aJ 萄初日 60 70 即 90 100 
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表－ 8 世帯型g1j世轍・世帯情蹴率・総人口
8-1 中目黒
s 。 。 。E 。 B M N 計
842世帯数（佐平等｝ 206 50 140 9 49 7 6 468 
84 6 ., （。｝ 242 110 240 1 7 5 68 21 4 707 
842世帯構成比側 44 11 32 一 一 11 2 100 
s 4 6 ., （。） 34 16 36 1 0 3 100 
842総人口 ω 206 100 564 45 9 131 17 20 1.092 
s 46 4少 （。） 242 220 822 80 28 175 45 1 7 1.684 
8-2 八雲
s 。。 。 Cg cc B M N 計
s 40世帯数（世帯） 88 15 59 5 7 12 4 192 
s 45 4歩 （。） 71 25 78 4 6 8 8 204 
s 40世帯構成此務） 46 8 34 一 3 6 2 100 
845 ~ （。） 35 12 40 4 4 4 100 
s 40総人口 ω 88 31 227 24 47 36 9 2 464 
s 45 ~ （。） 71 51 298 19 40 30 20 2 531 
8-3 経堂
s 。 。 Cg 。 B M N 計
842世帯数｛世帯｝ 50 35 95 20 1 0 26 5 242 
846 今 （。｝ 109 46 109 17 ？ 25 7 4 326 
842世帯構成比例 21 15 48 一調b 4 11 2 100 
846 ., （。） 33 14 39 一 3 8 2 100 
842総人口 ω 50 70 366 105 61 71 1 0 6 739 
s 46 + （。） 1 09 92 413 83 50 65 15 9 836 
お：単身 Co：夫婦のみ o：単純 c g：直系 c c：複合 B：欠損
M：その他の親族 N：非親族 の各世帯を略称
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(i) 人口の移動と世帯型
中目黒の世帯数増加は23 9と最も多〈．八雲は12と最も少〈．経堂は
8 4とその中聞にある。とれらの値は転入世帯の数を直接示しているわけで
は念〈．転入世帯一転出世帯．即ち転入超としての値である。
表ー 9tit示すどと〈．中目黒では4年聞に 70 2世帯手が転入し. 2 1 4世
帯が転出した。八雲では 5年聞に 22 6世帯が転入し. 2 1 4世帯が転出し
た。経堂では4年聞に 28 2世帯が締入し、 19 6世帯が転出した。 （注1) 
ととで．みかけ上の年間転居率（注'.2）を求めると‘中目黒19. 8%.八
雲27. 8 9も．経堂21.0 %と在ってbり．年間約2割を？とえる多〈の世帯が
入れ替っているととになる。 （注 3) 
次に世帯型別の転入転出傾向をみてみよう。予想される通!J.単身世帯の
転出入が多〈．構成比としては48 9ら～68 ＇｝らという値を示している。前述
のように最近居住している世帯のうち単身世帯の占める割合は35%程度で
あるととを考えると、単身世得の出入の激しさは一層明らか念ものと念る。
夫婦のみ世帯では転出入構成比が？～20 %.居住構成比が 8～16 ＇｝もとあ
まりかわってい左い。それ以外の世帯では居住構成比にくらべて転出入構成
比は少い。
以上のような転出入vc~ける世帯の構成をさらに詳細にみたのが表ー 1 0 
であり．それを模式的K示したのが図ー 7である。 A断面（昭和40年～45
年の聞に転入しかっ転出した世得｝とo断面（昭和40年または昭和42年
以前から居住し．昭和45年または昭和46年Kも居住し続けている世得）
の構成の違いが著るしい。
注1 転入世帯一転出世帯＝世帯増加数とは必ずしも念ら念い。とれは世
帯分離による世帯増、世帯合併による世帯減が少数念がら存在するた
めである。
注2 転居率の算定は．とれまで多くされてきている住宅団地の場合、住
宅戸数は常に同一で．例外的念空家住戸を除いては転入E 転出と念b
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容易であるが．一般住宅地の場合は分母と念る住戸数が変動するうえ．
転入世帯数と転出世帯数は一般K異夕、算定式の定義づけが困難であ
る。ととでは．転出入の平均値をその期閣の平均世帯数で除すという
簡便念方法をと!J.みかけ上の転居率と称した。算式を示せば．
-t (Hi + Ho ) ＋を（Ht+H七＋6七｝＋必 X 1 OD 
Hi : 6七年聞の転入世帯数
Ho :6 t年聞の転出世得数
H七 ：も年K存在していた世得数
H七＋6七：も＋6七年に存在していた世帯数
Aも：測定した年度差
即ち．転出入の平均値を居住世帯数の平均値で除し、さらに単年度る
たbの値とするため年度差で除したものである。
注5 上記のように転居率を定義して．住宅団地l'C$－ける転居率と比較す
るととは適当では念いが．参考までにあげれば．一般に住宅団地では
1 0%念いし 15%の転居率が示されるととが多ν、
-85-
（右図の各断面の世帯構成｝
。B A 
転入転出状況と世帯構成図－ 7
(1）中目黒
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寸二二主主二二立；二つ＿v/ 
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表－ 9 世帯型別転入転出世帯数・権成比
9-1-1 中目黒. 842-46転入世帯数（転入時の世帯型別｝
s 。 。。E co B M N 計
転入世帯数 137 159 7 I 40 I 19 I I 702 
向上構成比例 48 20 24 6 3 100 
9-1-2 中目黒. s 42～46転出世得数（転出時の世帯別別｝
s 。 。Cg I co I B I M I N i計
転出世得数（世帯｝ 255 60 117 2 Iー｜ 23 I 41 2 I 462 
向上構成比（効 26 l -I -I 
9-2-1 八雲.840～45転入世得数〈転入時の世帯型別｝
s 。 。Cg 。 B M N 計
転入世帯数（世帯｝ 130 40 32 1 11 226 
向上構成比（湖 58 18 14 5 一 100 
9-2-2 八雲、 840～45転出世帯数（転出時の世帯型別｝
s Co 0 Cg 。 B M N 計
転出世帯数（世得｝ 145 19 35 2 2 7 5 一 ・214 
同上構成比（湖 68 ？ 1 7 一 5 2 一 I 01' 
9-3-1 経堂.842～46転入世得数（転入時の世帯型別｝
s Co 。lCg I co B M N 計
転入世帯数（世帯｝ 162 44 so I -I 14 8 3 282 
同上構成比例 57 16 101 - I -I 
9-3-2 経 堂.84 2～46転出世帯数（転出時の世帯手型別｝
s Co a I cgI co B M N 計
転出世得数（世帯） 94 26 13 3 一 1.96 
向上構成比（湖 48 13 30 Iー i 7 I 2 I - I 100 
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表ー 10 各断面K:l>-ける．世得型匁IJ世得数
1 0ー 1 中目黒
s 。 。 Cg cc B M N 計
昭和42年以前から居住し続けている世帯の
58 19 89 昭和46年Ki>">ける世帯数
4 27 5 3 215 
昭和42年以前から居住し. 4 2～4 6年K 141 27 66 一 15 252 転出した世帯の．転出時の世得数
昭和42年以後に転入し、居住し続けている
184 91 151 世帯の、昭和46年の世得数 7 41 16 492 
昭和42年～ 46年陀転入し再び転出した世
128 38 35 8 一 21 0 4 帯の転入時の世得数
向上の世帯の転出時の世帯数 114 33 51 一 8 3 210 
1 0-2 八雲
s 。 。 Cg 。 B M N 計
昭和40年以前から居住し続けている世待の
18 12 42 4 
昭和45年Ki>">ける世帯数 6 6 3 一 91 
昭和40年以前から居住し.4 0～4 5年に
66 6 19 転出した世帯の．転出時の世帯数 2 5 2 101 
、。
昭和40年以後K転入し．居住し続けている
53 13 36 世帯の．昭和45年の世帯数 一 一 5 5 113 
昭和40年～45年K転入し再び転出した世
78 18 1 0 一 3 4 一 113 管の転入時の世帯数
同上の世手替の転出時の世帯数 78 12 16 一 一 2 5 一 113 
1 0-3 経堂
s 。 。 Cg 。 8 M N 計
昭和42年以前から居住し続けている世帯の
昭和46年Ki>">ける世帯数
18 24 67 1 7 8 17 3 155 
昭和42年以前から居住し.4 2～4 6年に 28 12 
転出した世帯の、転出時の世帯数 34 7 2 一 85 
昭和 42年以後K転入し、居住し続けている
91 22 世帯の．昭和46年の世帯数 42 一 8 4 3 171 
昭和 42年～ 46年に転入し再び転出した世 71 13 
帯の転入時の世帯数 18 7 一 111 
向上の世帯の転出時の世帯数 66 14 23 6 一 111 
(i）居住経過年数と世帯型
昭和45年（八雲｝または昭和46年（中目黒．緩堂｝に居住している世
帯の．居住経過年数を 7段階K区分したのが表ー 11 .図ー8である。中目
黒は居住開始後 1～2年のととろにピークがあるが．どの地区もbよそ両端
が上!J• 3～5年の中聞がさがったU字型のカーブを描いている。
転出入傾向からも推察されるとbb、各地区での居住経過年数は世帯型に
よって差をみせてhる。昭和45年または46年K居住している世帯の居住
経過年数を世帯型別K示したのが表ー 12で．昭和40年から 45年または
昭和42年から 46年にかけて転出した世帯の居住経過年数を世帯型別κ示
したのが表ー 13である。またとの両者を対比して図示したのが図ー8であ
る。現住世帯K:l."-いても単身世手替の居住経過年数は短いが、転出世帯K:t.-1>
てとの傾向は一段と激しい。単純世帯の居住経過年数はかなb長いものが多
くみられる。
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図－ 8
8 -1 -(2）昭和42～4 6年K転出した
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居住経過年数
中 目 黒 八 ＝雪z雪" 経 堂
世帯数 % 世帯数 % 世帯数 % 
1年未満 1 1 3 1 6 3 5 1 7 8 0 2 5 
2年。 2 0 2 2 9 2 5 1 2 4 4 1 4 
居 5年。 1 1 8 1 7 1 4 7 2 4 7 
住 4年。 5 9 8 1 9 9 2 3 7 経
過 5年。 2 8 4 2 0 1 0 1 6 5 
年 1 0年。 6 7 9 2 8 1 4 2 8 ？ 数
1 0年。 1 2 0 1 7 6 3 3 1 1 1 1 3 4 
計 7 0 7 1 0 0 2 0 4 1 0 0 3 2 6 1 0 0 
表ー 11 
表12 世帯型別居住経過年数別世帯数
1 2ー 1 中目黒昭和46年に居住している世帯の．世得型別居住臨画年数
s 。 。 。芭 B B M N 計
1年長兼満 56 18 19 ‘ 14 5 一 113 
2年。 76 41 63 4 1 0 8 一 202 屠
住 5年。 33 21 46 2 13 2 118 
経
4年。 19 11 23 4 一 59 過 一
年 5年。 11 2 10 一 3 2 28 数
1 0年 φ 21 5 30 一 8 2 67 
1 0年以上 26 12 59 一 16 16 3 一 120 
計 242 11 0 257 7 5 68 21 4 707 
1 2-2 八雲昭和45年に居住している世帯の、世帯型別居住経過年数
s 。 。 Cg 。。 B M N 計
1年未満 18 5 8 一 一 2 35 
居 2年。 16 2 4 一 2 一 25 
住
5年。 5 2 5 2 
－  14 経 一過 4年。 8 2 8 一 一 一 19 年
数 5年。 6 2 11 一 一 一 一 20 
1 0年。 8 2 16 一 2 一 一 一 28 
1 0年以上 10 10 26 4 4 6 3 一 63 
計 71 25 82 4 6 11 8 204 
1 2-3 経堂昭和46年に居住している世帯の．世帯型別居住経過年数
s 。 。 Cg 。 B M N 計
1年未満 49 15 11 一 一 2 2 80 
2年。 30 4 7 一 一 44 居
住 5年。 7 2 1 0 一 一 4 一 24 
経 4年。 5 14 一 一 23 過
年 5年。 4 3 5 2 一 16 数
1 0年。 4 5 12 28 2 2 3 一 一
1 0年以上 10 16 50 14 6 12 3 一 111 
計 109 46 126 1 7 9 25 7 4 326 
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表 13 世帯型別居住経過年数別世得数
1 3ー1 中目黒 昭和42年～ 46年に転出した世帯の、世帯型別居住経過年数
s 。 。 Cg 。。 B M N 計in年未満 75 23 21 一 一 4 124 2年。 61 , 23 一 一 4 100 
5年。 43 9 16 一 2 72 
過 4年。 24 6 14 一 一 2 一 47 
年 5年。 13 2 一 一 1 7 数
1 0年。 18 4 18 一 一 ろ 一 一 43 
1 0年以上 21 6 23 一 7 一 59 
計 255 60 1, 8 3 4 2 462 
1 3-2 八雲 昭和40年～45年K転出した世帯の．世帯型別居住経過年数
～～～～一一 s 。。 。 Cg 。。 B M N 計
1年未満 42 4 5 一 一 2 一 一 53 
居
2年。 40 5 5 5 55 
住 5年。 19 2 , 0 一 一 31 経
4年。過 11 5 2 一 19 
年 5年。 8 一 一 一 一 一 一 9 数
1 0年。 19 7 一 2 29 
1 0年以上 6 2 6 2 2 18 
計 I 145 , 9 36 2 7 5 一
1 3-3 経堂開和42年～46年に転出した世帯の．世帯型別居住経過年数
s 。。 c Cg 。。 B M N 計
1年未満 32 5 8 一 4 2 一 51 
居
2年。 27 9 18 2 58 
住 5年。 21 2 12 一 一 一 36 経 4年。 4 4 過 8 一 一 一 16 
｜年 5年。 6 2 一 一 一 4 一 一 12 数
1 0年。 4 2 4 一 一 11 
1 0年以上 2 一 8 一 一 12 
計 94 26 58 一 2 13 3 一 196 
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ll-1-4 居住地整備への標題
東京ltLPける既成住宅地の典型例として．目黒区．世田谷区7地区の最近
陀かける宅地．建物、人口．世帯の変化をみてきた。変化現象は次のように
要約される。
(I）既成住宅地の、マクロにみての人口頭打ち傾向にもかかわらず．純住宅
地をミクロKみれば人口、世帯の増加が著るしい。
(i) 人口増と世帯増は住宅の中高層化、宅地の細分化．木造共同住宅の建設
という 5つのかたちによって生れている。中高層化．宅地の細分化はその
土地の位置．規模等の土地条件に大き〈かかわっているが．木賃アパート
化はいずれの地区忙ないてもみられる現象である。
(ij) さらには建築密度（棟数密度｝の上昇をとも念わ念い建築行為である建
て替えも加わって、既成住宅地は程度の差はあれ．更新の過程にあるとい
える。
Ov）人口、世帯構成は．調査地区でみる限.！＞.ほぽ一定の単身世骨子をかかえ
るように念った。
(v) 人口移動は激しh。とれば転居率の高い単身世帯がとれら一般住宅地に
増加したととが大き念原因と念っている。
M その結果．既成住宅地の世帯構成は居住経過年数の長い親族世婚という
グループと．短期に入れ替ってゆ〈単身世幣や小規模世帯というグループ
ltL 2分されてきている。
同 しかも親族世惨とはいってもその91則前後までが核家族的世帯である。
とのよう念諸現象を生み出している要因はいうまでも念〈．とれまでの
高度経済成長政策に裏付けられた人口と諸機能の大都市集中にある。多〈の
若年層は就業と就学の機会を求めて東京に流入して〈る。そしてやがて結婚
し、世幣を構成する。との過程で、あるいは若年膚に限らず増加する世帯の
生み出す大き念住宅需要にもかかわらず、対処すべき公的住宅政策は十分注
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ものとはいえ念い。公共．住宅は依然として遠〈．高〈．狭〈．そして量的
にも不足している。
とうした状況K応じて．今回みられたよう左木造共同住宅の建設．中高層
胡苛住宅の建設、宅地の細分化といった現象が現れてきたのである。そとで
供給される住宅は住宅需要者の家賃または分譲代金支払能力の限度内にある
し．通勤距離も満足がゆく。しかし念がら住宅の質は犠牲Kされ．とれまで
あった住宅地の環境の水準も劣化されざるを得念い。そしてとのプロセスK
よって地区の世帯事構造は変化し．定常的念流動層が生れているわけである。
とのよう念変化現象の結果生れて〈る居住地環境整備需要について考えて
みたい。もちろん、変化現象は大都市への機能、人口集中の放置と．不十分
念住宅政策の産物念のだから．とれらを変更するととが先決だという議論も
成夕立ち得るが、都市全体を扱うよう念マクロ念都市計画の場合はいざ知ら
ず、居住地といったミクロ念都市の構成単位を取タ扱う場舎は．当面する状
況を現象対応的に解決してゆく方法論をとらざるを得念いと考える。
さて．居住地環境整備上の課題は次のように分類されよう。
(I）一戸建住宅、木造共同住宅、中高層住宅という 5つの住宅タイプの混在
と、宅地分割等をも通じて生れてくる居住密度の増加はとれまで得られて
いた居住環境にマイナスの影響を与える。それは第ーに建物高さ．建物容積
の増加を招き、日照．通風等．居住にあたって必要とされる自然条件を阻
害する。同時に起って〈る電波障害．のぞきとみによるプライパシーの侵
害等はある程度人為的に解決が可能だとしても．自然条件は、特K住宅K
あっては人為的念解決が不可能K近い。第二K、居住密度の上昇は地区内
発生交通量の増加を招き．道路上の安全を阻害する。
とのよう左問題の解決は、居住密度、住宅型式．建築形態等の制限を再
検討するととによってはかられよう。
(j）居住密度の増加．建築容積の増加、居住世帯の培加と変質といった状況
を与件とするならば、公的施設、スペースの量的、質的整備の必要が生れ
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て〈る。第ーには．世需の量陀主として対応するわけだが．とhわけ子供
たちの繕加は施設の増加を要求する。小学校の規模拡大念どは自治体に課
せられているからまず問題な〈行われるとしても．もっと小さ念施設、特
陀「庭Jの喪失を補償するための小さ念遊び場やたまタ場の墜備が是非必
要であろう。第こには世帯の質の変化に主として対応するわけだが．単身
層（特に若年層と老年層｝への施設や‘被化した世帯からの需要（乳幼児
の保育、カギッ子への対策．病人の世話といった｝にとたえる施設の整備
が必要に念って〈る。
きて．以上ふたつの課題K対して当面考慮すべき計画手法は何であろうか。
(j) まず考えられるのは．地域地区という建築、土地利用を規制する手段に
ついてである。住居専用地域(i(j>-ける用途規制については現行制度K評価
が与えられるが、その他の点陀ついては問題点が多い。い〈っかをあげれ
ば．
・専用地域以外での、用途面からの住宅保護が不十分
．日照確保のための北側斜線制限や絶対高の制限が緩い
・空地（庭｝確保のための建ぺい率制限容積率制限が緩い
．住宅の種類を規制ナる考え方が念い
－最小宅地、ー宅地内の住宅戸数を制限して住戸密度をコントロールする
考え方が念い。
・駐車場の位置．規模をコントロールする考え方が念い
といったものである。もちろん、理想、論的念規制強化は意味が念いが．既
成市街地K:t-ける業務、商業的土地利用への変化が、逆に残された既成住
宅地の人口増を招き、マクロには土地利用の純化が進行しつつあるという
理解にたつ念らば．既成住宅地については現在の環境を悪化させ念いとい
う観点、からの現実的念規制強化がはかられるべきだし、可能だと考える。
(i) しかし．地域地区制度の改定は法律改定正を要するしそうすぐには無理
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があろう。当面の手段として建築基準法第69条から第77条の建築協定
の利用という手段がある。建築協定を用いれば．建物の用途、形態につい
て現行法の規定の如何を関わず、環境を保護する規約を一定地区で締結す
るととが可能である。とと数年、新開発の分譲住宅地を中心に多〈の実例
が生れてきた。最初の適用例は用途地域の未指定の場所に行われた開発に
ついて．行政指導Kょ.!J.用途地域K準ずる内容で結ぼれた。次に行われ
たタイプは民間宅造業者が、分譲地のイメージアップをはかるために現在
の第1種住居専用地域に近い内容で結んだものである。とれらの2タイプ
はいわば宅地供給者側の意図に基き分譲開始前後につくられたものだが．
最近は既K住宅地化が進行しつつあるととろで、居住者みずからの意志と
活動で協定をつ〈る動きも進んでいる。建築協定を、長い歴史的経過をも
ち．権利関係、の錯そうした既成住宅地で結ぶととは容易ではないだろう。
しかし同質性のある小きい地区からはじめれば不可能念ととでは念い。
(j) 建築協定はと いった規街酌側面のみでなく．建築行為を誘導し．よb
充実した地区環境をつ〈タ出す手段としても使える。特に本報告でみてき
たようK既成住宅地は個個の居住者の建築行為によって．絶えざる更新過
程Kある。との更新を放置すれば常に環境悪化という方向へむかう。放置
するととな〈、建築協定によって個々の建築活動が全体として地区の環境
を改善するよう．更新のエネルギーを利用でき念いものであろうか。たと
えば道路境界からの建築後退線を指定し、その線に建築が並んだ時は得ら
れた空地を地区の子供たちの共同の庭Kするといった方法である。とのよ
う念建築協定の使い方についての検討と行政指導が今後左されるべきだろ
う。
。ゆ現実に進んでいる木造アパート化．マンション化K対しては、既に一部。
の市で「マンション開発要綱Jのよう念かたちで行われているが．よb地
区環境の悪化防止．改善K役立つ行政指導念いし条件Kよる規制が行材1
るべきである。 2室以上型木造アパート．あるいは長期居住世帯を対象と
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したマYションの出現Kよって、とれらは住宅の質としては問題があるも
のの．都市~:1."-ける一般的在住宅タイプのひとつとして定着しつつある。
しかし念がらそれらの建築行為は建築基準法や安全条例Kよってわずかに
規定されているK過ぎ念い。現行法を守りされすれば幼児の遊び場も念い
ままに建設が進んでゆ〈。周辺の住宅地に一定時間以上の日照を与えると
いった規制はもちろんのとと．開発による利益の一部を共同のスペースの
整備のために還元させる必要が大きい。
たとえば土地区画整理~:1."-いては公園面積を 3%提供するととが義務づ
けられている。とれと同様に住戸数あたPあるいは住戸面積あたタ一定の
遊び場面積を供出させるととが考えられてよい。
また、現行の建べh率、容積率制にかいては容積率の如何を問わず建ベ
い率は一定である。高容積率で高密度のアパートならば本来空地がよb多
〈必要K念って〈るのだから、容積率の増加と共K建ぺい率の割引き（空
地率の割増し｝を行念うととが検討さるべきである。
(v) 以上のよう念規制的手法、誘導的手法とともK、自治体もみずからの投
資によって施設環境の整備に努めなければ念らない。そのひとつの方法と
して‘住宅地内の小さ念空地を買収し、かつ周辺の道路の自動車規制をし
て．安全K遊ぶ．買物し．通勤し．散歩し．そして立ち話しのできるネッ
トワークを拡充してゆ〈ととが考えられる。また既成住宅地K増加しつつ
あった若い世帯の施設需要への対処、即ち保育施設（乳児、学童も含めて）
の整備治吃、要であろうし、増えつつある老人が歩き、集れるよう念施設の
整備が必要であろう。
(vO 最後~－調査から明らかと念った若年単身層への施設整備をどう考えた
らよいのかという問題が残る。大学という交流の場を持ち得る学生はとも
か〈．若年勤労者のためKは「健全」念施設を公的~－しかも住宅地内K
準備すべき念のだろうか。それとも．各区Kひとつかふたつの、いわゆる
「青年施設Jがあればよいので、彼らは公的施設よbも街の念かへ．自分
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の意志で出かけるととを選ぶのだろうか。との問題について解答を得るに
は．今回の調査では不足している。いずれをた別の観点から．別の分野か
らの研究によって埋められるべきであろう。
II-1-5 おわりに
既成住宅地の変化過程についての事例調査を手がかPとして．居住地環境
整備の需要についての検討を行ってきた。調査例も少〈．調査の方法、調査
の精度も十分念ものとは言い難いが．都市全体としてみれば土地利用の再編
成が進む念かで．調査の対象となった 7ク所の既成住宅地は、ある意味で住
宅地としての機能がよP高度化されつつあるととが明らかである。しかしそ
の高度化も．木造共同住宅、中高層共同住宅の進出、宅地細分化の促進とい
うかたちで進んでb夕、何等の計画手法も構ぜられず放霞される念らば．今．
ある環境水準が劣化してゆくととは避けられ念い。また．住宅地の更新過程
の念かで居住者の世帯構造も変化しつつあ夕、核家族的世帯の一般的増加と
ともに．単身世帯を中心とした移動性の高い世帯についての考慮も必要に念
ってきている。
前節ではとのよう念変化現象を前提として、居住地環境整備に関する検討
を行ってみた。今回の調査のみを題材Kしての検討としてはやや性急K過ぎ
た感もあるが．逆tL.今後の調査研究K倹つべき問題点も幾分か明らかに念
ったと考える。
たとえば木造アパートにせよ、マンションKせよ、宅地の細分化にせよ．
それを進めている主体の種類、動機．採算性等の調査によって．とのよう念
行為の今後の継続性について確かめるととも必要であろう。をたたとえば居
住経過年数．世帯構成．年令構成、収入構成左どの属性の違いによって環境
整備要求はどう異!I.整備のためにどのよう左活動を待い得るかKついての
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検討も必要であろう。さらには、ゾー＝ング．建築協定、開発要綱念ど自治
体のとb得る諸規制手段の検討も‘現在行われている手段の効果測定も含め
て必要と念っている。また実際K住民運動として環境整備運動をすすめてい
る地区 Kj;,＇~て、住民に具体的成果を返し念がらの調査を行うととも研究者
K要請されてきている。
いずれにせよ．居住地環境整備の計画理論を得るために必要念研究は数多
〈．本報告も計画理論の獲得のために幾分かの寄与ができれば幸いである。
一10~
n-2 諦願陳情からみた住民の環境整備要求
に関する調査研究
竹内陸男
Il-2-1 はじめに
住民の社会的生活諸手段の決定的不足と環境問題の深刻化という事実は．
住民運動の展開を促した。その中で住民は身近念生活関連施設K対する要求
の実現をめ守って次のよう左課題を提起している。第ーの点は地方自治体の
行政が本来、住民の諸要求を実現するためのサーピス行政を担っているKも
かかわらず．それが放置され環境悪化が進むととK対する行政責任の問題で
あ.＇：！ .第二の点、は住民が地域社会の主体的念管理者であるという自治の認識
を原点K.環境盤備計画の方向を展望しようとする問題である。前者は行政
の公的責任を明らかにする問題であり、後者は住民のための下からの計画理
論をどのようK具体化するかという問題でもある。
とれらの問題を考える場合．現在の地方自治体が住民の諸要求を実現する
ための行政を行うという建前の問題と、実際はそれが歪められて統治構造の
一部として機能している自治体の問題と‘さらにとの自治体のもとでの行政
の中身の問題とをそれぞれ区別して理解する必要があるといえる。
従来．都市計画K限らず．すべての行政計画は一般的に国の仕事と認めら
れていたために、計画主体及び計画作成過程の手続にがいて．その法的規定
は明らかに上からの計画を段階的に順次末端に達せしめるという計画体系が
組み立てられでいた。それ故K.現行計画法は直接住民の権利を制限する効
力を持つ計画K限つてのみ一般公衆の縦覧に供し．利害関係者の意見申出を
法的K認めているほかは．わずか陀審議会方式及び地方自治体による意見聴
取方式という形式的念間接的住民参加を認めているKナぎ念い。文、住民が
切実K要求している生活環境整備の問題．つま bサーピス行政K関しては．
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行政機関の自由左裁量にをかされている商が多い。叉その実効性を担保する
法的根拠を全〈待ってい念い。
とのように現在の計画体系を振タ返ると．行政計画の中心的課題の一つが
住民の生活に身近念環境整備の問題であるにもかかわらず．それを積極的に
解決する仕組みと念ってい念いととは明らかである。確かに．行政内部に沿
いても現代の行政活動が多様化したとと．領域が拡大したととを認識の出発
点、としつつ．新たに公的念調整機能を強化するとと．社会的念行政需要を先
取P的K計画するととが課題とされている。しかしとの問題も．住民自治の，
原点、行政の質の問題をどのように捉えているのかを注視すべきであるとい
える。叉、現在．住民の行政参加は．制度としてわずかに議会への請願陳情
が保障されているKすぎ念いが．その中身がどのよう念ものかを検討する必
要がある。
地域環境の悪化．現代行政の対応の不十分さ‘ととに住民の積極的念環境
整備への取り組みが活発化し．従来の上からの計画体系の矛盾をのb越え．
新たな下からの計画体系の確立を要求している。とのように現在の計画行政
の矛盾を明らかにしつつ．現実の生活に密着した個々の住民要求にもとずい
た計画の作成と計画実現過程の問題を、特vc.計画主体と計画作成手続、そ
の実際の運用過程．計画の実効性を担保する方法等の検討を通して追求し．
いわば．下からの計画体系の確立を求めるととが必要である。
住民の主体的念地域環境への取り組みが積極化しつつある中で．ただ単vc.
住民要求を羅列的に把握するだけでは意味が左いといえるが．まず、いかK
様々な住民要求が具体的念実態としてあるかを知る必要がある。その意味で．
住民要求を行政に反映させるための請願制度に着目し．ととでは東京都の各
区議会（住民K最も身近念行政体｝に提出された請願陳情を資料にして．第
-vc、住民はどのよう念内容の生活環境の整備K自治体K要求しているのか．
さらに．その要求の組織的念背景にはどのよう念特徴があるのかを明らかに
する。第二l'C.住民の行政参加としての請願制度の中身の問題を．請願陳情
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の処理経過を明らかKするととで検討する。
Il -2-2 生活環境整備に関する住民要求
住民による生活環境に関する整備要求は様々念形であらわれている。問題
の所在により保健所．警察署、苦情相談所、直接問題発生源へ．叉、地元議
員．有力者を通して解決を求める者。しかし、住民の個人的左要求としてで
念〈．地域的念要求としてみる念らば．それは議会K提出される請願錬情と
いう形の中陀多〈あらわれている。
表－ 1は．東京都の世田谷区住民による都議会及び世田谷区議会K提出さ
れた請願陳情のうち．生活環境整備に関連する要求項呂を比較したものであ
る。一要求項目の分類は大まかに．都市施設に関する要求．環境担害K関
ナる要求．開発事業に関する要求と三つに分類し．都市施設に関しては．さ
らに供給処理施設．道路交通施設、公園施設、児童福祉施設．社会福祉施設．
教育施設に分類して整理したー との比較で明らか念ように．住民の生活
K身近在環境整備の要求は．行政範囲の問題と関係するが．地域住民に最も
密着した行政体の議会（区議会＞ K.ほとんどが提出されている。
東京都の各市区町村議会K提出された請願陳情の状況を比較すると．か念
りの相違がある。大まか念地区別の件数状況をみると．都心部．外局部の件
数は少〈．周辺区部住宅地に最も多い。図ー 1.表ー 2は西南部周辺住宅地
（世田谷．太田）．東部周辺住宅地（足立．葛飾｝と．副都心（新宿．渋谷｝
密集住宅地（台東．墨田）をそれぞれ比較したものである。件数の相違は地
区住民の問題意識に関係し、必ずしも地区環境と相似しているとはいえ念い
が、要求内容Kついては.$；＂$＞よそ地区の問題状況を反映しているものとい
える。特陀周辺部住宅地での問題は、急搬なスプロール化K伴う道路交通施
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設等の不備にとも念う住宅地としての基礎的条件の欠陥を示すものである。
周辺区部住宅地としての世田谷区を例にと!J.さらK検討する。表－ 3は
年次別に要求項目を整理したものである。 （昭和4I年から 45年までの請
願陳情の合計件数は62 0件、と ζに示したのはそのうちの環境K関連する
要求50 2件で全体の約80 9らである｝
要求の特徴は、道路交通施設（4 0 9ら）．教育施設（ 2 1 9ら）だけで全体
の60 %を占めている。項目別にみれば、小学校施設66件、交通安全施設
6 5件．道路舗装改修34件、側溝排水溝の暗渠 31件．中学校施設25件．
保育施設21件、児童遊園地施設16件等が主左ものである。
とれらの要求の合計件数が全件数の I/2 VC達しているが．特に自動車交
通と密接に関係している要求が全体の約40%以上、幼児学童の生活K関係
ナる要求が約50%近〈を占めているととは注目に値する。
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表－ 1 都請願と区請願の内容及び件数比較
要求内容
i 区請願
件数！ % 
(1) 
(1 0) 
F一望ー顕一一一一iι与→~
9 
319も
’7守。
(1 2) 
11% I 1 2 29ら
( 1 9) (1 0) 
1 1 3 : 1 oo;o Ii 4 s I 1 o o;o 
く注＞区請願全件数 14 6件 （昭和45年度比較｝
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表－ 2-a 表－ 2-b
世田谷区 大田区
中小河川の整備改修 8 中小河川の整備改修 4 6 
i 7 
用水路・排水下水港整備 6 排水溝・下水道整備 2 (2.69も｝
側溝整備改修 3 (8.7抑 側溝・排水溝有蓋化（歩道） 1 1 
側溝・排水溝有蓋化 1 0 道路舗装整備（河川敷） 6 
道路舗装改修 8 安全施設整備（歩道） 2 5 
安全施設整備 2 5 交通規制 2 
53 
交通規制・駐車規制 4 70 区道認定（道路舗装｝ 4 
区道路問題 5 補助道路問題 2 
幹線道路問題 4 幹線道路問題
駅設置問題ー 1 0 鉄道高架化
パス路線存続 4 
(35.7%) 駅設置問題 (23.19ら｝
児童遊園地設置 8 
一 1 1 
児童遊園地（河川敷｝ 2 1 
公園整備 2 公園整備（河川埋立） 1 0 61 
運動施設整備
(5.6%) 運動施設整備（河川敷｝ 3 0 (26.6%) 
保育所墜備士曽設 7 保育所設置 1 1 
幼稚園施設墜備
1 8 
4 幼稚園施設々置 4 1 9 
学童保育施設々置 7 
。2%)
学童保育施設児載官 4 (8.3%) 
福祉厚生施設 8 1 1 社会厚生福祉施設 2 4 2 7 
l－一叩I
保健医療施設 3 (5.6%> 
小学校施設整備 3 0 
医療施設 3 (11.8%) 
小学校施設整備 3 2 
一一 40 
中学佼施設整備 8 中学校施設（防音施設｝ 7 
44 
給食センター問題 3 
(1 7. 5%) 
学区域問題
特殊学級及び学区域 3 (22.6%> 日照権問題（高層建物｝
高層建物立地問題 4 工場・新ト幹機線会・ 1 2 ジェッ 害
1 7 
ポーリング場立地 3 違反建築の問題
工場会害 20 特殊建物の公害
不法建築物の問題 6 都市計画区域・地区変更 2 (7. 49ら｝
特殊建築物の問題 4 住宅建設 2 
(10.3%) 
地域指定変更．地区指定 2 敷地買収・区道弘下げ 2 6 
土地区画整理問題 3 ゴルフ場廃止（開放｝
再開発問題 2 (1. 59ら） 掘埋立促進 (2.6%) 
住宅建設（職員） 2 
2 2 9 (1009も）
建築線指定
1 9 6 (1 0 0知
表－ 2-d表－ 2-c
葛飾区
中小河川の墜傭改修
排水設備・下水道整備 3 6 
公衆便所墜備
ゴミ処理問題 (3.2知
用水路・河川崎渠化（歩道｝ 1 3 
道路舗装及び改修 3 4 
安全施設整備 2 6 
区道認定〈道路整備｝ 7 
87 
橋増幅問題 2 
自転車置場設置
バス停留所増設
鉄道増線
駅前広場整備拡張 2 (4 5.8%) 
児童遊園地（暗渠利用｝ 1 0 1 3 
運動施設整備 3 (6.B'lら｝
保育所設置 1 9 
幼稚園施設々置
可 26 
2 
学童保育施設（児童館｝ 5 
(1 3.7%) 
社会福祉施設（自治会館｝ 1 0 
1 4 
保健医療施設 2 
il..4勉
施設利用 2 
小学校施設整備（絞地｝ 2 6 
中学校施設整備 B 38 
給食問題（赤痢発生｝ 3 
特殊学級施設
(20%) 
工場公害 2 
工場建設反対
空地利用問題
住宅建設促進（公営｝
校地拡張反対 4 
，共同テレビアYテナ設置 (2＇｝ら
1 9 0 (I 0 0%) 
足立区
中小河川改修（埋立｝橋 4 
用水路整備改修 7 
排水設備・下水道整備 7 24 
側溝整備改修 5 
し尿汲取り問題 (6. 7?0 
下水路・水路暗渠化（通路｝ 4 0 
安全施設整備 3 5 
道路舗装改修 3 9 
区道認定〈道路整備｝ 3 8 
区道変更拡幅問題 7 165 
補助道路事業の問題
幹線道路問題
立体交叉化
駅整備 3 (46.3%) 
児童遊園地設置 1 4 
会関整備（処理場利用） 4 22 
運動施設聾備 4 (6.2'7ら｝
保育所設置 2 5 
幼稚園施設設置 45 
学童保育施設及び児童館 1 9 。2.6%)
福祉厚生施設（ゴルフ場利用｝ 1 1 I 7 
保健医療センター 6 (4.8%> 
小学校施設整備 4 6 
中学校施設整備 1 1 59 
小学校分校設置
特殊学級設置 (1 6.6%) 
ポーリング場立地 4 
自動車及び工場公害 8 1 5 
工場及び野戦病院立地 2 
職安施設移転要望 (4.2%> 
流通業務団地造成問題
住宅建設｛公営・職員｝ 6 
8 
低温流通体系の問題｝
ポスト設置 α.2%) 
3 5 6 (100%) 
? ? ?
?
表－ 2-e
渋谷区
中小河川の整備（暗渠化｝ 2 
2 1 
排水溝・下水道整備 1 8 
水道管改修
(28%) 
排水溝暗渠（遊歩道） 6 
道路整備改修
1 2 
安全施設整備 4 
交通規制 (16%> 
児童遊園地整備 6 
9 
公園整備
運動施設々置 2 (1 2%) 
保育所設置 3 4 
学童保育施設整備 (5.3%) 
社会福祉施設 6 (8'7ら｝
小学校施設整備 1 4 
1 7 
中学校施設整備 2 
特殊学級施設 (2 2.7%> 
建物公害 i→ 3 不法占拠の問題
特殊建物の問題 (4%> 
土地区画整理（換地） 2 
防災街区造成事業 (2.7%) 
道路上利用の問題
7 5 c1a0%> I 
???
表－ 2-f
新宿区
中小河川の整備（水害｝ 2 3 
河川架橋 (6.5知
安全施設（街路灯） 2 
区選認定
区道拡幅 2 1 0 
道路新設笹備
地下鉄駅設置・改札口 4 (21. 7%) 
児童遊園地整備 7 
1 2 
都市公園 2 
区営グランド・運動施設 3 (26.1 %) 
保育施設 3 4 
学校開放 (8.7%) 
福もtセンター・図書館 4 5 
老人ホーム (1 0.9%) 
小学校施設整備 7 
1 0 
中学校施設整備
高等学校施設 (21. 7%> 
商業地域指定
区営葬祭設備
表－ 2-g 表－ 2-h
台東区 墨田区
道路改修 中小河川整備改修
安全施設設置（歩道施設｝ 1 1 安全施設整備 3 
幹線道路句題（ターミナル｝ 155 区道拡幅問題
66 
都電撤去 幹線道路｛移転補償）
パス停留所設置 (32.69ら） 鉄道改造問題 (1 8.2%> 
児童遊園地設置 7 8 児童遊園地設置 8 (24.2知
公園整備 (1 Z4%) 保育所設置
3 
保育所整備増設 2 幼稚園施設設置
7 
幼稚橿施設設置 4 学童保育施設整備 (9%> 
学童保育施設 (1 5.2%) 社会福祉施設
社会福祉施設（縛物館） 4 小学校施設整備 7 1 0 
医療施設整備
6 
中学校施設整備 3 (30.3%> 
施設利用問題 (1 39ら｝ ポーリング場立地問題
小学校施設整備 工場公害
4 
建物公害の問題 2 
容積地区変更 (4.39ら｝
L Pガス施設立地反対 2 （~ 
3 3 (1 0 
住宅建設の問題
7 
店舗建設の問題
？ （区道廃止）払下げ問題 3 
土地利用（駐車場設置｝ 2 (1 5.2%> 
4 6 (1 DD%> 
請願提出年度（昭和）
く都市施設に関ナる要求〉 『』内申唱『一ー』占』』一一 回一唱V h’・ー 小 計
41 42 43 44 45 
処理 中小河川の整備改修 8 9 
用水路の整備
排水・下水溝の整備改修 4 2 3 11 
側溝設置改修 2 4 
（処理｝小計 1 5 4 5 2 27 
道路 側溝・排水溝改修有蓋化 2 3 5 8 1 3 3 1 
交通 道路舗装・改修 6 7 ？ 2 1 0 34 
交通安全施設設置 7 1 4 1 1 20 1 3 65 
交通制限・駐車制限 2 4 2 5 14 
区道l'C$.＂－ける問題 4 2 8 
補助道路l'Ci,~ける問題 2 
幹線道路l'C$－ける問題 3 2 4 1 0 
交叉点立体化の問題 4 4 
鉄道拡幅・新設の問題 4 5 1 0 
lR設置問題 1 6 1 6 
パス路線存続問題 4 4 
（道路交通｝小計 28 29 40 50 51 198 
公園 児童遊園地設置 2 4 2 6 2 16 
公園整備・増設 2 2 5 
運動施設々置 3 5 
（公園｝小計 5 6 3 6 6 I 2 6 
児童 保育園増設 3 8 3 4 3 21 
福祉 幼稚園整備増設 4 5 
学童保育施設々置 3 4 9 
保育関係 2 2 3 
（児童福祉｝小計 1 2 9 6 11 4 42 
社会 福祉厚生施設々置 6 4 2 1 3 
福祉 保健医療施設 3 3 6 
施設利用・助成 6 3 2 1 3 
（社会福祉）小計 1 5 5 7 4 32 
9も
5.49ら
3 9.49ら
5.2% 
8.49ら
6.4% 
教育 小学校施設整備 1 5 1 5 9 15 1 2 66 
中学校施設整備 6 ？ 2 2 6 25 
1ド陪侍食殊学センタ K闘する問題 3 3 2 9 
級・学区域の問題 2 5 
（教育｝小計 23 27 1 3 21 21 10 5 20.9% 
I く環境阻害K関する要求〉
1規制 局層建築物になける問題 2 3 2 8 
ポーリング場l'C$.＂－ける問題 3 2 8 
工場・自動車等騒音公害 3 3 7 
不法建築物の問題 3 2 ヨ 9 
3 2 7 
地域地区指定及び保存 2 2 5 
（規制保存）小計 8 6 8 1 2 1 0 44 8.~9も
く開発事業K関する要求〉
世
開発j土地区画観事業問題 1 4 1 5 
地区再開発問題 2 2 3 7 
団地造成の問題 2 2 
（開発）小計 2 3 1 9 24 4.8% 
その 住宅建築促進
他 建築線指定
スーパーの立地問題 2 2 
（その他｝小計 2 4 
計 108 86 86 1 09 1 1 3 502 100% 
表－ 1 生活環境K関する年次別要求項目の分類（昭和41年～ 45年度｝
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＜注〉 請願陳情件数は．順次. 1 4 0件.9 3件、 11 7件、
1 2 4件. 1 4 6件であ夕、 5年間合計件数62 0件
D-2-3 住民要求の組備。特徴
住民要求が地区別にか念り相違しているととはすでにみた（図ー 1.表－
2）。ととではその住民の組織的念特徴をみる。
図－ 2は8地区の組織別要求件数の割合を示したものである。一組織別
の分類は以下の 10分類とした。く小中学校PT A ・保育園幼稚厨父母の会〉．
〈町内会・自治会〉．く商店会等利益団体＞．く婦人会・老クラブ等の組織〉
＜官製団体＞．く政治団体・労働組合〉．〈個人的な要求＞、く地域住民が
任意に署名した要求＞．〈環境に関する積極的念連絡会組織＞．〈その他＞
周辺部住宅地は比較的類似した傾向を示しているが、副都心部、情集住宅
地ではかなタ地区別K相違している。全般的念特徴は、地域住民が既存の組
織Kとらわれず任意に署名する要求が非常に多いととである。その次に多い
のはPT A ・父母の会の組織を通した要求である。 ζのととは．現在の都市
VC：！＞－ける住民コミュニティのパターンを一面で示しているといえる。文．周
辺部住宅地では積極的に環境問題に取タ組む連絡会組織が数多〈結成されて
いる事実も注目すべきである。
表－4は世田谷区の例をとり．組織的K要求項目を整理したものである。
く地区住民Kよる連署＞ 33%、＜PTA・父母の会＞ 2 6 %、〈町内会・
自治会＞ 1 3 9ら．く環境問題連絡会一表－ 5>1 1 %が主まものである。
組織的要求項目で特徴的念のは．要求件数が多い小中学校PT Aの要求の
ほとんどが学校施設の整備であ!J.父母の会組織は幼児の歩行空間の盤備を
要求し．商店会組犠は道路交通関係の問題をとhあげる念ど．それぞれの組
織によって．要求項目はか念タ限定されたものと念っている。
とれまで請願陳情を要求別及び組織的K分類し念がら．件数の割合でその
特徴を検討した。しかし．単K件数比較だけで整理出来るものでは念い。 1
件1件の請願陳情はそれぞれK様々念内容を含んでいる。その意味で．請願
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者人数をととで検討するととは．若干の補足Kなb得ると思う。
図－ 3 は組織（町内会・自治会• p T A・父母の会．商店会．積極的念連
絡会組織｝を通した請願陳情の署名人数をそれぞれ示したものである。中で
も．同じ請願1件にしても．数人で要求するものから.3, 0 0 0人以上の署
名で要求するものをで様々であるが．とれにより大まかな組織性をつかみ得
る。 PT A・父母の会の組織力は高〈．大よそ1,5 0 0～2, 0 0 0人．町内
会・自治会は 50 0～1. 0 0 0人．商店会は25 0人前後であ.！：＞ .環境に関
ナる積極的念連絡会組織は50 0人以上がほとんどでか念り高い組織性を示
している。
図－ 4は既存の組織Kよらず地域住民が問題状況Kよb任意に署名し要求
した請願陳情のみを取り出し‘それぞれの請願者人数で‘要求項目別の組織
性を検討したものである。
要求件数として多い住宅地囲bの道路交通施設君主備の要求は組織的には低
いといえる。住民に身近念要求であるととは‘同時K空間的限界として組織
的要求にはなPl'L （い性質のものである。しかし一方．保育幼稚園施設等の
幼児の生活K関連する諸施設の要求は地域住民の共通の問題として高い組織
性を示している。又．環境整備要求としてでは念〈．上からの大規模念開発
行為K対する防衛的要求もか念り高い組織性を示している。
-12ひー
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3.6 
図－ 3 組織別請願者人数
講願者人数 〈注〉組織名だけのものは除外した。
主rr 初日日人｜商店会組織Kよる請願者人数I 2 3件（ 2 7 ) 250白人 初日日人r l~~f 5，日日日人
2,0日日人 25日日人 3.000人
自治会組織Kよる請願者人数
4 0件（ 6 2) 
1,000人 1. 5日日人 2000人 2,50日人 初日日人
????
?
??｝???
?
?
??
?
???
?
??
2日日日人 2500人 初日日人
環境K関する要求の地域連絡会組織
Kよる請願者人数
3 8件（ 5 4) 
以上
初日日人
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要求項目別請願者数
＜注〉地域住民連署による請願のみ（ 1 6 1件）
00人
以上
図－ 4 
請願者人数
， 
要求項目 500人
中小河川の整備改修 － ー一
用水，下水，側溝整備 邑~ 
排 暗渠化』
一ぴ改修主
交通規制，駐車制限民ι
交通安全施設整備
区 街 路 間 題 ;,_ 
補助街路問題
幹線街路問題匡旦ー
交叉点立体化問題
鉄道地下鉄化 一
駅 設 置 問 題 一 2,0 
パス路線存続 一 且F
兜 童 遊 園地 － ー 戸
≫ 
公園， 運動施設」
保育園施設々置士三プ ｜ 
~i 幼稚園施設々置
学童保育施設
保育関係 般
社会厚生福祉施設
保健医療施設
(( ， 
~ 区 域 変 更 』－・E・－
高層建物立地 』一
ポーリング場立地
工場，自動車公害 = 
不 法 建 築 物 It E圃・
特妹建物立地
地域指定（変更） t. 
・1
土地区画整理問題． 
地区再開発問題
団地造成問題
????
表－ 4 組織別要求項目（昭和41年～ 45年合計）
組 地 p 町 要 商 婦 宮 個 そ
織 域 T 内 求 店 人 製
名 A 会 の 会 団住 ft ，園、 会 体． め 手U の 合計民 父 の 等 ，.、自 益 連
要求項目 連
母
治
連 団 団 盟の 絡 体署 会 会 会 、＿， 体 、＿， 令 人 他
中小河川の整備改修 7 9 
用水路の整備 2 3 
排水・下水溝の整備改修 7 2 11 
側溝の設改修 卜1~ 4 側溝・排水溝改修暗渠化 3 7 2 2 3 1 
道路舗装改修 20 2 6 3 34 
交通安全施設々置 22 1 6 8 6 4 6 6 3 (6 5) 
交通制限・駐車制限 1 0 2 14 
区街路の問題 4 2 8 
補助街路の問題 2 
幹線街路の問題 4 2 4 1 0 
交叉点Uz:体化問題 2 4 
鉄道新設拡幅問題 3 4 1 0 
駅設置問題 2 5 9 (1 6) 
パス路線存続問題 2 2 4 
児童遊園地設置 4 2 5 4 1 6 
公園整備 2 5 
運動施設設置 2 5 
一ーM争E
保育施設設置 ？ 2 5 3 2 1 
幼稚園施設設置 2 2 5 
学童保育施設々置 3 4 I ？ 
保育関係（助成） 5 7 
社会福祉施設整備 4 3 3 1 3 
保健医療施設 3 2 6 
施設利用．〈助成｝ 2 3 9 I 3 
小学校施設整備 66 66 
中学校施設整備 25 25 
給食センタ－(IL関する問題 2 3 2 2 9 
特殊学級・学区域変更 2 2 5 
高層建物立地 5 2 8 
ポーリング場立地 3 3 8 
工場・自動車会害 5 7 
不法建築物の問題 8 9 
特殊建物の立地 3 2 7 
地域地区指定・保存 2 5 
土地区画整理問題 2 7 5 1 5 
地区再開発問題 3 3 7 
団地造成の問題 2 
住宅建設促進
建築線指定
スーパーの立地問題 2 2 
1 61 1 2 7 62 54 27 21 1 4 6 20 49 3佃 2>
合計 (3 3%) (26%) (1 3%) (11%> (5%) (4怖 (3%) (4%) (100%) 
表－ 5 環境に関する連絡会組織の例
世田谷通り信号機設置期成会 谷沢川根本的改造工事促進有志会
環 8沿線交通安全を願う父母の会 鳥山南側改札口対策会議
災害から子供を守る会 局速道路5号線反対同盟
子供の遊び場をつ〈る会 鳥山北住宅道路対策協議会
遊園地公園をつ〈る会 中央局速道公害防止協議会
世田谷Kスポーツ施設をつ〈る会 新玉川線高架反対全線地下鉄化促進問題
区立保育園設立協議会 新玉川線~設置対策促進会（委員会｝
OOl'r保育所をつくる会 高層建物建設反対期成同盟
鳥山地区l'L:O才児保育を実現する会 鎌田地区トラ7クターミナル設置反対委員会
砧地区々立幼稚園設立促進会． 用賀清掃工場建設反対同盟
00地区幼稚園設立準備委員会 小田急下＂jt沢地区拡幅工事対策協議会
00地域学童保育設置促進協議会 00地区土地区画整理対策協議会
学童保育所をつくる会 下北沢地区開発促進委員会
世田谷生活と鰭康を守る会 三軒茶摩地区再開発促進協議会
:1t沢地区観幽曜設促進委員会 希望夕丘団地対策協議会
学校給食問題協議会
自閉症児親の会
精神障害者家族会
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U-2-4 周辺郁住宅地の環続問題
とれまで具体的念住民要求を．請願陳情を通して．その要求内容別．組織
別特徴について検討した。そとではいかに様々念住民要求が実態としてある
かを知~.大まか念その特徴をつかみ得た。しかし．単K数量的左把握のみ
では十分とはいえ念い。請願陳情の中身は．その地区の特殊念問題状況を直
接に反映し．その上．その地区の特殊な人間関係をも反映し．それぞれが違
った意味を含んでいるからである。数多〈の請願理白書を前K住民の切実念
要求を感じ念がら．叉‘いかK住民の生活K身近宏環境の整備が放置され、
悪化し、さらに破壊行為が進行しているのかを新めて実感したといえる。
図－ 5は世田谷区を例に要求地点を示したものである。とのように区内全
域K$＞いて住民の要求が顕在化している。まさK環境問題は金犠K$＞いで深
刻化しているといえよう。
ととU亡、周辺b占宅地の問題状況を住民要求にもとずいて若干の整理をす
る。
住民の要求を項目別に分類してその特徴を概観したが、実はその要求は相
互に関係し、解決のためには総合性が要求される。
必要念生活関連諸施設が放置されたままスプロールが進行し．さらK加速
的K密集化してい〈都市周辺部VC$＞いては、まず住宅を取タま〈周辺の排水
施設と道路施設の不備があげられる。田圃が埋立てられて宅地化され．狭い
農道のまま道路が出来あが~.自然排水が不珂能と念り、たちまち汚水が氾
濫する。とれK加えて自動車交通の激化が一層問題を深~J~亡する。自動車が
迂回路として住宅地細街路に侵入するととによp.不十分念道路排水施設は
破壊され、歩行K危険がともなお側溝排水溝の暗渠化の要求は．排水施設
の整備だけを要求しているというととでは念〈、排水溝の上を歩行空間とし
て確保しようとする安全確保のための要求がその背後陀ひそんでいるととに
注目し念ければ念ら念い。とれは従来必要とし念かった交通安全施設が切実
-12← 
念住民要求K念っているととを示すものである。信号機．ガードレールの設
置の要求が年々多〈念っているとともそのととを裏づけている。
とれまで都市の中小河川及び用水路はオープンスペースとして機能してい
た。ととろが下水道施設の不備が密集化の進行とともに．とれら河川への垂
れ流しを放任する結果を招〈。高密木造アパートの増大．簡易浄化槽の使用
によって汚水は河川へ放流する結果．都市の河川は下水化する。そのため降
雨時K氾濫をもたらし．環境衛生の悪化を招〈。もはや、中小河川．用水路
は従来の機能を失II>.逆K障害物と念っているものといえる。 ζれを暗渠化
して．その上を専用歩道としたタ．子供の遊び場とするという矛盾した図式
が出来あがる。
遊び場としての街路を毒事われた子供のために、様々念要求が現実。環境悪
化を反映し念がら．身近念問題として出される（公園施設．児童福祉施設等｝
住宅地から自動車を閉め出そうとする積極的念要求も生れる（交通規制．駐
車規制等｝。しかしとの規制もそのしわ寄ぜが他の道路K集中し混雑が起る。
そして他方での問題と念ってくる。とのように．現在の都市の生活環境の問
題は部分的念ものとしてでは念〈、それぞれが相互に関連し．重念タ会いな
がら順次悪化の方向を強めているのである。
生活関連諸施設の不足K自動車交通の増加が加わって．生活環境が加速的
K悪化しているが．一方κbいて周辺環境を配慮し念い事業によ q ても都市
の環境は破壊されてゆ〈。混雑した交通事情を解消するかのように狭い道路
の拡隔が計画きれて幹線道路が開通する。しかし．すでK市街化された地域
内lfC$-II>て．後追い的lfC.しかも局部的に計画が取タ上げられると交通を緩
和するどとろか、逆に周辺環境の悪化を促す結果に念って〈る。それは文．
単に環境悪化の問題だけで念〈．地域住民の生活権の問題が表面化する。従
来の商業活動の阻害．地域社会の分断とい内た住民の生活自体K大き念影響
を与えているととを見落しては念ら念ν、
さらK都市の環境を悪化ナる要因が重念っている。土地利用の混乱がその
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原因であるといえるが．建物の用途及び形態の混合化による住宅地の環境悪
化である。低層木造住宅地K建設される中高層建築物による日照被害．交通
発生源施設としてのポーリ Yグ場建設はたちまち住宅地環境を乱す。その他．
ガソリンスタンド．中小規模の工場の侵入による環境悪化念ど．その事例は
多い。文．住民の生活K必要念都市施設としての卸売市場、清掃工場．パス
廻送所等でさえも．大規模交通発生源施設という面からの周辺環境K対する
＋サ左配慮が欠けるためK、環境悪化の要因Kなってしまう。
以上．請願陳情を通して住民の環境整備K関する要求を検討してきたが、
周辺部住宅地にみられる問題は. 1 ）住宅地まわりの身近念諸施設の不備、
2）自動車交通量の増加による安全性の侵害. 3）用途混在を容認する土地
利用規制のあまさによる漫境悪化. 4 ）周辺環境への影響を無視した施設整
備事業その他の開発行為Kよる環境破壊、念どを要因として発生しているも
のといえる。とれらの住民が提起している問題の解決は極めて総合的念環境
整備計画の具体的手法の欠陥を厳しく追求しているものといわなければ念ら
念い。
-12ト
図 5 世田菩区1<$－吋る
生活関連諸施訟に対する要求発生地
請願書人数
• I～ 1 OD人．1日口、 5日O人
• 1,500～woo人
• 2.00トお00人
• 450ト 5,000人
• 5DOCl-I叩凹人
・組織名だけDも由
理 F
〈控〉
（小中学校施設整備要求及び助成，そ自他若干白もDを除〈｝
昭和4I年～45年自 36 4件医ついて
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H-2-5 荷額制度の問題点
ととでは住民の要求がどれほど行政に反映されているのか．それを請願陳
情の処理経過を明らかにするととで検討してみる。
住民要求としての請願陳情は‘議案と同じように本会議で委員会（総務財
政、区民、厚生．建設、文教．交通対策）に付託され審議される。表－ 6は
世田谷区を例にとり.4 1年～44年度全件数47 4件中．生活環境K関連
する要求38 9件（8 2 9ら｝についての審議結果を示したものである。
採択及び意見付採択は30 9件（ 79.4%＞、不採択は 16件（4.1 %＞‘ 
継続及び審議未了は 31件（ 8 9ら｝である。住民による者苦境整備要求は大よ
そ8割程、議会では採択及び意見付採択となっている。
表－ 7はさらに要求項目別の審議結果を示したものである。要求趣旨がも
っとも念ものはほとんど採択．区の行政能力を越え、叉．簡単に判断出来念
い街路網計画、地下鉄駅設置問題．法令改正等の要求は継続審議及び審議未
了．区の盤備方針K沿わ~いものは不採択．状勢の変化により要求の必要が
念＜~司たもの、又、変更のあるものは取り下げという結果に念っている。
ととで注意すべき点は、区当局で決定した整備計画とともに出される請願が
かなり多いというととである。
採択及び意見付採択の請願陳情は執行機関（区長．教育委員長．土木建築
部長等）陀送付される。しかしとの採択要求が議案と棺達する点、は．執行部
K:t~いて．義務としてその実行性を担保されているものでは念いというとと
である。その上、議会の議長は執行機関に処理経過の報告を依頼しているが、
その報告すら十分では念い。
表－ 8は42年、 43年度の請願陳情（環境関係）採択及び意見付採択舎
計14 0件が執行部へ送付きれ．その処理経過の報告があ司たもの 66件
(4 7 %> ＂てっき‘中身を検討したものである。その報告 Kよると．解決済、
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実施中．予算計上して実施予定というものが報告中の47 %であった。との
ととよ夕、議会での採択要求が具体的に執行されて阿るのは 1/4以下であ
ると推定し得る。財政的制約、行政範囲が越える問題等Kついて関係各方面
（大臣．知事．関係議員．公団、会社等） (IC要請交渉中とh うのが 13. Q %. 
土地取得難、技術的方法の不完全性等の問題で解決方法検討中が7.6 ~も．実
現のため努力検討するというのが 18 9らある。とのようにほとんどが具体的
念解決に至っていないのが現実といえる。
図－ 6は請願の流れを図化したものである。住民は紹介議員を通して（陳
情の場合は必要なし｝議会へ請願書を提出する。それは各委員会K付託され
審議される。議会は審議結果を住民f怯者K報告する。又．採択案は関係執
行部に送付する。しかし執行機関は当面の整備計画陀沿うものだけを実行す
る。そとKは具体的念住民要求の一つ一つK対する積極的左対応はみられな
い。文その限界が自治体内部の問題としてあるといえる。以上が現在の請願
制度(IC:Jo-ける大まか念実態である。
問題点の第ーは．請願制度の手続き的問題として．単に議会での審議結果
を住民K通知するだけで念〈．執行機関での具体的念取扱い及び処理経過を
住民K報告する体制が必要であるととである。同様(IC.区の行政範囲外の問
題でも．単K関係方面K要望書が送られるだけで念しその後の経過を報告
する必要がある。
第二は、区の行政範囲内の採択案であっても．結局．財政的念制約があり．
上位執行機関に補助金を仰がねば解決し念いという問題をどのようにするか
というととである。文．区の整備計画と個々の住民要求との調整陀も問題が
ある。
第三は．資金面での調達の問題と関連して現実の土地取得の困難性をどの
ように解決するのかという問題である。
以上は行政内部の課題として残されるがとれは現在の特別区行政をどのよ
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うにのb越えるのかという問題につ左がるともいえる。そしてそれが、そ
のまま住民の行政参加としての請願制度の中身を決定し、文、とのよう念現
在の限界をも明らかKしているとhえる。
図6 請願の流れ
（審議結果報告）
.JJ I 口 ι＋ I L 、 ロロ
44 54 27 1 9 2 1 09 
計 188 1 21 9 22 1 6 29 4 389 
ヲら 148.3% 31.1% 2.3% 5.79も 4.19ら 7.5% 1.0% 100% 
表－6 請願陳情審議結果（昭和41年～ 44年｝
（注．その他の項目は 1件中に部分的に相違する結果があるもの｝
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表一7 昭和41年～ 44年・生活環境に関する請願陳情・内容別審議結果
審議結果（ 4 1年～ 44年合計｝
；意採択｜継続｜審未了i不探用i取下｜その他
a_＿~ 
2 」
交通安全施設々置
-6「71一一五［一一五五｛ 195 
R~~Iコ「~I 叫旦J「－i----
2 I 1 I 41 2 I 
一一千--ti-~
道路舗装・改修
~4=~ s 街路~ I ,J ~ l 十；i 2. 2 
2 
I ！ 霞設置 一寸」「－－11--=t=il~一一一十一寸－ j 7「γ ｜ 
高層建築物の問題
ポーリング場立地 I 1 
工場・自動車公害
不法建築物の問題一一丁 3 
特殊建築物立地 I 3 
地域地区指定保存
土地区画整理（助成）
地区再開発問題
住宅建設（職員）
建築線指定
スーパーの立地問題
31 
2 3 6 4 
2 ：ー··~3 2 3 
5 
2 4 3 
2 2 4 
』一
=t= －「j
斗
3 
5 
g 
2 
3 
2 
計
1叫 86I 86 I 1 o 9 I~叫ぶ引；羽 2.3~1 s.~~l 4. ： ~I 7.~~J to~ 
表－ 8 処理経過報告の内容
件採7決数5 報件2告数4 
解予決実算実施実掘中施斉
関係当局 解決方法 努力．検解決不町能 その他
年度 方面に要 時期尚早
請交渉中 検討中 討したい 解決困難 報告絡）
予定
4 2年 6 (6) 5 (1) 4 5 (1) 
4 3年 65 42 2 0 (3) 3 (1) 6 3 (2) 6 
1 4 0 66 26 (9) 8 (2) 5 1 1 (1) 3 (2) 6 
計
100% 4 7% 1 3.6＇？ら 7.6% 18% 6 % ？？ら
寸弘× 100=47% 〈注＞表中（ ）の数字は 1件中に射る報告のあ
るもの (1)= 0. 5件として%を出ナ。
H-2-6 おわりに
今後はさらに．現在の地方自治体の計画の中身とその計画の実効性を担保
している方法Kついて検討したい。つま!1.補助金政策．資金調達の仕組み．
財源配分．税制処置．土地取得の方法．文それらを裏づけている法規定の問
題について批判的に検討したい。それは結局．統治構造の一部として機能し
ている現在の自治体行政の中身の問題．す念わち、上からの計画行政の問題
点を明らかUてするととである。もう一つは．主体的K地域の環境問題K取り
組んでいる住民運動の中から．手続き的左問題及び運用過程の在夕方とその
方向を模索したい。
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B-3 相隣環境としての戸外空間の構成に関する調葺研究
中林一樹
U-3-1 はじめに
人聞の生活は消費・生産・余眼の三極で構成されているのだが、一般に都
市では消費生活の場の集合として居住地が形成されている。との居住地を物
理的K構成しているのは．個々の消費生活の基盤である住宅が大部分を占め
る。居住者の生活は．住宅を中心として．一定の拡がタをもっているのだが．
その範囲は段階的に類別できょう。いわゆる隣タ近所という拡がタは．居住
地の構成単位であ.Lその最小段階としての範囲であると考えられる。とれ
を「相隣環境Jと言うととができょう。
「相隣環境Jは、日常生活行動のbと念われている環境としての「行動環
境」及び．個々には不町能1.c生活行為を共同化．社会化して．公的念施設と
して成立させた「施設環境Jとともに．居住地の環境構成要素として位置付
けられる。
本調査は、既成居住地の環境笹備計画Ki.'-ける整備需要測定のための調査
のー側面として．相隣環境レベルでの空間現象の直接的解析を試みたもので
ある。
相隣環境を形成している生活空聞は．更に建築空間と非建築空聞に分つと
とができる。環境整備は．その環境を安全・保健・快適・利便たらしめんと
するものに他なら念い釈であって．相勝司陽境にかいても、問機K要求されよ
う。本調査では、そのうちの利便性を主軸として、都市の既成居住地を構成
ナる粧麟環境Ki.'-ける非建築空間の実態を把握しようと試みた．ナ念わち．
相際環境での利便性を・往生活の場としての住宅周辺一戸外生活空間ー
が．各種生活機能K対応して．如何念る使われ方をしているか・という観点
一137-
から追求したものである。
居住地Kl>-いて．一般に．その居住密度が高〈なるというととは．住宅と
しての建築空間が個々に狭小化し、密集していくとともに戸外生活空間も狭
小化し．その使われ方が複合化し．共同化していくとととして現象してくる
と考えられる。それは、限られた狭い戸外生活空間での利便性を高めようと
している生活のあり方（使われ方）のあらわれであろう。そうした複合化・
共同化された空間システムに対応した生活のルール、逆Uて言えば．そうした
現実の生活ルールK合致した生活空間のシステムは、未だ確立されてい念い
と言え主う。とのように‘との不充分念生活空聞に蓄積されてきた、居住者
の創意工夫の具体的表象としての「生活実績jを探るととから、現実の生活
者Kより近接した都市住宅及び居住様式を催立するための指針を得ょうとす
るものである。
H -3-2 居住地相隣環療の現状と問題点
はじめに．都市Kl>-ける居住地相隣環境を構成している戸外空間（非建築
空間｝のbかれている現状とその問題点を概観しでなく。
( 1）居住地相隣環境と関違法規
建築及び都市花関する現行の諸法規としては、建築基準法・都市計画法・
都市開発法を中心にして、数多〈制定されている。ととろが、その内容は．
概略的にはさクロ念単体規定と、マクロ念集団規定とから念っている。前者
は．建築体そのものの規定であるし．後者は都市νベルでの地域地区制K代
表される規定であって．その中間領域K属する相隣環境を規定する法制は不
備であるといえよう。ととろが近年．との中間領域に係わる諸問題が顕在化
している。例えば、日照、通風防害やプライパシイ侵害・私道問題・相隣関
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係念どで．とれらは都市化の波が都市環境を悪化してきた結果として．相隣
環境という領域K新たに発生してきた問題である。従って．とれらは個々の
建物敷地だけを規制しても解決されず．また地域地区制κ代表される集団的
念規制でも全面的には解決されえ念いという性格の問題念のである。とのよ
う念相隣環境に係わる問題の解決のための法的骨格を形成ナベ〈．日弁連に
辛子いて．日照権を中心とした「環境権Jの確立を目指して研究されているの
が現状であると云えよう。
また．我固には明治5年の「煉火家F言建築ノ御趣旨JK始まる建築関係法
規の歴史Kil-いて．生活の基地である住宅及びその相隣環境を直接的．全面
的K規定するととろの「住宅法」が欠如していた。わずかκ当初の市街地建
築物法に、全ての住宅は住居地域内Kあるものとして規定を受ける．という
項目があったが．数年後K削除されてしまった。とのととは．住宅そのもの
の設計計画Kil-いても．また居住地の相隣環境の整備にbいても．単なる技
術的左函だけでな〈．本質的K重大念意味を持っていると考えられる。
(2）帯構環境の衛生保持と戸外空間
住生活の衛生問題は．単に健康的念住宅の確保とhうだけでは念〈．同時
にその相隣環境としての戸外生活空間が健康的であるととが必要である。従
って．居住地の相隣環境の衛生保持という側面からも．戸外生活空間は重大
な役割を果している訳であるが．その生理的条件としては．排水・日照・通
風・防火・防塵・保安・防音が．また心理的条件としては．独立性と自然性
の確保が要求されよう。
排水は敷地の性状に係わるもので．日照・通風・防塵・保安・防音は敷地
の位置や地勢に係わる他．とれらはすべて、周囲の状況（相隣環境｝陀係わ
るものである。更に．独立性・自然性も大きく周囲の状況に係わるもので．
前者は視覚的ベライパシイの保確と同時K音響的プライパシイの確保を要求
し．後者は、不当な心理的疲労の排除のための自然性を要求するものである。
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とれら．相隣環境の衛生保持のため陀は．戸外生活空間が個々に一定量確
保されるととが必要であるとともvc.相隣環境として個々の空聞が組織的に
確立されるととが必要であろう。居住密度が高ま9.個々の住宅敷地が狭小
化すれば、その戸外空間も狭小化するであろうと考えられ．それは同時に相
隣環境を悪化させていくのである。そとでは．更に一層．組織的に戸外空聞
の確立を図.tJ.その機能を相補させてゆ〈必要がある。
(3）相隣環境を構成する戸外空間の序列化
戸外生活空聞は、その使われ方や維持・管理念どむ面から．格異念る性格
の領域に序列化されよう。一般的には．私的空間・共同空間・公共空聞に類
別される。そζで．戸外生活空閣の使われ方の実態を把握し．その複合化・共
同化のγステムを探るKあたり．戸外空間の概念を規定してか〈ととにする。
他的空間としての戸外生活空間）
一家族以下の生活単位によって使用・維持管理されるスペースである。具
体的Kは．住宅等に付随するパルコニー・テラス・パティオ等を含めた個人
庭園、及び特定の個人が使用する資材置場や空閑地・耕作地念どである。
（共同空間としての戸外生活空間）
特定多数の人が、個人K代わり共同で維持管理し．利用し合うスペースで．
具体的には．集合住宅の敷地内空間や共同駐車場・寺社境内・クルドサ yク
状の私道（アプローチ）近隣遊園・共同物干場左どであって．とれらは．共
同化しうる生活機能及び共同化するほうが有効な生活機能に対応するスペー
スと考えられよう。
（共同空間としての戸外生活空間｝
不特定多数の人が自由K利用し．公共機関によって維持管理される空間で
ある。具体的には．道路・公園・公共駐車場・各種会共施設の敷地内空地念
どであろう。居住地の相隣環境を形成する公共空間は、地域の日常生活K密
接したものとして．地域共同的性格を帯び．地繊特性に合致した空間形態を
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なすであろう。
都市空聞には．容易にとのように三区分されえ念い部分も多＜.c・アレ
キザンダーと S・シャマイエフによれば．・コミュエティとプライパシイK係
わる空間領域のヒエラルキーとして．
。都市一公共的（Urban.Pablic) 
。都市一半公共的（Urban-Semi Publicう
o集団一公共的（Group.Public) 
。集団ー私的（αroup.Private)
。家族一私的 tFam i 1 y -Private ) 
。個人．私的 (Individual.Pri va加｝
のように六区分している。 （註 1) 
との六空間領域と三区分した生活空間との聞には．次のよう念関連が考えら
れる。
都市一公共的、
都市一半公共的一ーラ公共空間
集団ー公共的く1
2 二〉共同空間
集団一私的－－－
家族－私的～～、ι 
二コ〉私的空間
個人ー 私的－－－
とうした生活空閣の序列化は、空聞に要求される機能とその機能に対応する
人聞との係わb陀会いて決定されるものであって、空閣の所有形態（専有・
共有・公有｝とは必ずしも一致し念い。従って、居住地の相隣環境tc~ける
戸外生活空聞は．住生活の場として構成されているのであるから．その所有
形態よ b もそζK~ける生活行動に注目するととが必要である。
0・アレキサンダー（注 1) 「ヨミュニティとプライパシイ l 岡図書好一訳s .シャマイエフ
鹿島出版
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Il -3-3 実態調査と分析
( 1）調査対象地区の選出と慨況
都市の相隣環境を構成ナる戸外空聞の使われ方を調査するに当って．一般
的念市街地居住状態の傾向である居住密度の高密度化K鑑み居住密度と住宅
形式とを基準として居住地区を選出した。
選出基準としての住宅形式のうち．日本都市の現況から．各種併用住宅を
無視するととは問題であるが、その戸外生活空間の使われ方は． 「住生活行
為jと「労働生活行為jが混合されている訳で、純粋な「住生活行為Jの問
題としては．やや異念る形態をとると考えられる。従って．今回の調査にあ
たっては、専用住宅に限定した。居住地区としても、各種住宅形式が混合し
ていない、出来るだけ同種の住宅形式によって形成された地区を選出すると
と陀留意した。
住宅形式は、独立住宅・テラスハクス・長原・木賃アパート・中層集合住
宅とした。
居住密度は独立住宅の場合その敷地規模K対応していると考えられる。即
ち．狭小走敷地の独立住宅は、住宅戸数密度が高〈念9.一般的陀は、その
戸外空間の量も少な〈念夕、居住密度も高いはずである。故f'L.敷地規模と
して. 3 0 0坪以上、 30 0～1 5 0坪. 1 5 0～1 0 0坪. 1 0 0～5 0 
坪.5 0～2 5坪. 2 5坪下K区分し．居住密度の指標とした。
独立住宅以外の住宅形式については．特にその規模を規定してい念い。
との二指標を基準として調査対象地区を選出したのであるが、相隣環境を
構成しうる拡がりとして．道路に固まれた街区単位をと勺た。
以上よ 9.次の居住地を調査対象地区として選出した。
調査地区1 世田谷区成城6丁目24 .• 2 5 
2 目黒区柿の木坂2丁目 23. 2 4 
3 世田谷区用賀4丁目 24. 2 5 
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調査地区4 世田谷区用賀4丁目 24. 2 5 
5 練馬区図柄5丁目 7
6 江戸川区西瑞江5丁目 10. 1 5 
7 目黒区目黒本町5丁目 17. 3 1 
8 練馬区北町7丁目 15. 1 6 
？ 墨田区京島5丁目 35. 3 6 
1 0 世田谷区祖師谷4丁目 28. 2 9 
1 1 目黒区祐天寺 1丁目 23 
1 2 世田谷区桜丘2丁目 8
調査対象地区選出の資料には
昭和45年度版住宅案内地図帳（縮尺約 1/2000)
首都盤備局発行三千分の一地形図（縮尺 1/3000) 
新住居表示案内図（縮尺 1/2000～1/2500)
を用い．地図上で建築物用途混合の状況及び敷地規模の概略を調べ．更に現
地踏査で修正した上で．縮尺1/500のペースマップを作製し．同時に調
査対象地区を選定した。
各居住地区の概況は．表 1のようである。
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表住宅形式 調査対象 平均面（湖積 紙 況地区 敷地
成 城 290 i高級住宅地
独立住宅 ｜柿の木坂 1 1 7 高級住宅地
！上用賀 7 4.5 耕地整理地区で空閑地が多い。
用 賀 45 耕地整理地区だが．用途混合・宅地分割化
回 柄 22 スプロール地区で．私道開発地区
目黒本町 1 7 用途混合し．建て込んでいる。
西瑞江 16 構地盤理後の建売住宅地区
長原（町摩） 京 島 CZ 5 l 裏長犀の密集地区
木賃アパート :fl 町 (4) 木賃アパートの¥if;集したスフ．ロール地区
テラスハウス 祖師谷 1 2 二階建のテラスハウス団地
中層集合住宅！桜 丘 (1 6) 五階建集合住宅団地( 2 0 0戸. 3. 4 0 0坪｝
祐天寺 (15.2) 三・四階建マンション（敷地61 7坪）
注： （ ｝内は一戸当りの専用居住面積
注：独立住宅・テラスハウスの場合．道路としての部分を除き、障壁等で囲
い込まれた部分を「専用敷地」とした。
(2）調査の方法と内容
住宅形成及び居住照埋まを指標陀選出した 12調査対象地区K$-IAて．相隣
環境を形成する戸外生活空間の、住生活K$－ける使われ方を調べる方法とし
て．現地踏査Kよる実態調査を行念った。
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各地区の縮尺1/500のベースマyプを使ってその戸外生活空聞の現況
を固化する作業を進め念がら．次の諸点に沿って「戸外生活空閣のどの部分
が．如何まる目的で．どのように使われているかJを明らかにするものであ
る。
(1)戸外生活空間の使われ方かどの範噂K属するの治、
①Priva同（専用｝ ②Common （共用｝ ⑤Public（公共｝
(2）その使われ方は．具体的にどのよう老生活行為として表現されているの
か。
（司戸外生活空聞に要求されている生活機能は．本来戸外で充足されるべき
ものであるのか。或いは．本来戸内（住宅内｝で充足されるべきものが．
戸外空間の不備・狭小等、何らかの理由によD戸外!'CJ>-いて充足される
ようK左ったものであるの:6>o
(4）その機能は、戸外生活空聞のどの部分（位置） vc.どれほどのスペース
を要求しているの治、
とれは、戸内生活空間!'CJ>-ける往生活の実態陀関ナるフィールド・サーベ
イである。ととろが．戸外生活空閣の使われ方は同一空間でも．天候・季節・
週日・時刻念どによP異念タうるごあろうし．また常に限定された使われ方
だけではなく．多〈の場合．数種の使われ方が重複していると考えられる。
との調査は．昭和46年8.9、10月の雨天以外の昼間!'CJ>-いて実施し
たのであるが．調査の限界としては．調査時に念されてい念かった生活行為
やプライグァシーの度合の高い生活行為が欠落ナる恐れがあるととである。
逆vc.「サー ベイ lという調査方法は．住民にとっては習慣的・日常的で
あって、住民自身は意識しえ念い事項を把復するととが百T能でもあるだろう。
(3）調査の整理・分析
独立住宅は．専用の敷地K一戸建された住宅形式である。古来．日本の家
摩は木造が圧倒的に多〈．住宅は平家・二階家の独立住宅が主流であ弓た。
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それは農山漁村は勿論‘都市K~いても独立住宅が主流であった。従来そう
した都市住宅の平均的敷地規模は 10 0坪であったが．最近では 30坪（ 1 
0 0柑＞ K狭小化したと云える。
敷地規模の栢異によって、戸外生活空間の使われ方（生活行為）は、何ら
かの違いと念勺てその生活の場K反映されて〈るはずであるが．そうした相
異を越えて．戸外生活空間でなされている生活行為の具体事例を総体的に整
理したのが、表 2である。
表2 戸外生活空間での生活行為
生活行為 具 体 事 例
格 納 自動車・オートパイ・自転車・ウパ車・三輪車・遊具
収 納 家具・荒物・遊具など非日常的用具類
家 事 洗濯機・流し台・洗濯用具・物干・各種容器類・掃除呉
熱量供給 p Lガスボンベ・オイルタンク・その他国形燃料類の保管
l処理廃棄 ゴミ塵芥・荒ゴミ（ピン・箱・ガラクタ類） 浄化処理施設・
焼却施設・ゴミステーション
作 業 大工・工作（修理・営繕｝・自動車類掃除念ど
趣味休養 園芸（植木鉢・花纏｝・動物飼育・観賞・日光浴・読書
遊戯運動 子供（自転車乗！？ .ママゴト・その他｝・大人（ゴルフ・球技・
その他｝
情報案内 掲示・広告・標識・郵便等受・アンテナ
交歓出会 立話・集会・子守・
通行接近 アプローチ・一時駐車・停車・歩行路
とれらの生活行為は．原則的陀．独立住宅以外の住宅形式K~いても同質
のはずである。
今回の調査から、典型的念各地区の事例を整理してみる。
-14← 
E田柄地区〕
当地区は．平均敷地面積が約22坪ほどの独立住宅群であるが．各敷地は
障壁で聞い込まれてか1J.残りの部分は未舗装の道路（袋路状つ私道｝であ
る。その結果．各々の生活行為は一応各敷地内で満されているが．その私的
念戸外空聞は狭小であるため．大部分が．格納・家事・熱量供給・処理廃棄
として使われてしまっている。またアプローチとしての道路Kは自動車がほ
とんど侵入してとないため．子供の遊び場として有効ではある。
C西瑞江地区3
当地区は．建売住宅の密集地で．平均敷地面積は約 16坪ほどである。し
かも．敷地内には．ほとんど空地はな〈、それ故K.ほとんど塀類の障壁は
建てられて会らず．稀l'L.前面道路との聞に建てられているだけである。従
って．独立住宅ではるるが．各戸に庭としての戸外空聞は無〈．スキ聞とも
いうべき棟間空地は．格納・収納などの場として使われるだけである。それ
以外の一定量のスペースを要求したタ．動きを伴う．家事・作業・遊戯或い
は情報案内・交歓出会等の生活行為はすべて、その前面道路（幅員3m）上
で充たさざるを得t.V>。道路が狭小で自動車交通が稀少であるととが、結果
的K.そうした戸外生活空間を成P立たせている。更に．狭小念独立住宅で
はあるが. 2階建であるため.2階部分に戸外空間を持っととが出来る。そ
れは物干台であるが．同時に盆栽の置場に左った1J.収納の場であったタす
る。しかし．住宅のとエーテ 4リティ部と密接した軒下空間は戸内の狭小さの
ために、その延長として使われ．との空聞が、棟間空地である場合には．両
隣家で共同利用しあっている。 （図 1• 2参照｝
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図 1. 江戸川区西瑞江の建先住宅群IC＂＇ける住宅側面の
戸外生活空間としての使われ方
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C祖師谷地区〕
当地区は．テラスハウス団地である。テラスハウスの前庭は．各住戸の間
口幅（3.6～5. 4 m）× 1～1. 5皿の広さである。それは玄関前としてのア
プローチと同時K‘勝手口としての処理廃棄・家事のための場である。テラ
スハウスの特徴であるテラスは．間口幅×5.4～6. 3 mほどの広さであって．
居室部に面した戸外生活空間としての庭であると同時に、をた前庭では不珂
能念サービスヤードとして設計されているのだが．その使われ方もまさに戸
外vcjO-ける生活空間として．諸々の生活行為がなされている。各テラスは．
生恒等で囲まれているが．そとは自動車．自転車等の格納の場・軒下部分は．
収納・家事の場である他・仮設浴室を増設しているものもある。趣味休養の
場として．植樹された.！：＞ .花舗や盆栽が置かれているが．格納・収納等の住
生活K直結した行為にテラスを占められ．遊戯しうるだけのスペースが残ら
ないのが現状である。 （図5参照｝
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~ 
図5 テラスの使われ方（祖師谷）
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C京島地区】
いわゆる長犀の密集地で．人口密度69 9人／ha ともいわれる地区であ
る。戸外空間としては、長原前面の棟関空地だけで．それが迷路の如〈続い
ている。そとでは、盆栽・花檀による観賞植物及び蔦草類の栽培が盛んであ
る。とれは．年中使用するスダレと共K，住戸のプライパシイ確保としての
意味もあるのだろう。更に、洗濯物干場等D家事の場でもあ.P.唯一の物干
場として軒よ b高い竿受棒が林立している。また．それは．ナベて通路とし
ても使われているが．未舗装の上．幅員狭小のため．交通標識｛自転車を除
〈一方通行路｝はあるが、自動車交通は．一部を除いて不司能である。との
ととが．逆に、子供の遊び場としては有効念訳で、子供達は、との迷路のよ
う念通路で思い々々の遊戯K興ずる。そして、大人たちのコミ且ニクーショ
ンの場でもある。とのようK.との狭小な戸外生活空間は当地区の相憐環境
そのものであ.P.多様念使われ方をしている。 （図4参照｝
【北町地区】
木造アパートの密集した地区で．そのアパートは．一室型と二室型で．外
廊下式である。住民は夫婦家族が多〈．一定の家庭生活が行念われている。
ととろが、各住戸の居室面積は5～6坪ほどで、諸々の生活行為はまさに可
能な限b、戸外で念されている。それらは．本来戸外で念されているものと、
戸内にて．少〈とも風雨にさらされない程度K因われた所で念されるべきも
のとが混在しているのである。
外廊下部分は．玄関前の戸外生活空間であ夕、クパ車・三輪車の格納の場
であると同時K.コーティリティ部の延長として、家事・作業の場でもある。
更に、ニ棟のアパートが向き合っている場合は、その外廊下部は両棟がアプ
ローチを共用しうるため、一層家事・作業の場として使用しうる。外廊下部
がとのように占められてしまう結果、自転車念どの格納や、処理廃棄の場は．
アパートの周タの戸外空間K求めざるを得念いのである。 （図5参照｝
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図4 墨田区京島の長庫群
K章子ける戸外生活空
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原示のインデックス、
、は図 1.2と同様 ’ 
ぷ〆
A軍示のイYデックスは、
、図 1.2と同様 ’ 
C桜丘地区〕
中層の公団団地である。中層集会住宅では各住戸の玄関は．共同の建築内
部階段を経由して．外部K連絡している。そとで、独立住宅での玄関周辺で
充されていた生活行為が共同の出入口周辺で充される。しかし、専用居住面
積が木賃アパートより大き〈．パルコニーが付属しているため．北町地区の
よう念混乱は見られ念いが．自転車・三輪車，ゥパ車念どの格納の場は不充
分である。
【祐天寺地区〕
中層マンション 2棟（3 2戸｝が、 61 7坪の敷地に建っているのであタ．
敷地内には多くの空地を残しているのだが．その大部分は舗装され．特定の
居住者のための駐車場（2 5台｝としてしか利用されず．遊戯運動・趣味休
養の場としての使われ方は否定されてしまっている。
以上の特徴ある地区を含めた．金調査地区での．戸外生活空間と．戸外で
念される生活行為を対応させたものが表5である。
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表5
調査地区 障 壁 格 内 収 納 家事
熱量 処 理
供給 廃 棄
成 城 生 垣 敷地内施設 物 置 敷地内 物置 敷地内施設
柿の木坂 板・ 網 施設
プロック
上用賀 生 垣 敷地内 物 置 敷地内 物置 敷地内余地
板・網 施設
プロック 一部敷地外 軒 下 軒下 軒下 軒 下
用 賀 生 垣 敷地内 物 置 敷地内 物置 敷地内余地
板・網 余地
フ．ロック 一部敷地外 軒 下 軒下 軒下 軒 下
田 柄 板・網 自動車を除 物 置 敷地内 物置 敷地内余地
いて 余地
プロック 敷地内 軒 下 軒下 軒下 軒 下
目黒木町 物 置 軒下 物置 軒 下
板・プ固 いて 棟 間
ック 軒 下 軒 下 棟間 軒下 棟 間
西瑞江 部分的 自動車を除 軒 下 軒下 軒下 軒 下
板・プロ いて
ック 軒 下 棟間 棟 間
京 島 自動車を除 軒 下 軒下 軒下 軒 下
いて 前面空
軒下 地
自動車を除 軒下 軒下 軒下 軒下
いて軒下
外廊下 外廊下 外廊下 外廊下 外廊下
アフス 物置 ァラス 物置 テラス
団地内 軒下 軒下 軒下 軒下
団地内 パJIレコエ ，ξJI〆コ ノξ／レコ パJレコニー
一ー一 タヌトシュー ト
階段下 共同施設
「 敷地内 パルコエ JξJI〆コ ，ξIレコ パルコニー一・トラ 一『 一 一ー一ンクルー ム タヌト・ンュー ト
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作業 趣 味 遊戯 情報・案内 交歓・出会 交通・接近教 養 運動
敷地内余地 庭 国 庭園 路 上 （路 上｝ ｛一方通行）
路上 ~凶k、 道
敷地内余地 庭 国 庭園 路 上 （路 上｝ （一方通行｝
路上 私 道
敷地内余地 庭 圏 庭園 路 上 路 上 （一方通行｝
路 上 路上 私 道
敷地内余地 庭 路 上 路 上． 路 上 （袋路｝
（狭小｝
軒 下 軒 下 私 道
路 上・ 庭 路上 路 上 l路 上 （袋路｝
’v 軒 下 倣小｝
練 間 私 道
路 上 軒 下 路上 絡 上 路 上 （狭小｝
路 端
里震 上 私 道
前面空地 前面空地 前面 路 上 路 上 （迷路｝
空地 （狭小｝
＠各 上｝ 軒 下 （前面空地｝ 私 道
路 上 軒 下 路上 路 上 路 上 私 道
路 上
路 端 外廊 下
フー フ 3ξ テラス テラス 団地内共同 団地内共同 団地内
施 設 施 設 交通規制
団地内 庭園
パノレコ＝一 ，ャレコ＝ー 遊園 団地内共同 団地内共同 団地内
団地内庭 団地内 施 設 施設 設 交通規制
団地内 園 余地
パノレコニー ~＂＇レコ＝一 路上 共同施設 敷地内余地 私 道
敷地内余 路 上 路 上
敷地内余地 地
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l -3-4 考察
消費生活とは衣食住のや!J< !Jであろう。衣食は主Kスマイの中で念され
るものであるが．住とはそうしたやタ〈タの場を確保するととである。それ
は．単K住宅という建築空間だけでは念〈．住宅周タの戸外空間をも含めた
スペースなのであって．生活空間と云うととが出来ょう。
人閣の生活行為は、住民の階層によって.~る程度の相違があるものと考
えられるが．それは岡崎K各々の住宅の大きさや質の違いと念って現象して
いるといえる。その住宅形態の相違が．そとでの生活行為K如何念る影響を
与えているのであろう治、特に住宅の相隣環境を構成する戸外生活空間との
関速について．本調査よタ考察してみる。
(1）住生活に果たす戸外生活空聞の役割
生活行為の大部分は．原則的には戸内生活空間で行われるのであるが、各
々の戸内生活空聞の量（住戸の規模｝に応じて変化してくる。一定規模以上
の戸内空聞が確保された場合には（成城・柿木坂地区の独立住宅で敷地規模
が15 o ma以上）．その住宅周Pの戸外空聞はいわゆる「庭」として．各戸
の独立性・自然性を保持し、また「戸外室」として、戸内では代替不可能な
生活行為に対応する場を提供しうる訳である。
更に戸内空聞が狭小化してくると、本来戸内でなされるべき生活行為を圧
迫し．それらの一部は住宅周りの戸外空間Ki?いてまされる。 （上用賀地区
の独立住宅で敷地規模約50～1 0 0酬の場合では） 「格納・収納J機能が
戸外に庄出され．敷地内に余地があれば物置・車庫を設けるが．余地が狭小
であれば、いわゆる「軒下空間Jをそれに充当させる。同時κ「家事・熱量
供給・処理廃棄Japちユーティリティ機能も戸外K圧出され．住戸からの出
入口K接した「軒下空間J1: i?いて充当される。しかし．とれらの生活行為
は各戸の専用しうる戸外空聞にたいて充されている。
『 168-
（図柄・目黒本町・西瑞江地区の独立住宅で敷地規模2511"以下の場合K
は）住宅規模が更に狭小であ.ti. 「軒下空間Jも少念〈念るため、ほとんど
軒下全体がとれらの生活行為に充当せられてしまう。一部Kは． 「軒下空間j
では支えきれず．敷地内余地をすべて占めてしまい、敷地境界K塀類を設け
るとと念〈．隣接する伎宅が．その「棟関空地Jを相互に利用しあうととが
ある。
独立住宅の場合は、棟関空地は．住宅の側裏面K生ずるのであるが．連担
或は集合住宅にかいては‘ （京島地区の長犀・北町地区の木賃アパート群の
場舎には｝棟間空地は、各戸聞には無〈．各棟の前面或は周囲の戸外空聞を
共同で利用しあうのである。
また、住宅規模が狭小であっても、敷地内に専用しうる空地が残っていれ
ば．その戸外空間は．住居スペース拡張（増築｝の場として使われるととが
ある。 （祖師谷地区のテラスハウスの場舎には｝コーティリティ・スペース
として、格納庫・浴室洗濯室‘更Kは子供勉強室念どが増設されている。
とのように．敷地の細分・狭小化は住宅規模の狭小化を招き．同時に住宅
周りの戸外空聞を狭小・細分化ナる。狭小念戸外空聞は．本来的念戸外での
盆括空間としての倒直を減少させるが．反比例的K戸内生活空間の延長とし
て、往生活にかける重大念役割を担わされている。そζでの使われ方は、混
乱し．無秩序念状態と念ってい〈のである。
(2）戸外生活空聞の共同化
一般に居住状態が高密化するに伴い．或は高密度居住を志向するには、生
活様式及び生活空間vc$－ける無駄を除き．可能念部分を「共同化」していく。
共同住宅や団地念ど．計画的K共同化を図る場合を除き．居住者が積極的に
共同化するととは稀で‘過密狭小の故に、結果的・他意的K共同化している
ととが多い。独立住宅の場合．その敷地は短根・塀類で聞い込むのが普通で
あるが、それは敷地規模と関連があtJ.余bkも敷地が狭小と念れば．障壁
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類で聞い込むのは不可能と念る。
田柄地区の独立住宅は．敷地規模が約 73酬であり．各戸は障壁で囲い込
まれているのに対して．目黒本町・西瑞江地区では．敷地規模が約53酬で
あ!J.ほとんど障壁は建てられてい念い。後者K於ては．隣接する住宅閣の
棟間空地を、相互に戸外生活空間として利用しあうのである。とれは．個々
に細分化してしまっては.i>-Iiいに住宅局Pの戸外生活空間として利用する
ととが出来念〈なるからであると考えられ．結果的K 「共同化Jしているの
である。
ζのようvc.独立住宅では敷地規模が50～6 0 mi （約 17坪前後｝を境
として、それ以下の場合は戸外生活空間を共同利用し念ければ．往生活は満
足されない。同時l'L. この共同化された戸外空聞が．その居住地の相隣環境
を形成しているのである。
(5）共同化と集合化
単独I'(.各々で完結しているものとしての「個別」状態の対立概念K.
「共同J状態がある。との個別状態は．私的空聞が公共空間の中K散在して
いる状態である。しかし．私的空聞が腎集し、相B.K隣接するが．個々K独
立している状態は「集合J状態と考えられる。とのようK集合状態で．高密
度化すれば．反比例的にその個々の私的空聞は狭小化する。ととろが、往生
活に応じて専用される私的空間は．絶対的K一定規模を必要とするものであ
るから．それ以上K高密度化すれば、個別K専用する私的空聞は、相互に浸
透しあうととに念る。との相互浸透した空間がb互いの生活干商K対応する
ものである時．その空間は．共同利用されているといえる。とのようκして．
住空間の規模低下の結果として、他意的vc.居住地の棺隣環境の中K共同空
聞が発生しているのである。との共同化・集合化のシステムを図示すれば．
次のように念る。
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図6
く個別〉 〈集合〉 〈共同〉
口公共空間
四私的空間
図共同空間
今回の調査では．目黒本町・西瑞江・京島地区念どは狭小過密居住状態の
典型地区であ1?.棟間空地は共同空間的な性格を得び、相互に利用しあって
いる。とれらの地区は、隣接する住宅が軒と軒を接している状態で．戸外空
間も狭小であり、衛生的Kも．防災的にも、非常に劣悪念住環境といえよう。
とのよう念相憐環境K於て．居住地としての環境整備を計かるには．まず
積極的陀戸外空聞の共同化K取タ組まねばなるまい。しかし．戸外空聞は全
て共同化されうるものでは老いというととに留意せねば走ら念同つま 1?.
戸外空間で充足されている諸機能陀は．共同化しえ念いものがあると考え
られるからである。後者Kは各戸に個別に充される機能と、数戸にわたb集
合化して充される機能とが考えられるが、それぞれ．一定規模の空間を専用
する機能念のである。 （表4参照｝
集合化されている事例としては．駐車場がある。例えば．祐天寺のマンシ
ョンでは．敷地内の空地は大部分が駐車場であ1?.各々の自動車は一定量の
スペースを専用し．その位置は指定されている釈で．とれば個々のく格納＞
機能に対応した戸外空聞を集合化したもので．その有効性は出入口．アクセス
ス部を共用しうるからである。ととろが、共同住宅の敷地は、本来、戸外の
共同空間であるべきで、また、戸外生活空間としてく趣味・休養＞くあそび・
運動〉念どの用に供する共同利用されるととも必要念はずでるる。
京島地区は．人口腎度69 9人／ha とも言われるほどで、最悪の狭小過
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密居住状態とされているが．その相隣環境を形成している戸外生活空聞は．
ーほほ長犀の前面道路の部分しか念いのであるがー各住戸K接して．
「個別の私的空間ー収納・ユーティリティJ「集合化された私的空間
一花塑・植木鉢j「共同空間・公共空間ーアプローチ・遊場・作業j
k秩序だてられて．積極的K空間を序列化している。当地区は、道路が不規
則、狭小であ.!J.自動車の侵入を妨げていると止が逆K.とうした共同化・
集合化・個別専用化の三段階K序列化された．生活に密着した戸外生活空間
を確立させているととは皮肉なととである。もし．道路がもう少し整備され
て、自動車が居住地内部K侵入してきて．個々に駐車スペースを要求し、占
拠していくととに念れば．との序列化された．一定の秩序を持った戸外生活
空聞は混乱し．失われてしまうであろう。
つまP、戸外生活空聞が充足される諸機能を、共同化・集合化・個別専用
化の三領域K序列化し、それに対応して戸外生活空間を計画・盤備していか
ねば念ら左い。
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表4
（共同化され会る機能｝
〈家事〉
〈処廻・廃棄〉
く趣味・休養〉
〈作業〉
〈あそび・運動〉
〈情報案内＞
｛涼し台・物子など〉
（ゴ者麗~・荒ゴミ・浄化機・焼却場念ど｝
｛日光浴・読書・観賞・花境念ど〉
〈工作・修理・営繕念どl
（子供・大人）
（アンテナ・掲示板・広告念ど｝
〈交歓・出会い〉（集会念ど｝
く交通・アクセス》（アプローチ・一時駐車‘停車・徒歩・サイタリYグ｝
（集合化されうる機能｝
く格 納〉 （自動車・オートパイ・自転車・ウパ車・三輪車念ど｝
く収 納〉 （家具・ガラクタ・非日常的用具~ど｝
〈家 事＞ （洗濯機・物干・流し台・掃除具念日
く熱量供給〉 ｛プロパンガス・石油類・個形燃料類念ど）
＜趣味・休養＞ （園芸ー盆栽・鉢うえ・花頃一念日
＜情報案内〉 （郵便・新聞受・掲示板念ど｝
く交通・アクセス＞（一時駐車念ど｝
（個別に独立する機能｝
＜家 事〉 （洗覆機・流し台・物干・掃除具・オク・カメ念ど｝
〈熱量供給＞
く作 業＞
く趣味・休養〉
｛プロパンガス・石油類・固形燃料類念ど｝
（大工~ど）
（園芸ー盆栽・花壇ー愛玩動物飼育・読書｝
〈交歓・出会い〉（立話など｝
＜交通・アクセス〉（アプローチ念ど｝
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(4）建築内部における戸外生活行為
現在．都市内での快適念高密度居住を志向した住宅形式としての集合住宅
Kは、可能念限b「共同化J「集合化jを押し進めるととによって、限られ
た空間を有効・合理的に使い．快適利便Kして、高密左相隣環境を創出しよ
うという姿勢が見られよう。
集合住宅での居住機式は．独立住宅での場合と原則的K違ってい左い現状
では．独立住宅K~~いて戸外生活空間でなされていた生活行為は．建築内部
に持ち込まれてくる。それは、共同化された各住戸へのアプローチ部と個別
専用されているパルコエーに代表される。アプローチ部は．独立住宅の場舎
には前庭K.パルコニーは、後庭・主庭K対応しよう。との建築内部陀もち
込まれた「戸外生活空間」は、その規模が単に建築空間としての廊下・ホー
ル・階段として計画されているだけで．独立住宅の場合の戸外生活空間とし
ての使われ方に応じるだけのスペースが確保されていず、また、それK代わ
る施設も不備であるととが多いため、との建築内部K$~いて．戸外生活行為
を充足させようとする混乱・矛盾が生じる。
具体的には、桜丘団地では．各住戸へのアプローチは階段室であるが、新
聞牛乳等は各戸に、普通郵便等は地上階の集合郵便受けK、廃棄物は踊b場
のタ・ストシュー ト K、地上階の階段下は自転車・ワパ車等の格納に使われて
いる。しかし、階段下は、自転車3.4台以上を格納するととは無理であ夕、
タ・ストシュートも不衛生K左りがちである。また、各戸のパJレコニーは、唯
一の専用できる戸外生活空間念のであるが、独立住宅の場合K要求された諸
生活行為を充足するには、不充分である。
とのよう K.集合住宅Ki?いては．建築内部空間が戸外生活行為の場と念
るととκ留意せねば念ら1'V>。
Il-5-5 おわりに
今回の調査は、都市の居住地にかいて相隣環境を形成している戸外空間と、
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そとでの生活行為との係わbを表象している戸外生活空閣の使われ方を調べ
るととによって、その生活空聞が、私的専用空間・集合化された空間・共同
空間K序列化されるととの意味及び集会化・共同化してい〈うえでの問題の
指摘が目的であった。
居住密度が高まれば．生活空間は集合化・共同化という空間現象をもたら
すが、更にそとでは単一の用途に対応する生活空間を共同化するだけではな
〈、ひとつの生活空間K数種の用途を対応させるという空間現象をも引き起
していると考えられる。つま夕、一定規模の空間K対する機能の複合化であ
る。しかし．今回の調査には．との複合化された生活空聞に対する検討は念
されてい念い。
また、空間現象として、集合化・共同化された生活空閣の維持・管理に関
する側面からのアプローチも、相隣環境の空間構造を把握するには重大念意
味をもつが．今回は念されていない。
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